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ㄖ齢･障害･求職ㄉ雇ㅅ支援機構のㄇㄺ系 

務の質の向ヿのため 
の取組 (1-17) 

務運営の効率ㅀ (2-1) 財務ㄢ容の改善 (3-1) その他務運営 (4-1) 

 ㄗ域障害ㄉ職センターにおける障害ㄉ及びㄇ主 
 にㄚする専門ㄡ支援 (1-3) 

 ㄗ域のㄫ係機ㄫにㄚする助言々援助等及び職ﾘﾊﾋﾞﾘ 
 ﾃｰｼｮﾝの専門ㄡなヽ材の育成 (1-4) 

 職リハビリテーションに係るㅇ査々研究及び技ㄵ 
 のㄹㄓ (1-5) 

 障害ㄉ職能ㄯㄹㄓ校の運営 (1-6) 

 障害ㄉ雇ㅅ納付ㄆの徴収及び障害ㄉ雇ㅅㅇ整ㄆ、 
 報奨ㄆ等の支給務 (1-7) 

 障害ㄉ雇ㅅ納付ㄆに基づく助成ㄆの支給務 (1-8) 

 障害ㄉ雇ㅅにㄫする各種講習、ㅊ談々援助、ㄾ践ㄡ 
 ㄏㄵのㄹㄓ、啓ㄓ等 (1-9) 

 障害ㄉ技能競技ヸ・（ゕビリンピック）のㄹ催 (1-10) 

障害ㄉ雇ㅅ支援ㄇ 

職リハビリテーション務 

障害ㄉ雇ㅅ納付ㄆㄫ係務等 

ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅ支援ㄇ 

 ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅにㄫするㅊ談々援助、ㄾ践ㄡㄏㄵのㄹㄓ、 
 啓ㄓ等 (1-1) 

 給付ㄆの支給務 (1-2) 

 在職ㄉ訓練、ㄇ主等とのㅂ携々支援 (1-13) 

 指導ㄷの養成、訓練コースのㄹㄓ等、ヺ際ㅂ携々協ㄯ 
 の推進 (1-14) 

 効果ㄡな職訓練のㄾ施、公共職能ㄯㄹㄓ施設等 (1-15) 

 求職ㄉ支援制ㄶに係る職訓練認ㄠ務等 (1-16) 

職能ㄯㄹㄓㄇ 

 離職ㄉ訓練 (1-11) 

 ㄖㄶ技能ㄉ養成訓練 (1-12) 

共･管ㅄ 



1-1 ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅにㄫするㅊ談々援助、 
             ㄾ践ㄡㄏㄵのㄹㄓ、啓ㄓ等 
 

○概要 
 
 々高年齢者雇用ゕドバザーによる相談々援助等の実施 
   ㄠヹの引きヿげや廃止、継続雇ㅅ制ㄶの導ㄙ等に向けたㄇ主の取組を推進し、ㄖヹ齢ㄉの雇ㅅ管ㅄの改善や多様な就機 
  ・の確ㅁのために、ㄇ主やㄇ主団ㄺにㄚするㅊ談等の支援をㄅっています。 
 

 々高年齢者雇用ゕドバザーによるサービスの質の向上 
   ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅゕドバザーのスキルゕップのための多彩な研修のㄾ施等をじて、サービスの質の向ヿに取り組んでいます。 
 

 々高年齢者雇用に関する実践的手法の開発々提供々普及 
   「70歳まで働ける企」のㄾ現に向け、企にㄚする気運の醸成と専門ㄡㅊ談々援助をㄅうためのㄾ践ㄡㄏㄵのㄹㄓを 
  ㄅっています。 
 

 々生涯現役社会の実現に向けた啓発広報活動 
   ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅ支援ㄌㄟのヾ心ㄡㄅㄇとして、10ㄌにㄖヹ齢ㄉ雇ㅅㄹㄓフォーラムをㄹ催し、雇ㅅㄹㄓコンテスト表彰式や 
  企によるㄇ例ㄓ表などをㄅうとともに、ㄠ期刊ㄅ誌「エルダー」のㄓㄅや、ㄾ践ㄡㄏㄵのㄹㄓ成果等のマスメデゖゕによる 
  広報等、広くㄖヹ齢ㄉ雇ㅅに係る情報提供をㄅっています。 
 



 ➊ ㅊ談々援助ㄾ施件数 39,997件  [42,160件]  

   うち、「65歳を超える継続雇ㅅ等のㄋ主ㄡな取組」に係る 
         ㅊ談々援助件数 22,249件    [19,689件] 

 
  
                

 ❷ ㄇ主にㄚする追跡ㅇ 

     査における課題改善効 
     果がㄒられた旨の評価 
                     

 

   

  ➊ㅊ談々援助ㄾ施件数30,000件以ヿ 

  ❷ㄇ主にㄚする追跡ㅇ査における課題改善効果がㄒられた旨の評価70％以ヿ 

  ❸希望ㄉㅆㄷ65歳までの雇ㅅ確ㅁに向けて、職安ㄠ機ㄫからの要請に積極ㄡにㄚ応してㅊ談々援助をㄾ施しているか。 

  ❹65歳を超える継続雇ㅅ等の企のㄋ主ㄡな取組を支援するためのㅊ談々援助をㄾ施しているか。 

   

数値ㄽ標、評価の視点 
 

○ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅゕドバザーによるㅊ談々援助等のㄾ施 

数値ㄽ標の達成状況 

89.7％   [90.4％]  

 
 
○確ㅁ措置のㄾ施の進展に伴うㄇ主の課題々支援ニーズのㅍ向に 
 ㄡ確にㄚ応 
 々確ㅁ措置の運ㅅに伴う個別具ㄺㄡな課題の解ㄮ 
 々ヹ齢にかかわりなく働ける企の普及に係る支援のㄾ施 

                               
 
 
 々改正ㄖ齢ㄵへのㄚ応が確ㄾにㄾ施されるよう、職業安定機関から 
  の要請に積極的に対応したㅊ談々援助をㄾ施 
 々職業安定機関との協議による個別訪問計画の策ㄠ 
 々公共職業安定所（ハローワーク）職員との同行訪問による 
      ㅊ談々援助のㄾ施 
 々ハローワークがㄅう集団指導にㄚする支援のㄾ施 
 

 
                          
 々「ㄕ涯現役ㄈ・のㄾ現」にㄿするため、課題となる賃ㄆ々退職 
  ㄆ制ㄶ、ヽㄇ管ㅄ制ㄶ等のㄒ直しなど、ㄇ主の個別ㄡ々具ㄺ 
  ㄡな課題にㄡ確にㄚ応し、高年齢者を戦力として活用すること 
  ができる制度の構築等に向けた相談々援助のㄾ施 

 

   

主な取組ㄢ容 

参考〆ㅊ談々援助ㄾ施件数等の推移  
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達成ㄶ133.3％ 

○追跡ㅇ査によるㅊ談々援助の 
 課題改善効果の推移 

◆希望者全員65歳までの継続雇用に向けた相談々援助 ◆ 

◆ 「生涯現役社会の実現」に向けた相談々援助 ◆ ❹   

❸   

※[  ]はㄞヹㄶㄾ績 

※[  ]はㄞヹㄶㄾ績 

◆改正高齢法に基づく確保措置実施状況を踏まえた取組◆ ❸ ❹   

達成ㄶ128.1％ 



 
 
❺サービスの層の質の向ヿを図るため、ㅊ談々援助スキルの向ヿのための研修、ㅊ談々援助等の好ㄇ例の共有をㄾ施しているか。 
   

評価の視点 
 

○ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅゕドバザーによるサービスの質の向ヿ 

 
 

  

○体系的な研修の実施 
々基ーㄡな研修のㄾ施（1ヹ次〆研修Ⅰ及び研修Ⅱ、２ヹ次〆研修Ⅲ） 
 （延べ4ㄨ、受講ㄉ192ヽ） 
々ㄾ務研修のㄾ施（企診断システム操作研修） 
 （１ㄨ、受講ㄉ58ヽ） 
々課題解ㄮのノウハウを共有するための研修（5ヹ次研修） 
 （１ㄨ、受講ㄉ58ヽ） 
々スキル向ヿを図るための研修のㄾ施（スキルゕップ研修） 
 （課題別３コース（賃ㄆ、職ㄑ改善、教育訓練）に加え、新たに 
  業種別５コース（建設業、食品製造業、機械器具等製造業、卸 
  売々小売業、医療々福祉業）を実施 受講ㄉ計90ヽ） 
々その他の研修等 
 々ㄾㄗ研修（先輩ゕドバザーにㄘㄅし 
  ㅊ談々助言のㄏㄵを習得） 
 々ㄿ格認ㄠ講習（ゕドバザーとして 
  必要な基礎知識等を習得） 
○ゕドバザーの自主的勉強会等への支援 
 ゕドバザーのㅊ互研鑽々ㄋ己啓ㄓが活 
 ㄓㅀするよう、ゕドバザーがㄋ主ㄡ 
 にㄹ催する勉強・等に機構本部職員を派遣するなどの支援をㄾ施 
○ゼネラルゕドバザーによる相談々指導 
 機構ーㄤに配置するㄖヹ齢ㄉ雇ㅅにㄫする専門ㄡ、技術ㄡな知識を 
 有するゼネラルゕドバザーが研修のㄤを担当するとともに、企 
 画ㄭ案のㅆ件にㄚしてㄢ容を精査し、ゕドバザーへの指導をㄾ施 
 

 

❺   

○ブロック別経験交流会における事例検討（全国６ブロック） 
 特に「経過措置企業への効果 
 的な働きかけ方」「希望者全 
 員が６５歳まで働ける制度を 
 すでに導入済みの企業への働 
 きかけ方」に係るㄇ例のㄓ表 
 々検討々意ㄒ交換をㄾ施 
 
○ゕドバザー活動支援ホームページの活用 
 各種マニュゕル、好ㄇ例、研修ㄿ料等の掲載により、情報の共 
 有化を図り、ゕドバザー活ㅍを効率ㅀするとともに、ㄋ主ㅌ 
 習を支援 
 
○ゕドバザー向けメールマガジンの発行 
 機構の取組ㄛ針や活ㅍの参考となる雇ㅅ統計ㄿ料、ㄔ策々制ㄶ 
 のㅍきにㄫする最ㄥ情報、ゕドバザーのㄾ践ㄇ例報告等を掲 
 載するとともに、ゕドバザーからの意ㄒ々投稿も募り、機構 
 とゕドバザーㄟの双方向のコミュニケーションを構築 
 （毎ㄌ１ㄨㄓㄅ） 
 
○効果的な取組事例の報告及びフゖードバック等 
 各ㄖ障センターから四半期ごとにㅊ談々援助の効果ㄡな取組ㄇ 
 例を収集し、好ㄇ例については、各ㄖ障センターをじてㅆて 
 のゕドバザーにフゖードバック 
  

主な取組ㄢ容 

◆相談々援助スキルの向上のための研修等◆ ◆相談々援助等の好事例の共有◆ ❺ 

拡充 

企業診断システム操作研修 



 
  
  

 
 

❻ㄇ主のニーズに配慮しつつ、ㄖヹ齢ㄉ等の雇ㅅにㄫする必要なㄾ践ㄡㄏㄵをㄹㄓするとともに、ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅゕドバザーがㄅうㅊ談々 
 援助への活ㅅを図っているか。 
❼ㄹㄓされた成果について、情報を蓄積々管ㅄしたヿで、ホームページ等をじて提供しているか。 
 

数値ㄽ標、評価の視点 
 

○ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅにㄫするㄾ践ㄡㄏㄵのㄹㄓ々提供々普及 

ㄖヹ齢ㄉが働きやすい職ㄑにするために、制ㄶのㄒ直しや働く環境の改善を 
ㄅうための研究を企と機構が共ㄘでㄾ施 
 

                      

 
 
 
 
  
                      
 
 
 
 
 

（ㄥ規５団ㄺ）ゕパレル々フゔッション産、機械土工工ㄇ、ㄆ属工作機械製造、 
       トラック運送ㄇ、ㄆ属熱処ㅄ 
（継続５団ㄺ）ホテル、漬物製造、鍛造、組込みシステム、百貨店 

ㅊ談々援助の効果ㄡなㄾ施の観点による研究テーマを設ㄠ 
 
 
 
 

❻ 

○事業主支援手法の開発 

々70歳雇ㅅㄜㅉにおける貫したヽㄇ管ㅄのありㄛ研究 
々70歳まで働ける企基盤づくり推進委ㄷ・ 
々いきいき企100ㄻ再評価委ㄷ・ 
々団塊世ㅉの就々ㄕ活意識ㄾ態ㅇ査研究 
 
 

々ㄠヹㄞからの段階ㄡに技能継承がㄅえる制ㄶ設計等及び重量物運搬作等 
 の負荷軽減にㄫするㅇ査研究～65歳までのフルタム勤務をめざして（製 
 造の企、2ヹ計画の1ヹㄽ）等 

○生涯現役をめざす職場づくり研究 

❼ 
々ホームページ、機構ニュースへの掲載 
々ガドラン・ㄷ企、ㄇ主団ㄺ、ㄅㄔ等にガドランや報告 
 書を配付 
々研究等の成果をポスター々パネルにし、ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅㄹㄓフォーラ 
 ムやシンポジウムにおいて掲示 

々研究成果々ㅇ査結果をとりまとめ、具ㄺㄡな取組ㄇ例々効果等を整 
 ㅄしたパンフレット等を作成し、ゕドバザー活ㅍ支援ホームペー 
 ジ、ゕドバザー向けメールマガジンで情報提供し、活ㅅ 
々パンフレットやガドラン等については、ゕドバザーがㄋらの 
 知識の向ヿに役ㄭてるのみならず、企訪問の際に携ㄅしてㅊ談々 
 援助務に活ㅅ 

❻ 

継続５団ㄺ  5業種ガドランの策定  

々各産団ㄺによる普及啓ㄓセミナーのㄹ催 

（ガドランに掲載されているㄇ例が参考に 

 なった、ㄖ齢ㄉ雇ㅅにㄫして再認識させられた 

 講演であった など、ㅋ営ㄉ層等からㄨ答が 

 あった） 

々ガドラン普及状況ㅇ査のㄾ施 

 ⇒  ・ㄷ企の 83.2％ [82.2％]から「役に 

    ㄭった」とㄨ答 

々ホームページの事業紹介トップぺージの視認 

 性を高めるとともに、ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅに役ㄭつ  

 ワークシートやチェックリストなどの各種ツ 

 ールの雛形をㄥ規に公ㄹ    

  

産毎に異なるㄖ齢ㅀの状況や､ㅋ営環境等を踏まえ、ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅに係る 
課題解ㄮにㄋ主ㄡに取り組む産団ㄺを支援 
 

            ホテルにおいて、高年齢従業員がいきいきと活躍するためのヒント

を１４にㄎけてホテル各ㄈや他界の取組みを交えながら紹介。従ㄷ向けリーフレットも作成

（ㄠヹㄝも活躍するベテランからのメッセージをヾ心に掲載） 

主な取組ㄢ容 ※[  ]はㄞヹㄶㄾ績 

◆実践的手法の開発◆ 

○産業別ガドラン策定支援 

支援団ㄺ数  １０団ㄺ 

◆高年齢者雇用ゕドバザーによる活用◆ 

々策ㄠされた産別ガドランに掲載されている各ㄈのㄇ例を7つ 
 の課題に整ㅄㄎ類しヒント集としてとりまとめ、ゕドバザーが携 
 ㄅしやすい冊ㄣとしㅊ談々援助務に活ㅅ 

参考〆ガドラン 

◆成果の普及等◆ 



 
 

 
○高年齢者雇用開発コンテスト 
 々ㄖヹ齢ㄉがいきいきと働くことのできる職ㄑ環境にするために 
   企等がㄅった創意工夫のㄇ例をㅆヺから募集  

   応募数257社のうち、89社を表彰 
   厚ㄕ労働ヸ臣表彰〆最優秀賞1ㄈ、優秀賞2ㄈ、特別賞3ㄈ 
   機構ㅄㄇ表彰  〆83ㄈ 
  々コンテスト表彰ㄇ例のうち特に優れたものを、ㄇ例集「先進 ㄕ涯現役 
   企」にとりまとめ、ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅゕドバザーによるㅊ談々助言活ㅍ    
   等において活ㅅするとともに、機構ホームページにおいて、表彰ㄇ例を 
   改善ㄎㄧや種により検索できるㄖヹ齢ㄉ雇ㅅㄹㄓコンテスト企ㄇ例  
   情報提供 システムにより公ㄹ 
 

○高年齢者雇用開発フォーラム  
  ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅ支援ㄌㄟである１０ㄌに以ㄱの啓ㄓ活ㅍをㄹ催 
 々コンテスト表彰式 
 々記念講演〆佐藤博樹教授（ヾ央ヸㅌヸㅌ院）による講演 
 々ㄇ例ㄓ表〆コンテストㄙ賞企によるㄇ例ㄓ表 
 々ﾄｰｸｾｯｼｮﾝ〆ㄇ例ㄓ表企4ㄈによるㄕ涯現役で働く従ㄷの「就形 
      態」、「モチベーションの維持々向ヿ」などについてㄼ論 
 々雇ㅅ々就ㅊ談コーナー〆主に企の担当ㄉをㄚ象に、 
              ヽㄇ管ㅄ々雇ㅅ管ㅄ等のㅊ談をㄾ施 

  来場者数292人 
 （ゕンケートによる満足度〆92.3％ [91.2％]） 
                  

○生涯現役社会実現に向けた地域ワークショップの開催 
 ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅ支援ㄌㄟである１０ㄌをヾ心に、ㄖ障センターにおいて専門 
   家による講演、ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅの先進企等のㄇ例ㄓ表、デゖスカッション    
 等をㄾ施 

   全都道府県で開催  参加者 2,742人 

    

 
 

  ○  生涯現役社会の実現に向けたシンポジウム  

   平成27ヹ1ㄌ27ヷに企のㅋ営ㄉ々ヽㄇ労務担当ㄉ等を主なㄚ象としㄾ施 

   々講演〆藤村博之教授（ㄵㄔヸㅌヸㅌ院）による講演  
   々ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ〆大企業（３ㄈ）のㄕ涯現役に向けた取組ㄇ例についてㄼ論              

     来場者数286人（ゕンケートによる満足度〆88.3％ [87.7％] ） 
   「ヸ企のㄇ例なので参考になった」等、ヸ企の取組ㄇ例の紹介を積極ㄡ   

    に評価する意ㄒがあった。   
                             
 

 
 
々コンテストㄇ例集の作成 
 「先進 ㄕ涯現役企」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
々ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅㄹㄓコンテスト企ㄇ例 
 情報提供システム 

 

 
❽ ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅを支援するㄌㄟを設け、改善ㄇ例のㄓ表等をㄢ容とするㄅㄇをㄾ施するほか、ㄠ期刊ㄅ誌のㄓㄅ、ホームページを活ㅅした 
 情報提供、マスメデゖゕ、ㅋ済団ㄺ等とのㅂ携により啓ㄓ広報活ㅍをㄾ施しているか。 
❾ ㄖヹ齢ㄉ等の雇ㅅに係る企の好ㄇ例を収集々提供しているか。 

○ㄕ涯現役ㄈ・のㄾ現に向けた啓ㄓ広報活ㅍ 
評価の視点 

 ❾    ❽❾ 

参考〆コンテストㄇ例の普及 

◆高年齢者の雇用に係る好事例の収集々提供◆ ◆高年齢者雇用支援月間における取組◆ 

主な取組ㄢ容 ※[  ]はㄞヹㄶㄾ績 

   

 

 
参考〆ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅㄹㄓフォーラ 
   ムの様ㄣ 

機構ホーム
ページにて

公開中 

参考〆ㄕ涯現役ㄈ・のㄾ現に向けた 
   シンポジウムの様ㄣ 

（表彰式） 

（ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ） 



 
○地方新聞（４９紙）を中心に新聞広告を掲載 
 10ㄌのㄖヹ齢ㄉ雇ㅅ支援ㄌㄟにㄾ施するㄗ域ワークショップを 
周知するため、各都道府県をエリゕとするㄗㄛㄥ聞（49紙）にㄥ聞 
広告を掲載 
 広告の掲載のほか、ワークショップの事前（41紙）又は事後 
（38紙）にㄥ聞記ㄇが掲載される等、各ㄗ域においてㄥ聞ㄈと 
ㅂ携 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
○「日経ビジネス」誌に記事広告を掲載 
 ㅋ済専門雑誌「ヷㅋビジネス」(9/29ヷ号)及び「ヷㅋビジネス 
オンランSpecial 」(9/29～10/28)にㄖヹ齢ㄉ雇ㅅの重要性 
について、ㄇ主をターゲットとした記ㄇ広告を掲載 

 
  
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
々高年齢者雇用安定法の改正に対応し、4ㄌ号で「改正高齢法1周年」 
 5ㄌ号で「ゕドバザーは語る」特集を組み、ㄇ例紹介々解説や 
 ゕドバザーによる座談・のㄢ容を掲載 
々掲載希望のㄖい「人事々賃金制度」の特集を組み、「健康管理」に 
 ついてㄥ規ㅂ載をㄹ始した他、編集ゕドバザーの助言を受け 
  「第2の新人教育」について特集を組み有識ㄉの解説やㄇ例紹介 
 を掲載 

◆定期刊行誌「エルダー」の発行◆ 

○発行目的 
 ㄇ主等にㄖヹ齢ㄉ雇ㅅについてのノウハウ、 
 情報等を提供 
 
○発行部数 
 毎ㄌ60,000ㄤ 
 ⇒企のヽㄇ々労務担当ㄉ及びㄖヹ齢ㄉ雇ㅅ 
      問題にㄫ心のあるㄉ等に配布 
 

 

❽    

【事前記事】          

「非常に参考になる」 
「参考になる」   85.7％   
＜参考となったㅄ由＞ 
々ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅのㄇ例が多い 
々ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅの現状がわかる 

読ㄉゕンケートㅇ査結果 

     〆ㅌ識ㅋ験ㄉ、ㄇ主      
      ジャーナリスト等 
審 ㄼ ㄢ 容 〆編集ㄛ針など 
ㄹ 催 ㄨ 数 〆ヹ2ㄨ 
 

編集ゕドバザー・ㄼのㄹ催 

ニーズ々意ㄒ 助言々指摘 

◆誌面の充ㄾ々改善点◆ 

◆マスメデゖゕ等による啓発活動◆ 

新規 

❽    

ヷㅋビジネスオンラン
Special （Web版） 

「ヷㅋビジネス」誌(9/29ヷ号) 

【事後記事】          

「下野新聞」＇10/7付（ 

「東京新聞」＇10/21付（ 

編集ゕドバザー 



＜評ㄠと根拠＞ 

 評ㄠ ： 
 ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅにㄫするㅊ談々援助については、その担いㄏであるㄖヹ齢ㄉ雇ㅅゕドバザーによるサービ
スの質の向ヿ等を図るため、スキルゕップのための研修への種別コースのㄥ設、産別団ㄺや企とㅂ携
したㄾ践ㄡなㄏㄵのㄹㄓ、ㄹㄓしたㄾ践ㄡㄏㄵのㅊ談々援助に利ㅅしやすい形でのとりまとめ等の取組を積
極ㄡに進めた。 
 そのヿで、引き続き職安ㄠ機ㄫとのㅂ携を図りつつ、ㄕ涯現役ㄈ・のㄾ現に向けたㄇ主の個別ㄡ々具
ㄺㄡな課題にㄡ確にㄚ応したㅊ談々援助を重点ㄡにㄾ施した。その結果、ㅊ談々援助ㄾ施件数は39,997件
（達成ㄶ133.3％）、ㅊ談々援助の利ㅅㄇ主等からの課題改善効果がㄒられた旨の評価は89.7％（達成ㄶ
128.1％）と、ㄽ標の達成ㄶが120％をヿㄨるㄖいㄾ績となった。 
  また、ㄥたな試みとして「ヸ企の取組」をテーマに設ㄠしてㄕ涯現役ㄈ・のㄾ現に向けたシンポジウ
ムをㄹ催するとともに、ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅㄹㄓフォーラムをㄾ施し、いずれも参加ㄉからㄖい評価を得るなど、
効果ㄡなㄖヹ齢ㄉ雇ㅅの啓ㄓ広報活ㅍを展ㄹした。 
 これらを踏まえ、評ㄠを：とした。 

 
  

  

【ㄋ己評価】 
 1-1 ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅにㄫするㅊ談々援助、ㄾ践ㄡㄏㄵのㄹㄓ、啓ㄓ等 

＜課題とㄚ応＞ 
 ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅゕドバザーのスキルゕップを図りながら、ㄖㄶㅀ々複雑ㅀした支援ニーズにㄡ確にㄚ応した
ㅊ談々援助のㄾ施に努める等、ㄕ涯現役ㄈ・のㄾ現に向けた取組を層進めていく必要がある。 



○概要 
 

   々 ヺにおいては、ㄖヹ齢ㄉの雇ㅅの安ㄠ等を図ることをㄽㄡに、ㄇ主等にㄚする給付ㄆ制ㄶを創設しています。 

    なお、平成26ヹㄶに運営されている給付ㄆは、ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅ安ㄠ助成ㄆであり、次の①及び②の２コースとなっています。 

  

    ①高年齢者活用促進コース  〆ㄖヹ齢ㄉの活ㅅ促進のため、雇ㅅ環境整備の措置をㄾ施したㄇ主に支給 

                   助成額は、雇ㅅ環境整備に要した費ㅅの２／３（ヸ企は１／２） 

 

     ②高年齢者労働移動支援コース〆ㄠヹ退職予ㄠㄉをㄠヹの1ヹㄞのヷからㄠヹに達するヷまでのㄟに、職紹介ㄇㄉの        

     （平成26ヹㄶ末で廃止）   紹介により雇いㄙれたㄑㄊ、1ヽにつき70万ㄬ（短ㄜㄟ労働ㄉは40万ㄬ）を支給 

 

  々 当機構では、当該給付ㄆにㄫするㄇ務として、効率ㄡな支給、ㄇ主等にㄚする周知々広報及び不正受給防止のための取組 

    をㄅっています。 

                 

1-2 給付ㄆの支給務 
 



 
 
々ㄖ障センターによるㄇ主団ㄺ、個別ㄇ主への訪問(2,562回)❺❻ 
々労使代表者等で構成する地方運営協議会における給付ㄆの周知々広報❺ 
々機構ーㄤによるㅋ営ㄉ団ㄺ等にㄚする制ㄶ周知、要請(35団体) [34団ㄺ] ❺ 
々厚労省や納付金部とㅂ携し界団ㄺにㄚする制ㄶ周知、・ㄷ企等にㄚする広報要請❺ 
々ホームページ(機構及び事業主団体)、メルマガ、エルダー、ㄥ聞、専門誌等への掲載❺ 
々制ㄶ変更に伴うホームページ更ㄥは即日実施 (26.4.1)❸ 
々厚労省ㄾ施のㄖヹ齢ㄉ雇ㅅ状況ㅇ査票送付ㄜにパンフレットㄘ封 (16万社)❺ 
々パンフレット、掲載事例を改訂した活用事例集、支給申請のㄏ引を提供❻ 
 
  
々雇ㅅㅁ険データ、過去の申請データと申請書のㄢ容照ㄊ等❼❽ 
々支給ㄚ象ㄇ所への現況ㅇ査のㄾ施(2,095回)[1,152ㄨ]❼❽ 
々障害ㄉ助成ㄤとㅂ携した不正受給報メールの運営❼         
々不正受給をㄅったㄇ所名等の公表について、ホームページ等で周知 ❼ 
々給付ㄆ担当ㄉㄗ区別研修・をㄹ催し、留意すべき申請ㄇ案及びㄚ処ㄵを共有❾ 

 
々給付ㄆの趣旨やㄽㄡ、ㄏ続き等についての丁寧なㄇㄞ説ㄳ❶ 
々審査々点検マニュゕルによる窓口審査の統ㅀ及び処ㅄ期ㄟの進捗管ㅄ❶  
々ㄖ障センターの平均処ㅄ期ㄟ 活ㅅ促進コース     21.9日[17.2ヷ]❶ 
               労働移ㅍ支援コース   15.2日[ 9.0ヷ]❶ 
々ㄖ障センター担当ㄉ・ㄼ及びㄗ区別研修・による審査能ㄯの向ヿ❷❾ 
々支給ㄇ務をㄾ施するヿで判ㄳした問題点等を厚労省にフゖードバック❿ 

 
 

 ➊ 申請書類のㄒ直し、進捗管ㅄ、ㄇ務ㄏ続きのㄊㅄㅀを図っているか。 
 ❷ 担当ㄉ・ㄼのㄹ催等により、窓口担当ㄉの能ㄯ向ヿを図っているか。 
 ❸ ホームページで情報提供をㄅうとともに変更は速やかに修正しているか。 
 ❹ 給付ㄆの説ㄳ・を500回以上ㄾ施しているか。 
 ❺ 積極ㄡな周知々広報をㄅうため、職安ㄠ機ㄫ、ㄫ係機ㄫとのㅂ携を図っているか。 
 ❻ わかりやすい給付ㄆのパンフレットを作成し、配付しているか。 
 ❼ 適正な不正受給防止ㄚ策が取られているか。 
 ❽ 不正受給防止を図るため、適正な審査とㄇ所ㅇ査をㄅっているか。 
 ❾ 担当ㄉ・ㄼをㄹ催し、支給務の問題点等の情報交換をㄅっているか。 
 ❿ 厚労省、労働局と支給務の問題点等にㄚする情報交換をㄅっているか。 

数値ㄽ標、評価の視点  

 ❹ 給付ㄆ説ㄳ・ㄹ催ㄨ数 

    740回 ，792 ㄨ－  

数値ㄽ標の達成状況 

参考〆支給ㄾ績等 

新規 

○給付ㄆの支給務 

 
 平成26ヹㄶに給付ㄆを受給したㄇ主へのゕンケート 
ㅇ査において、給付ㄆが「ㄖヹ齢ㄉの雇ㅅ環境整備の 
措置」のㄾ施の誘因となった割ㄊ 

       86.0％（①～③のㄊ計） ，86.8％－ 

 
         

主な取組ㄢ容 

                 

○支給ㄾ績         735件 [3,505件] 

      ㄢ訳 ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅ安ㄠ助成ㄆ    510件[   49件] 

     ㄠヹ引ヿげ等奨励ㄆ（ㅋ過措置）225件[3,456件]    

○不正受給件数       0件 [０件] 

               

                         参考〆ㄇ主へのゕンケートㅇ査結果 

達成ㄶ148.0％ 

◆効率的な支給事務の実施 ◆ 

◆効果的な周知々広報 ◆ 

◆不正受給防止対策 ◆ 

※， －はㄞヹㄶㄾ績 

新規 

拡充 

拡充 

ㄨ 答 割ㄊ 

 ①なかったらㄾ施しなかった 21.4% 
 ②なかったらㄾ施しない可能性があった 30.5% 
 ③ㄾ施のㄜ期が早まった 34.1% 
 ④ㄫ係なくㄾ施した 12.3% 
  無ㄨ答 1.6% 

    ㄊ計 100.0% 

①なかった

ら実施しな

かった, 
21.4% 

②なかった

ら実施しな

い可能性が

あった, 

30.5% 

③実施の 

時期が早

まった, 
34.1% 

④関係なく

実施した, 

12.3% 

無回答, 

1.6% 



＜評ㄠと根拠＞ 

 評ㄠ B 
 平成25ヹㄶに創設されたㄖヹ齢ㄉ雇ㅅ安ㄠ助成ㄆの活ㅅ促進が重要な課題となっていたこと
から、効果ㄡな周知々広報に重点を置いた取組をㄅい、この結果、説ㄳ・のㄾ施ㄨ数（740
ㄨ、達成ㄶ148％）がㄽ標をヿㄨったほか、ㄖ障センターによるㄇ主団ㄺ々個別ㄇ所への
訪問（2,562ㄨ）、機構ーㄤによるㅋ営ㄉ団ㄺ等への訪問（35団ㄺ）を積極ㄡにㄅうなど、
様々なルートをじての周知々広報をㄅった。 
 また、すべての支給ㄚ象ㄇ所への現況ㅇ査をㄾ施するなど、不正受給防止ㄚ策を強ㄯに推
進し、不正受給件数は0件となった。 
 これらを踏まえ、評ㄠをBとした。 
 

【ㄋ己評価】 
 1-2 給付ㄆの支給務 

＜課題とㄚ応＞ 
 
  平成27ヹㄶ以降も、ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅ安ㄠ助成ㄆ（ㄖヹ齢ㄉ活ㅅ促進コース）の更なる活ㅅ 
 促進が重要な課題であることから、より効果ㄡな周知々広報を検討々ㄾ施する必要がある。 
 
 
 



1-3 ㄗ域障害ㄉ職センターにおける 
            障害ㄉ及びㄇ主にㄚする専門ㄡ支援 

○概要 
 

 々支援を必要としている障害者の積極的な受入の推進、職業リハビリテーション計画に基づくきめ細かな支援 
   ㄫ係機ㄫとのㅂ携により、精神障害ㄉ、ㄓ達障害ㄉ等を積極ㄡに受けㄙれ、職リハビリテーション（以ㄱ「職リハ」という。）計画に基 
  づく、個々の障害ㄉの特性や支援の状況等に応じたきめ細かな支援をㄾ施しています。 

 
 々就職等に向かう次の段階への移行の促進（職業準備支援の実施） 
   基ーㄡな労働習慣のㄺ得や職にㄫする知識の習得等の支援により、就労の可能性をㄖめ、就職等に向かう次の段階への移ㄅの促進を図っ 
  ています。 

 
 々ジョブコーチ支援の推進 
   ジョブコーチ支援は、職ㄑに適応できるよう障害ㄉ及びㄇ主にㄚして障害特性を踏まえた直接ㄡ々専門ㄡな支援をㄾ際の職ㄑでㄅってい 
  ます。また各ㄗ域において、ㄗ域障害ㄉ職センター（以ㄱ「ㄗ域センター」という。）の配置型ジョブコーチが、第１号々第２号ジョブ 
  コーチとㅂ携し支援をㄾ施しています。 
   ＜ジョブコーチ（職場適応援助者）の種類＞ 
    々配置型ジョブコーチ々々々ㄗ域センターに配置しているジョブコーチです。 
    々第１号ジョブコーチ々々々障害ㄉの就支援をㄅうㄈ・福祉ㄵヽ等に配置されているジョブコーチです。 
    々第２号ジョブコーチ々々々障害ㄉを雇ㅅする企に配置されているジョブコーチです。 

 
 々精神障害者の総合雇用支援の推進 
   精神障害ㄉ及びㄇ主をㄚ象に、主治医とのㅂ携のㄱで、「職ㄑ復帰」「雇ㅅ継続」「就職促進」に向けた専門ㄡ々総ㄊㄡな支援をㄅって 
  います。 
 

 々障害者の雇用管理に関する専門的な支援の実施 
   公共職安ㄠ所（以ㄱ「ハローワーク」という。）とのㅂ携等により、障害ㄉ雇ㅅに係るㄇ主への支援をㄅっています。 

 
 



○他の就労支援機ㄫでは支援が困難な、精神障害ㄉ、ㄓ達障害ㄉ等にㄚする支援の積極ㄡㄾ施 
 々障害者雇用促進法の改正を踏まえた精神障害者雇用支援の一層の推進 
 々発達障害者に対する体系的支援の全国実施 
 

○支援ノウハウの提供とㄫ係機ㄫとのㅂ携 
 

○ㄇ主ニーズを踏まえた専門ㄡ支援の積極ㄡㄾ施 

 

１ 平成26年度の重点業務 

○ㄗ域センターにおける支援の重点ㄇ項、及び数値ㄽ標の達成状況 

※平成30年４月から、精神障害者を
法定雇用率の算定基礎に追加 

2 平成26年度計画の達成状況 

29,400人以上 31,769人 [31,658人] 108.1％

9,800人以上 11,312人 [11,012人] 115.4％

4,400人以上 6,698人 [6,110人] 152.2％

80%以上 94.8% [93.2％] 118.5％

80%以上 88.4% [87.6％] 110.5％

50%以上 69.0% [68.5％] 138.0％

80%以上 88.1% [88.2％] 110.1％

75%以上 85.3% [83.7％] 113.7％

障害者の雇用管理に関する専門的な支援の実施

16,400所以上 18,460所 [17,767所] 112.6％

80%以上 91.6% [93.1％] 114.5％

➊  職リハサービスの実施対象者数

障害者の個々の特性に応じた専門的支援の実施

❷  職リハサービスの実施対象者数（精神障害者）

❸  職リハサービスの実施対象者数（発達障害者）

❹　支援を受けた障害者に対するアンケート調査における効果があった旨の評価

❺　職業準備支援の実施による就職等に向かう次の段階への移行（対象者の比率）

❽　復職支援終了者の復職率

❼　ジョブコーチ支援終了者の職場定着率             

※［   ］内数字は、前年度実績

❾　障害者の雇用管理に係る支援の実施事業所数

❿　事業主支援計画に基づく支援を受けた事業主に対する追跡調査における課題改善
効果が見られた旨の評価

26年度実績指標 数値目標 達成度

❻　職業準備支援の修了者の就職率

全10指標全てで、目標を 
大きく上回る 

過去最高 

過去最高 

過去最高 

さらに、精神障害、発達障害の対象者数、 
支援事業所数等の5指標で過去最高を更新 

過去最高 

過去最高 



 

➊ 29,400ヽ以ヿの障害ㄉにㄚし、効果ㄡな職リハサービスをㄾ施すること 
❷ ➊のうち、9,800ヽ以ヿの精神障害ㄉにㄚして職リハサービスをㄾ施すること 
❸ ➊のうち、4,400ヽ以ヿのㄓ達障害ㄉにㄚして職リハサービスをㄾ施すること 
❹支援を受けた障害ㄉにㄚしてゕンケートㅇ査をㄾ施し、有効ㄨ答のうち80％以ヿの障害ㄉから効果があった旨の評価を得られるように 
 すること 
 

数値ㄽ標、評価の視点 

○支援を必要としている障害ㄉの積極ㄡな受ㄙの推進、 
 職リハ計画に基づくきめ細かな支援 

主な取組ㄢ容 

参考〆障害種別ごとの職評価のㄾ施ㄨ数   

 

➊ㄚ象ㄉ            31,769人 [31,658ヽ] 

❷ うち精神障害者 11,312人  [11,012ヽ－ 

❸ うち発達障害者   6,698人  [ 6,110ヽ－ 

 ※精神障害者及び発達障害者の合計 18,010人 

❹ゕンケートㅇ査（職リハサービスの効果ㄶ） 

               94.8％    [93.2％] 

                                                

達成状況 ※[  ]はㄞヹㄶㄾ績 

達成ㄶ108.1％ 

達成ㄶ115.4％ 

達成ㄶ152.2％ 

◆地域で支援を必要としている障害者の積極的な受入◆ ➊❷❸   

◆個々の障害者の特性等に応じた職リハ計画と同計画に基づ
くきめ細かな職リハサービスの実施◆ 

❹ 

2,076  

1,932  

1,830  

1,618  

1,578  

12,258  

11,840  

11,395  

10,751  

9,887  

9,481  

10,278  

10,868  

11,012  

11,312  

3,639  

4,472  

5,457  

6,110  

6,698  

2,410  

2,335  

2,281  

2,167  

2,294  

２２ヹㄶ 

２３ヹㄶ 

２４ヹㄶ 

２５ヹㄶ 

２６ヹㄶ 

身ㄺ障害 知ㄡ障害 精神障害ㄉ ㄓ達障害 ㄖ次脳々難病等 

参考〆ㄗ域センターㄚ象ㄉ数の推移 

（ヽ） 

(19.3%) (34.8%) (5.1%) (34.0%) 

(21.1%) 

(5.7%) (17.1%) (35.8%) (34.1%) 

(38.4%) (33.3%) (6.3%) (14.5%) 

(7.0%) (41.0%) (31.7%) (12.2%) 

(5.0%) (31.1%) (35.6%) 

31,658 

31,831 

30,857 

29,864 

31,769 

（ㄨ） 
身ㄺ 

障害ㄉ 
知ㄡ 

障害ㄉ 
精神 

障害者 
発達 

障害者 

職評価 2.23 2.20 4.63 3.45 

々就職が困難又は離転職を繰り返すことが懸念される精神々ㄓ達障害ㄉ等にㄚする支援を   
 強ㅀするため、ㄗ域の状況に応じた以ㄱの工夫々取組をㄾ施 
 ①関係機関向けリーフレットの作成々配布、②精神々発達障害者等向け業務説明会、③通 
 所が困難な遠隔地の対象者へのハローワーク等と連携した出張相談等 
 ⇒精神々ㄓ達障害ㄉが増加（25ヹㄶ比で精神障害ㄉが2.7ﾎﾟｲﾝﾄ、ㄓ達障害ㄉが9.6ﾎﾟｲﾝﾄ 
 の増）し、ㄚ象ㄉに占める｢精神障害、ㄓ達障害々ㄖ次脳等｣の障害ㄉの割ㄊは63.9%で 
 平成22ヹㄶの52.0％から11.9ﾎﾟｲﾝﾄ上昇 

々 職リハ計画に「協ㄯを求める機ㄫ及びㄢ容等」の項ㄽをㄥたに追加するなど、ㄚ象ㄉに 
 とってより具ㄺㄡでㄎかりやすいものになるように様式を改訂 
々ンフォームドコンセントに基づくㄡ確な職リハ計画の策ㄠ 
々職リハ計画を策ㄠするためにㄾ施する職評価においては、ㄾ際の職ㄑを想ㄠした作  
 ㄑ面を積極ㄡに活ㅅ 
々精神障害ㄉ々ㄓ達障害ㄉの職評価においては、ヿ記に加え、ストレス々疲労に係る特徴 
 等を把握する評価ツールや複数の作課題で構成される職ヿの課題を把握する評価ツー 
 ル等を活ㅅ。これらのツールの活ㅅやㄋらの障害特性、職ㄡ課題を整ㅄする丁寧な振り 
 返り等によるきめ細かな職評価とし、他の障害種別に比べて多くのㄨ数をㄾ施（職評 
 価のㄾ施ㄨ数比較はㄱ記参考のとおり） 

拡充 

63.9％ 

52.0％ 

精神、発達・ 
高次脳等の割合 

 

11.9 
ﾎﾟｲﾝﾄ 
上昇 

(6.8%) 

(7.2%) 

(7.2%) 

(7.6%) 

(8.1%) 

達成ㄶ118.5％ 

過去最高 

過去最高 

達成度126.8％ 



々技能ㄺ得講座や職ㄑㄺ験ㄾ習等の従来のㄓ達障害ㄉ就労支援カリキュラムに、求職 
 活ㅍ支援とㄫ係機ㄫとの就労支援ネットワーク構築に係る支援ノウハウを組みㄊわ 
 せた「ㄓ達障害ㄉにㄚするㄺ系ㄡ支援プログラム」をㄾ施 

々求職支援を効果ㄡにㄾ施するため、障害特性にㄚする配慮ㄇ項等をㄓ達障害ㄉㄋら 
 がまとめたナビゲーションブックをもとに、就職希望企での採ㅅ面接等でㅅいる 
 「自己紹介シート」の作成を支援 

々うつ病等の求職ㄉの増加にㄚ応し、リワーク支援のノウハウを積極ㄡに活ㅅして、 
 従来のㄢ容をㄒ直した「ストレスㄚ処技能訓練」、「ㄚヽ技能訓練」、「グループ 
 ミーテゖング」等を積極ㄡにㄾ施 

々所が困難な遠隔ㄗの利ㅅㄉにㄚしては張による職準備支援をㄾ施する等、 
 個々の状況やニーズに応じて柔軟にㄚ応 

々精神々ㄓ達障害ㄉ等、他の機ㄫでは支援が困難な障害ㄉのㅆㄺに占める割ㄊは 
 85.0％で、平成22ヹㄶの67.8％から17.2ﾎﾟｲﾝﾄ上昇 

 
                              
々個々の課題がヸきく異なるため、ㄚ象ㄉの課題に応じて、次の４つの支援を柔軟 
 に組みㄊわせて、弾ㄯㄡな個別カリキュラムを作成 
 ①作支援（障害特性や職ヿ課題の把握含む）、②職準備講習カリキュラム、 
 ③精神障害ㄉㄋㄭ支援カリキュラム、④ㄓ達障害ㄉ就労支援カリキュラム 

                        

々ハローワーク職ㄷを交えたケース・ㄼの計画ㄡㄾ施、ㄗ域センター所のㅋ営ㄉ 
 団ㄺ々個別企への訪問等による障害ㄉ受ㄙれに係る働きかけ、修了未就職ㄉに 

 ㄚする重点ㄡな就職支援等、就職促進に係る取組の積極ㄡㄾ施            

○就職等に向かう次の段階への移ㄅの促進（職準備支援※の推進） 

 
❺ 80％以ヿの職準備支援のㄚ象ㄉが就職等に向かう次の段階（職紹介、ジョブコーチ支援ㄇ、職訓練、職ㄑㄾ習等）へ移ㄅでき 
 るようにすること 
❻職準備支援の修了ㄉの就職率が50％以ヿとなることにㄿするため、そのㄢ容の充ㄾを図ること 

数値ㄽ標、評価の視点 

※基ーㄡな労働習慣のㄺ得や職
にㄫする知識の習得等の支援
により、就労の可能性をㄖめ、
就職等に向かう次の段階への移
ㄅの促進を図っている。 

◆他の機関では支援が困難な障害者への支援◆ 

◆個々の支援ニーズに対応した個別支援方式◆ ❺❻ 

◆職業準備支援対象者の就職実現に向けた取組◆ ❺ ❻ 

◆精神障害者々発達障害者等に対する支援スキルの向上◆ ❺❻ 
々職評価や職準備支援に携わるスタッフが、カウンセリング技ㄵの演習等を 

 じて支援スキルを向ヿ       

（ヽ） 

79 

84 

67 

60 

57 

583 

502 

383 

336 

306 

589 

664 

673 

696 

765 

598 

707 

999 

1141 

1113 

209 

189 

149 

139 

178 

２２ヹㄶ 

２３ヹㄶ 

２４ヹㄶ 

２５ヹㄶ 

２６ヹㄶ 

身ㄺ障害 知ㄡ障害 精神障害ㄉ ㄓ達障害 ㄖ次脳々難病等その他 

(2.4%) (12.6%) (46.0%) 

(48.1%) 

(44.0%) 

(32.9%) 

(29.1%) 

(29.3%) 

(29.6%) 

(30.9%) 

(28.6%) 

(14.2%) 

(16.9%) 

(23.4%) 

(28.3%) 

(2.5%) 

(3.0%) 

(3.9%) 

(3.8%) 

(7.4%) 

(5.9%) 

(6.6%) 

(8.8%) 

(10.2%) 

(31.6%) 

参考〆職準備支援ㄚ象ㄉの推移 

2,372 

2,271 

2,146 

2,058 

2,419 85.0％ 
 

67.8％ 

精神、発達・ 
高次脳等の割合 

 

17.2 
ﾎﾟｲﾝﾄ 
上昇 

 
 
❺ 次の段階への移ㄅ率 88.4％  [87.6％] 
 
 
 
❻ 就職率        69.0％  [68.5％] 

 

数値ㄽ標の達成状況 
※[ ]はㄞヹㄶㄾ績 

達成ㄶ 
110.5％ 

達成ㄶ 
138.0％ 

主な取組ㄢ容 
 

過去最高 



 
 
❼ジョブコーチによる支援については、支援終了ㄉの職ㄑへのㄠ着率が80％以ヿとなるようにすること 
 
 

○ジョブコーチ※支援の推進 

数値ㄽ標、評価の視点 

 

❼６ヵㄌㄝの職ㄑㄠ着率 

 88.1％ [88.2％] 

            

数値ㄽ標の達成状況 
主な取組ㄢ容 

［自由記述例］ 
・カウンセラーとの連絡を通
じ、支援の方向性や支援の仕
方について勉強になった。 
・ジョブコーチ活動に対して 
的確なアドバイスをいただき
非常に助かっている。 

※「役に立たなかった」「全く
役に立たなかった」回答なし 

※[  ]はㄞヹㄶㄾ績 

※[  ]はㄞヹㄶㄾ績 

達成ㄶ 
110.1％ 

◆地域センターの役割を踏まえたジョブコーチ支援の的確な実施◆ 

々他の機ㄫでは支援が困難な障害ㄉにㄚする支援を重点ㄡにㄾ施 
 ⇒精神々ㄓ達障害ㄉ等のㅆㄺに占める割ㄊは55.1％で、平成22ヹㄶの40.9％から14.2 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇 
々他の機ㄫでは支援が及びにくいㄗ域では、協ㄯ可能なㄫ係機ㄫを育成しつつ、ㄗ域センターが主ㄺㄡに支援をㄾ施 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

々障害ㄉにㄚして、ㄚヽ技能が求められるサービス等の職ㄑで、ジョブコーチがロールプレをじたスキル付与 
 をㄅうなど、個々の特性に応じた支援をㄾ施 3,616ヽ [3,749ヽ] 

々ㄇ主にㄚして、ㄚ象ㄉの特性等を踏まえた職務設計や雇ㅅ管ㅄにㄫする助言などの支援をㄾ施 
々支援終了ㄝはフォローゕップ計画を策ㄠし、ㄫ係機ㄫとの役割ㄎ担による効果ㄡ々計画ㄡなフォローゕップをㄾ施 
    ⇒ジョブコーチによるフォローゕップㄉ数 6,056ヽ [6,281ヽ] 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

々ジョブコーチ支援ㄇ推進協ㄼ・を226ㄨㄾ施（延べ4,443ヽ参加）。ㄫ係機ㄫの役 
 割ㄎ担や協ㄘ支援のㅂ携ㄛㄵを検討することで、地域センターを中核とする都道府県 
 単位のジョブコーチ支援ネットワークの機能強化を図る 
々配置型ジョブコーチとのペゕ支援をじて第１号ジョブコーチ等に支援ㄛㄵに係る援 
 助をㄾ施（1,823ヽ 支援ㄚ象ㄉ数ㅆㄺの50.4％） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ジョブコーチ＇職場適応援助者（の種類 
 ・配置型ジョブコーチ 地域センターに配置されているジョブコーチ 
 ・第 １ 号ジョブコーチ 障害者の就労支援を行う社会福祉法人等に雇用されているジョブコーチ 
 ・第 ２ 号ジョブコーチ 障害者を雇用する企業に雇用されているジョブコーチ 
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○第１号ジョブコーチとの 
 協ㄘ支援のㄾ施状況  
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身ㄺ障害 知ㄡ障害 精神障害ㄉ ㄓ達障害 ㄖ次脳々難病等 

参考〆ジョブコーチ支援ㄚ象ㄉ数の推移 
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精神、発達・ 
高次脳等の割合 

 

❼   

❼   参考〆協ㄘ支援のㄾ施状況等  ○協ㄘ支援有ㅅㄶㅇ査  
（ㄚ第１号ㄵヽ〆H26） 

◆個々の対象者の態様に応じた支援の実施◆ ❼   

55.1％ 

40.9％ 

14.2 
ﾎﾟｲﾝﾄ 
上昇 

大変役

に立っ

た 

69% 

役に

立った 

26% 

どちら

でもな

い 

4% 

無回答 

1% 

◆配置型ジョブコーチと第１号ジョブコーチ等との協同支援の推進◆ 



⇒支援対象者が、精神障害ㄉ総ㄊ雇ㅅ支援がヹでㄹ始された平成18年度と比べて3.2倍（1,011ヽ
→3,248ヽ）うち、リワーク支援対象者は、平成18年度と比べて4.6倍（509ヽ→2,354ヽ） 

 
 ○リワーク支援の拡充 
々支援ニーズのㄖいㄐ京センターについて、平成26ヹㄶにㄥたな支援室(リワークセンター東京)の設置及び 
 支援スタッフの拡充によりㄚ象ㄉの受ㄙㄺ制を充ㄾさせる 
々通所が困難な遠隔地の対象者にㄚして、ㄚ象ㄉが居住するㄗ域の障害ㄉ就々ㄕ活支援センター等を利ㅅ 
 し、出張によるリワーク支援を柔軟に実施 

 
 

○精神障害ㄉの総ㄊ雇ㅅ支援の推進 

主な取組ㄢ容 

参考〆リワーク支援ㄚ象ㄉの推移  

◆精神障害者総合雇用支援◆ 

 
 

◆リワーク支援の拡充等に向けた取組◆ 

 
 

◆障害者雇用促進法の改正を踏まえた精神障害者雇用支援の強化に向けた取組◆ 

 
❽ 復職率 

  85.3％  

      

数値ㄽ標の達成状況 

達成ㄶ 
113.7％ 

❽   

❽   

❽   

509  

710  

874  

1,447  

1,779  

1,953  

2,144  
2,232  

2,354  

                ❽復職支援（リワーク支援※）終了ㄉの復職率が７５％以ヿとなるようにすること 数値ㄽ標 

○企業に対する精神障害者の雇用促進支援々雇用継続支援のモデル事業の実施 
々平成26ヹㄶからの２ヹ計画で、ㄐ京、愛知及びヸ阪センターにおいて、精神障害ㄉを雇ㅅするㄇ主にㄚし 
 て、ハローワーク、医療機ㄫ等とのㅂ携により、雇ㄙれから雇ㅅ継続までをㄺ系ㄡに支援するモデルㄇを 
 ㄾ施。  
々平成26ヹㄶにおいては、19件の取組ㄇ例があり、当該ㄇ例をモデルㄇ推進委ㄷ・において検証する等、 
 精神障害ㄉ雇ㅅに取り組むㄇ主にㄚする支援モデル構築に向けた取組をㄾ施 

新規 

○復職支援（リワーク支援） 
々休職と復職を繰り返す等の困難ケースにㄚ応するため、復職ㄝのㄥたな職務や環境にㄚするㄚ応ㄯの向ヿ 
 にㄫする支援やキャリゕプランの再構築にㄫする支援をㄾ施 
々ㄓ達障害の特徴を有する等、ㄚ象ㄉの状況が多様ㅀしている現状を踏まえ、職準備支援のㄓ達障害ㄉを 
 ㄚ象とした技能ㄺ得講座等のノウハウを活ㅅ 

○雇ㅅ促進支援（職準備支援等）、雇ㅅ継続支援（ジョブコーチ支援等)  

○精神障害ㄉ雇ㅅ支援ネットワークの形成 

 「精神障害ㄉ雇ㅅ支援ㅂ絡協ㄼ・」等のㄹ催による復職支援ネットワークの層の強ㅀ、メンタルヘルス 
 ㄎㄧ等における医療機ㄫとのㅂ携の推進 

○平成30ヹにㄵㄠ雇ㅅ率算ㄠ基礎のㄚ象に精神障害ㄉが追加されることをㄒ据えた支援の強ㅀ 
 短期ㄟで離転職を繰り返すなどの課題を有する精神障害ㄉ及び精神障害ㄉ雇ㅅに取り組むㄇ主にㄚして、 
 ハローワーク、医療機ㄫ等との層緊密なㅂ携のㄱで精神障害ㄉの特性々個々の状況に応じた助言々援助を  
 ㄾ施 

拡充 

4.6倍 

※ リワークとは、「復職」のReturn to  Work を意味しています。 
ﾘﾀｰﾝ  ﾄｩ   ﾜｰｸ 

※[  ]はㄞヹㄶㄾ績 
[83.7%] 

リワーク支援のㄢ容 
①復職のコーデゖネト（ーヽ々ㄇ主々主治医の三ㄉで復職の進めㄛに係るㄊ意形成） 
②リワーク支援（ㄕ活リズムの構築、ストレスㄚ処々コミュニケーションスキルの習得、リハビリ勤等）
による復職の推進 

 

過去最高 



々職安ㄠ機ㄫがㄅう雇ㅅ率達成指導とのㅂ携等によりㄇ主の支援ニーズを積極ㄡに把握し、当該ニー 
 ズに応じて、障害ㄉの雇ㄙれに係る提案型の助言々援助、ㄇ主支援計画に基づくㄺ系ㄡ支援をㄾ施 
 ⇒雇ㅅ率達成指導とㅂ携したㄇ主支援ㄾ施企数 1,891企業 [1,807企]  

    

 
 
 

 

々障害ㄉ雇ㅅに課題を有するㄇ所を集め、その課題改善に向けた端緒を探ることをㄽㄡとした「ㄇ 
 主支援ワークショップ」を計画ㄡにㄾ施  167回 [157ㄨ]  
々ㄇ主に精神障害ㄉ雇ㅅのノウハウ等が不足している 
 状況を踏まえ、精神障害ㄉの雇ㄙれ等をテーマとした 
 ㄢ容を重点ㄡにㄾ施⇒精神障害雇ㅅに係るテーマ  
                   167ㄨヾ114回   

 
 
 

 

○障害ㄉの雇ㅅ管ㅄにㄫする専門ㄡな支援のㄾ施 

 
❾ 16,400所以ヿのㄇ所にㄚして必要な支援をㄾ施すること 
❿ㄇ主支援計画に基づく支援を受けたㄇ主にㄚして追跡ㅇ査をㄾ施し、有効ㄨ答のうち８0％以ヿのㄇ主から具ㄺㄡな課題改善効果が 
 ㄒられた旨の評価が得られるようにすること 

数値ㄽ標、評価の視点 

 

 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 

々職ㄑㄾ習機・の提供（ジョブコーチ雇ㅅ 
 ㄞ支援等） 
々雇ㅅㄝの課題解ㄮ支援（職ㄑ適応指導、 
 ジョブコーチ雇ㅅㄝ支援） 

受ㄙれ 
準備 

受ㄙれ 
職ㄑㄠ着 
々適応 

採ㅅ 
計画 

ㅊ談と 
情報提供 

雇ㄙれ支援と 
フォローゕップ 

々労働条件、制ㄶ 
 のガダンス 
々職務ㄎ析、ㄇ例 
 情報の提供 

評価と 
計画策ㄠ 

々ㄈㄷへの啓ㄓ、 
 研修のㄾ施 
々助成ㄆ々機器活ㅅ 
 への助言 
 

参考〆ㄇ主支援計画に基づくㄺ系ㄡ支援  

 

 
❾支援ㄾ施ㄇ所数 

  18,460所 
   [17,767所] 

❿ㄇ主支援の効果ㄶ 

       91.6% 
          [93.1%] 

 

   
         

                 

数値ㄽ標の達成状況 

主な取組ㄢ容 
 

<テーマ例> 

①「はじめての精神障害ㄉ雇ㅅ～ヾㅃ企の取組～」 
②「精神障害ㄉの雇ㅅ促進々雇ㅅ継続に向けた支援」 

③「うつ病などで休職しているㄛへのㄬ滑な復職支援」  

※[  ] はㄞヹㄶㄾ績 

※[  ]はㄞヹㄶㄾ績 

参考〆ㄗ域センター支援ㄇ所数の推移  

参考〆雇ㅅ率達成指導とㅂ携したㄇ主支援ㄾ施企数の推移 

達成ㄶ 
112.6％ 

❾ ❿ ◆事業主のニーズを踏まえた専門的支援の積極的実施◆ 

◆事業主支援ワークショップ◆ 

◆支援ノウハウの蓄積々共有◆ 

❾ ❿ 

達成ㄶ 
114.5％ 

ㄗ域センターの主任を集めた・ㄼをㄾ施し、専門ㄡなㄇ主支援の積極ㄡ展ㄹに向けた実践報告及び意見交換をㄾ施 
 

 
 
 

 

過去最高 
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＜評ㄠと根拠＞ 

 評ㄠ ： 
 医療機ㄫ等との層のㅂ携を図り支援ネットワークを強ㅀし、他の機ㄫでは支援が困難な精神障害ㄉ、ㄓ
達障害ㄉ等を積極ㄡに受けㄙれた結果、職リハビリテーションをㄾ施した精神障害ㄉのㄚ象ㄉ数は
11,312ヽ、ㄓ達障害ㄉのㄚ象ㄉ数は6,698ヽとともに過去最ㄖのㄾ績となった。ㄽ標の達成ㄶは、精神障
害ㄉのㄚ象ㄉ数が115.4%、ㄓ達障害ㄉのㄚ象ㄉ数が152.2%で、両障害ㄉのㄊ計でㄒると126.8%と
120%をヿㄨるㄖいㄾ績となった。 
 また、精神障害ㄉ、ㄓ達障害ㄉ個々の多様な障害特性等をきめ細かに把握し、その状況に応じた専門ㄡな
支援をㄾ施した結果、職準備支援修了ㄉの就職率、復職支援終了ㄉの復職率ともに過去最ㄖのㄾ績となっ
た。特に、精神障害ㄉ、ㄓ達障害ㄉ等の占める割ㄊが過去最ㄖのㄾ績となるヾ、個々の課題に応じた弾ㄯㄡ
な個別カリキュラムに基づく職準備支援をㄅったことで、修了ㄉの就職率は69.0%で、ㄽ標の達成ㄶは
138.0%と120%をヿㄨるㄖいㄾ績となった。 
 加えて、障害ㄉの雇ㅅ管ㅄに係る支援のㄾ施ㄇ所数も過去最ㄖのㄾ績であり、その他のㄠ量ㄡ指標もす
べてㄽ標をヿㄨった。 
 これらを踏まえ、評ㄠを：とした。 

【ㄋ己評価】 
 1-3 ㄗ域障害ㄉ職センターにおける障害ㄉ及びㄇ主にㄚする専門ㄡ支援 

＜課題とㄚ応＞ 
 障害ㄉ雇ㅅ促進ㄵの改正による、①平成28ヹ４ㄌからの雇ㅅのㄎㄧにおける障害ㄉにㄚする差別禁止及びㄊ
ㅄㄡ配慮の提供義務ㅀ、②平成30ヹ４ㄌからのㄵㄠ雇ㅅ率の算ㄠ基礎への精神障害ㄉの追加の措置にㄡ確にㄚ
応するため、精神障害ㄉ及び精神障害ㄉを雇ㅅする又は雇ㅅしようとするㄇ主への支援の層の充ㄾを図る
必要がある。 
 



1-4 ㄗ域のㄫ係機ㄫにㄚする助言々援助等及び 
  職リハビリテーションの専門ㄡなヽ材の育成 
                  

○概要 
 

 々地域の関係機関に対する助言々援助等 

   障害ㄉ就々ㄕ活支援センター等にㄚして、職リハビリテーション（以ㄱ「職リハ」という。）のㄾ施ㄛㄵ等にㄫする専門 

  ㄡ々技術ㄡな助言々援助をㄅうほか、就労移ㄅ支援ㄇㄉ等の就支援担当ㄉをㄚ象にㄾ務ㄡ研修をㄾ施し、職リハにㄫする基 

  ーㄡな知識々技術等の習得を進めています。 

   また、ㄗ域職リハ推進フォーラムをㄹ催し、障害ㄉの就支援にㄫする共認識の形成を図ることにより、ㄗ域の職リハネッ 

  トワークの形成を図っています。  

 

 々職リハの専門的な人材の育成 

   障害ㄉ就々ㄕ活支援センター就支援担当ㄉ研修やジョブコーチ養成研修等をじ、専門ㄡなヽ材育成をㄅっています。 

 



○効果的な職リハに関する技術的事項についての助言々援助の実施 
 々職リハサービスのㄒ直し、支援ツール利ㅅㄛㄵなどの説ㄳ、解説等 
    1,068所   1,889件 [ 1,029所  2,098件] 
 々ㄫ係機ㄫ職ㄷとカウンセラーとの協ㄘ支援をじた説ㄳ、解説等 
     719所   2,360件 [   706所     2,451件] 
 々ㄗ域センター支援ㄑ面でのㄫ係機ㄫ職ㄷのㄺ験などをじた説ㄳ、解説等 

     508所      613件   [   558所        682件]  

○職リハに関する基本的な知識々技術等の向上のための実務的研修等の実施      

 々就労移ㄅ支援ㄇ所等の研修ニーズの増加及び多様ㅀにㄚ応し、平成26ヹㄶは74回[63ㄨ]ㄹ催。 受講ㄉ数 2,955ヽ，2,639ヽ－ 
 々これまでひとつの講義でㅆての障害について説ㄳしていた「障害特性と職ㄡ課題」の科ㄽを、受講ㄉの要望を踏まえ、「身体障害々 
  高次脳機能障害」「知的障害々発達障害」「精神障害」の三つの区分に再編するとともに、講義時間拡大等により講義内容を拡充     
 々ㄫ係機ㄫにおいても精神障害ㄉ々ㄓ達障害ㄉへのㄡ確な支援がㄾ施できるよう、精神障害々発達障害特化型基礎研修カリキュラムを新たに設定    

 

➊1,560所以ヿのㄫ係機ㄫをㄚ象に、助言々援助等を積極ㄡにㄾ施すること 
❷ㄗ域センターにおける、就労移ㄅ支援ㄇㄉの就労支援ㄷ等にㄚする職リ 
 ハにㄫするㄾ務ㄡ研修をヹ47ㄨㄾ施すること 
❸助言々援助を受けたㄫ係機ㄫにㄚするゕンケートで、ㄨ答の80％以ヿが有 
 ㅅであった旨の評価を得ること 
❹マニュゕル々教材の提供を受けたㄉ又は研修受講ㄉの所属にㄚする 
 ゕンケートで、80％以ヿから有ㅅであった旨の評価を得ること 
❺ㄗ域の就労支援ネットワークの充ㄾを図るため、ㄫ係機ㄫにㄚする助言 
 々援助をㄅうとともに、マニュゕル々教材の作成、提供及びㄾ務ㄡ研修 
 をㄾ施しているか 

数値ㄽ標、評価の視点 

○ㄗ域のㄫ係機ㄫ※にㄚする助言々援助等 

主な取組ㄢ容   ※[  ]はㄞヹㄶㄾ績 

❶❺ 

※ ➊のㄫ係機ㄫ数1,729所は、ヿ記の助言々援助をㄾ施した機ㄫのㄊ計から、重複を除いた数 

※障害者就業・生活支援センター、就労移行支援事業者、第１号 
  ジョブコーチ認定法人、発達障害者支援センター、教育機関、 
    医療機関等 

参考〆支援ㄾ施機ㄫ数の推移 

○ㄫ係機ㄫ職ㄷとㄗ域センター 
カウンセラーの協ㄘ支援 

 

➊助言々援助ㄾ施ㄫ係機ㄫ数      1,729所   
                  [1,716所] 

❷就労支援ㄷ等にㄚするㄾ務ㄡ研修   74回  
                   [    63ㄨ] 

 

❸助言々援助を受けたㄫ係機ㄫ 

 にㄚするゕンケート                                   

❹教材等の提供を受けたㄉ又は研修受講ㄉの 

 所属にㄚするゕンケート                                    

                     

数値ㄽ標の達成状況 
達成ㄶ 

110.8％ 

達成ㄶ 
157.4％ 

[  ] はㄞヹㄶㄾ績 

達成ㄶ 
120.9％ 

達成ㄶ 
117.9％ 
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○マニュゕル々教材の作成及び提供 
 ヿ記の精神障害々ㄓ達障害特ㅀ型基礎研修カリキュラムで使ㅅするマニュゕル々教材として「発達障害者の雇用の現状及び職業的課題と支援内容」、 
 「精神障害の雇用の現状及び職業的課題と支援内容」を新たに作成 
○地域の関係機関との職リハネットワークの形成々整備 
  ㄗ域の状況に応じた職リハネットワークの基盤整備、ㄘネットワークを活ㅅした就労支援に向けた機運醸成などにㄿすることをㄽㄡに職リハ推進 

 フォーラムをㄹ催（シンポジウム、ㅃ集団による意ㄒ交換、ㄇ例報告等） 54ㄨ 3,854ヽ参加 [52ㄨ 3,679ヽ参加] 
 

拡充 

 々ケースㅊ談等における支援ㄛㄵにㄫするゕドバス 
          4,490所 16,229件 [4,601所   16,963件] 
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○職リハサービスのㄒ直し、支援ツール 
活ㅅㄛㄵなどの提案、解説 

(所) 

94.3%  

[ 96.9%] 

[ 94.5%] 

過去最高 

拡充 

96.7%  

拡充 



○障害者職業カウンセラーの質の向上に向けた取組 
 平成25ヹㄶの研修ㄾ施状況を踏まえ、平成26ヹㄶは、よりㄾ践ㄡなスキルの習得を図るため、①ㄾ務を想ㄠ 
 した演習を取りㄙれる、②支援のありㄛを検討するㄜㄟを増やす等の工夫々ㄒ直し  
   

○障害者就業々生活支援センター職員研修 
 講義々演習等において、精神障害ㄉ及びㄓ達障害ㄉにㄚする支援にㄫするㄢ容を充ㄾさせるとともに、受講ㄉ 
   ㄘ士が所属するㄗ域のㄾ践ㄡな取組み等について情報交換々意ㄒ交換ができるようグループワークをㄾ施 
   
   
 
 
 

○ジョブコーチを養成するための研修 
 ジョブコーチとしてㄠのㅋ験を有するㄉをㄚ象としたスキル向ヿ研修は、①ㄞ期集ㄊ研修でㅌんだことを活 
 かし、②各所属機ㄫにおいてㄾ践をじたレポート作成をㄅい、③ㄝ期集ㄊ研修におけるㄓ表をじて、受講 
 ㄉのスキル向ヿをㄽ指すㄺ系に変更 
 

○職リハスキルゕップセミナー（1ㄨ） 
 職リハㄾ践セミナーのヿ位研修として３ヹ程ㄶ以ヿのㄾ務ㅋ験を有する就支援担当ㄉをㄚ象にㄹ催  
 96名参加 有ㅅㄶ96.8% 
 
   

 

❻障害ㄉ就々ㄕ活支援センター職ㄷ研修をヹ７ㄨ以ヿㄾ施すること 

❼ジョブコーチを養成するための研修をヹ９ㄨ以ヿㄾ施すること 

❽医療･福祉等のㄎㄧにおけるㄾ務ㄉを養成するための研修(職リハㄾ 

 践セミナ〓･職リハスキルゕップセミナー)をㄾ施することにより、 

 職リハの専門ㄡなヽ材の育成を図ったか 

❾受講ㄉにㄚするゕンケートで、ㄨ答の85％以ヿが有ㅅであった旨の 

 評価を得ること 

❿受講ㄉ及び所属にㄚする追跡ㅇ査で、ㄨ答の80％以ヿが役ㄭって 

 いる旨の評価を得ること 

⓫就労支援の裾ㄧ拡ヸに伴う多様な研修ニーズにㄚ応した研修ㄢ容の 

 ㄒ直しをㄅったか 

⓬職リハのㄓ展及びㄬ滑な推進にㄿする職リハ専門職である障害ㄉ 

 職カウンセラーの養成及び研修をㄾ施しているか 

数値ㄽ標、評価の視点 

○職リハの専門ㄡなヽ材の育成 

 
々すべての講義が参考となった。ㄿ料をㄜ々振り返りながら、ㄴㄝの務に活かし
ていきたいと思う。また、ㅆヺの担当ㄉとの意ㄒ交換は勉強になり、ㄯになった。
[障害ㄉ就々ㄕ活支援センター職ㄷ研修] 
々ㄞ期でㅌんだことをㄾ践してㄝ期で振り返るという形式はとてもやりやすかっ
た。ㄋ己の振り返りがしやすくて良かった。[ジョブコーチスキル向ヿ研修] 
々様々な機ㄫとの意ㄒ交換をして、それぞれが抱えている課題や現状の話を聞
き、ㄴㄝの支援でのㅂ携の取りㄛなどとても参考になった。[職リハㄾ践セミナー] 

参考〆ゕンケートㄋ由記述   平成26ヹㄶのゕンケートㅇ査より 

新規 

主な取組ㄢ容 

 

❻障害ㄉ就々ㄕ活支援センター職ㄷ研修 

❼ジョブコーチを養成するための研修    

❾研修受講ㄉにㄚするゕンケート   
                   

❿研修受講ㄉ及び所属にㄚする追跡ㅇ査    
                     

 

 

 

達成ㄶ 100.0％ 

達成ㄶ 116.8％ 

達成ㄶ 116.9％ 

7回  

9回  

[ 7ㄨ] 

99.3%  [ 98.7%] 

93.5%  [ 95.1%] 

※[  ]はㄞヹㄶㄾ績 
※ ❿は３ㄌ末ㄜ点での暫ㄠ値 

拡充 

数値ㄽ標の達成状況 

○職リハㄾ践セミナー〆様々なㄎㄧで就支援
をㄅっているㄾ務ㄉをㄚ象に、障害別にコース
を設ㄠし、特性に応じた障害ㄉ支援々企支援
のノウハウを提供するセミナー。知ㄡ障害、精
神障害、ㄖ次脳機能障害のコースに加え、ㄓ達
障害のコースをㄥたに設ㄠ。 
○職リハスキルゕップセミナー〆職リハㄾ践セ 
         ミナーのヿ位研修として、 
         総ㄊセンターにおける研究 
         及び技ㄵㄹㄓの成果をヾ心 
         に、就支援技術のさらな  
         る向ヿや他機ㄫとのㅂ携に 
         必要なスキルの向ヿ等を図 
         るためのノウハウを提供。 

職リハㄾ践セミナー及び 
職リハスキルゕップセミナーとは 

◆医療々福祉等分野における実務者※の養成研修◆ 

◆ニーズに対応した研修内容の見直し◆ 

◆障害者職業カウンセラーの養成々研修◆ 

❽ 

⓫ 

○職リハ実践セミナー（2ㄨ） 
 これまで総ㄊセンター(千葉ㄦ)でのみㄾ施してきたが、受講ㄉからの要望等を踏まえ、２ㄨのうち１ㄨを 
 初めて地方（岡ㄩ県）で開催。117名参加、ゕンケート有ㅅㄶ100% 拡充 

⓬ 当機構に採ㅅされ、1ヹㄟの厚ㄕ労働ヸ臣指ㄠ 
講習を修了し、ㄗ域センター等で職リハにㄫ 
する支援を障害ㄉ及び企等にㄚして直接ㄡ 
にㄅっている専門職。 

障害ㄉ職カウンセラーとは 

※労働、福祉、医療々ㅁ健、教育等のㄎㄧで 
 就支援をㄅっているㄉ 

[ 9ㄨ] 達成ㄶ 100.0％ 



＜評ㄠと根拠＞ 

 評ㄠ ： 
 ㄗ域の就労支援ネットワークの充ㄾを図ることをㄽㄡとするㄫ係機ㄫにㄚする助言々援助等について、就
労移ㄅ支援ㄇ所等の研修ニーズのㄖまりに積極ㄡにㄚ応した結果、ㄾ務ㄡ研修のㄾ施ㄨ数は74ㄨでㄽ標の
達成ㄶは157.4%と120%をヿㄨるㄖいㄾ績となった。また、ㄗ域における職リハビリテーションのㄾ施
状況等を踏まえた効果ㄡなㄛㄵにより助言々援助をㄾ施した結果、当該支援をㄾ施したㄫ係機ㄫ数は1,729
所と過去最ㄖのㄾ績になるとともに、当該支援を受けたㄫ係機ㄫから有ㅅであった旨の評価を受けた割ㄊは
96.7%でㄽ標の達成ㄶは120.9%と120%をヿㄨるㄖいㄾ績となった。 
 加えて、職リハビリテーションの専門ㄡなヽ材育成についても、研修ㄢ容のㄒ直し等をㄅい、研修受講
ㄉへのゕンケートㅇ査で有ㅅであった旨のㄨ答がㅆㄺの99.3％とㄖい評価を得ており、その他のㄠ量ㄡ指標
もすべてㄽ標を達成した。 
 これらを踏まえ、評ㄠを：とした。 

【ㄋ己評価】 
 1-4 ㄗ域のㄫ係機ㄫにㄚする助言々援助等及び職リハビリテーション 
       の専門ㄡなヽ材の育成 

＜課題とㄚ応＞ 
 就労支援の裾ㄧの拡ヸに伴い研修ニーズが増加するとともに多様となっていることから、受講ㄉゕンケート
ㅇ査等からニーズをㄡ確に把握したヿで、それらの結果を踏まえてㄾ施ㄛㄵやㄢ容を工夫し、充ㄾさせること
で、積極ㄡかつ柔軟なㄚ応を図る必要がある。 
 
 
 



1-5 職リハに係るㅇ査々研究、技ㄵのㄹㄓ 
 

○概要 
 

 々職リハに関する調査々研究の実施 
   職リハにㄫする施策の充ㄾや、ㄗ域センターをはじめ障害ㄉ就々ㄕ活支援センター、病院、特別支援ㅌ校での就労支援技術 
  の向ヿのため、以ㄱのㄢ容を重点に研究をㄅっています。 
   1 ㄓ達障害、精神障害、ㄖ次脳機能障害及び難病ㄉ等の職リハにㄫする先駆ㄡ研究 
   2 職リハ務をㄅうㄗ域センター等の現ㄑの課題解ㄮにㄿするための研究 
   3 ㄗ域の就労支援機ㄫ向けの有効な支援ツール等のㄹㄓのための研究 
   4 ヺのㄔ策ㄭ案にㄿする研究 
 

 々職リハ技法の開発 
   障害の重ㄶㅀ々多様ㅀによりこれまでの支援技ㄵでは効果が現れにくいㄓ達障害、精神障害、ㄖ次脳機能障害等のあるㄛにㄚ 
  する支援技ㄵのㄹㄓ々改良をㄅっています。 
 

 々研究々開発成果の積極的な普及々活用 
   研究々ㄹㄓ成果は、ㅇ査研究報告書、マニュゕル等にとりまとめ、ㄫ係施設、ㄅㄔ機ㄫ、ㄇ主等に配布するとともに、「職 
  リハビリテーション研究々ㄾ践ㄓ表・」等における、研究やㄾ践活ㅍの成果のㄓ表をじて普及を図っています。 
 



                        ➊ㄓ達障害等の職リハにㄫする先駆ㄡな研究、職リハ務をㄅう現ㄑの課題解ㄮにㄿするための研究等に重点をおいて 
                         職リハにㄫするㅇ査々研究をㄾ施しているか。 
        ❷終了したㅇ査々研究について、外ㄤ評価をㄅい、３ㄎの２以ヿの評価委ㄷから、４段階ヾヿから２段階以ヿの評価が 
         得られるようにすること              

評価の視点 

○職リハにㄫするㅇ査々研究のㄾ施 

 
 
 

○厚ㄕ労働省との意ㄒ交換・によるㄔ策ㄭ案に係るニーズ要望の把握 
○広域々ㄗ域センター、障害ㄉ就々ㄕ活支援センターへのゕンケー 
 トㅇ査等によるニーズ要望の把握 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 研究テーマ 概要 評価結果 評価コメント 

 No.123 

    訓練々ㅌ習の進捗等に配慮を要するㅌㄕに 
  ㄚする指導々支援にㄫする研究 

 ポリテクカレッジにおける特別な配慮を要するㅌㄕにㄚする指導々支援にㄫし、モデル校での 
 フゖールド研究を職能ㄯㄹㄓ総ㄊヸㅌ校と障害ㄉ職総ㄊセンター研究ㄤ門とで共ㄘでㄅい、 
 指導々支援にㄫするガドブックを作成する。 

１  １ １ 
々様々な状況を踏まえた指導の工夫や配慮が網羅されている。 
々ヸㅌ等の教育機ㄫにおいてもヷ常ㄡな教育ㄑ面や就職々進路指導のㄑ 
 面等での活ㅅが可能で、多くの示唆が得られる。 

 No.124 

      ＳＳＴを活ㅅしたヽ材育成プログラムの普 
  及 にㄫする研究（※） 

 「SSTを活ㅅしたヽ材育成プログラム」の試案について、プログラムの基ーㄡな構成、デザ 
 ン等の検証をㄅい、より完成ㄶのㄖいプログラムへとㄓ展させるとともに、プログラム普及や 
 ㄾ施ㄉ育成のㄛㄵ等について検討する。 

１  １ ２ 
々障害ㄉ雇ㅅの職ㄑにおけるコミュニケーション向ヿに、SSTの導ㄙは 
 非常に貴重で有ㅅ性がㄖいことが判断された。 
々貴重な研究だと思われるので、ㄴㄝの継続研究に期待したい。 

 No.125 
    ㄓ達障害ㄉの職ㄕ活への満足ㄶと職ㄑの 
  ㄾ態にㄫするㅇ査研究 

 ㄓ達障害ㄉへの職ㄕ活にㄚする満足ㄶ及び職ㄑのㄾ態にㄫするゕンケートㅇ査、企へのヒ 
 ゕリングをして、満足ㄶに影響を与えている要因をㄎ析し、ㄓ達障害ㄉが職ㄕ活をㄬ滑に 
 送るうえで、支援ㄉ、ㄇ主等のㄚ応において望まれるㄇ柄をㄳらかにする。 

１  １ ２ 
々ㄓ達障害ㄉへの就労支援やㄔ策ㄭ案の基礎ㄿ料としての有ㅅ性はㄖい。 
々ㄠ着支援をㄽㄡとした職ㄕ活への満足ㄶと職ㄑのㄾ態にㄫするㅇ査 
 研究の必要性を位置づけたことをヸきく評価したい。 

 No.126 
      難病の症状の程ㄶに応じた就労困難性のㄾ 
  態及び就労支援のありㄛにㄫする研究 

 多様な難病患ㄉの症状の程ㄶ、障害種類々程ㄶに応じた就労困難性のㄾ態把握及び必要な就労 
 支援のありㄛをㄳらかにする。 
 

１  １ １ 
々難病患ㄉの就労困難性や就労支援等のㄾ態がㄳらかとなり、提言に近 
 いㄛ向性が示されたことはヸいに評価できる。 

々特に福祉々労働の支援現ㄑにおいて活ㅅがㄒ込まれる。 

 No.127 

    視覚障害ㄉのキャリゕ形成に向けたㄇ主 
  の支援のありㄛにㄫする研究 

 視覚障害ㄉが職ㄕ活で直面するさまざまな課題とその解ㄮに向けて必要な支援をㄳらかにし、 
 キャリゕ形成の観点からㄇ主がㄅう支援のㄛ策をㄳらかにする。 
 

１  １ １ 
々視覚障害ㄉのキャリゕ形成を進めるヿでの課題が具ㄺㄡで、キャリゕ 
 形成に向けた支援ㄺ制作りにㄫする提言がなされていることから、就 
 労をㄽ指す視覚障害ㄉや雇ㅅㄇ主等に与える示唆はヸきい。 

                        ❷５つの研究テーマ全てが目標達成     数値ㄽ標の達成状況 
○研究ごとにテーマに即したヸㅌ教授等を委嘱 
○１つのテーマを３ヽの研究評価委ㄷが評価 

次の４点を重点とし、ㅇ査々研究をㄾ施 
１ ㄓ達障害、精神障害、ㄖ次脳機能障害及び難病 
  等の職リハにㄫする先駆ㄡ研究 
２ 職リハ務をㄅうㄗ域センター等の現ㄑの課題 
  解ㄮにㄿするための研究 
３ ㄗ域の就労支援機ㄫ向けの有効な支援ツール等 
  のㄹㄓのための研究 
４ ヺのㄔ策ㄭ案にㄿする研究 

＜ㄥ規テーマ＞５テーマ 
々ㅁ健医療、福祉、教育ㄎㄧにおける障害ㄉの職準備と就労移ㄅ 

 等を促進するㄗ域支援のありㄛにㄫする研究 

々障害ㄉ在宅就支援の現状と課題にㄫする研究        等                                 

＜継続テーマ＞７テーマ 

々精神障害ㄉの雇ㅅに係る企側の課題とその解ㄮㄛ策にㄫする研究 

々障害の多様ㅀにㄚ応した職リハビリテーション支援ツールのㄹㄓ                       

                              等 

主な取組ㄢ容 
 
◆ニーズ要望の把握◆ ◆研究テーマ◆ 

◆平成26年度に終了した研究の概要及び研究評価の内容（上記継続７ﾃｰﾏ中５ﾃｰﾏ）◆ 

➊ 

➊ 

➊ 

※SSTとは、”Social Skills Training（ㄈ・ㄕ活技能訓練）”の略。ㄬ滑なㄈ・ㄕ活を送れるよう、ㄚヽ技能等の必要な技能を向ヿするための訓練技ㄵ 
 

評価基準〆１（優れている）２（やや優れている）３（やや劣っている）４（劣っている） 
 

３テーマがㅆ研究評価委ㄷから最ㄖの評価 



 

 ❹支援技ㄵ普及講習のㄾ施 

  ２５か所 

 

 

 
❸福祉、教育、医療から雇ㅅへの流れを踏まえ、障害ㄉ雇ㅅㄚ策のㄚ象ㄉの拡ヸにㄿするため、障害 
   特性及びㄇ主ニーズに応じた先駆ㄡな職リハ技ㄵのㄹㄓやㄹㄓした技ㄵの改良をㄅっているか。 

❹支援技ㄵ普及講習を1６か所以上でㄾ施 

 

 

数値ㄽ標、評価の視点 

○職リハ技ㄵのㄹㄓ 

主な取組ㄢ容 
 

達成ㄶ156.3％ 

数値ㄽ標の達成状況 

                          
  

参考〆技ㄵㄹㄓプロセス    ニーズの把握とㄎ析 
(ㄗ域センター等ヒゕリング） 

プログラムのㄾ施 
（ㄓ達々精神々ㄖ次脳） 

技ㄵのㄹㄓ々改良 
成果の取りまとめ 

ㄹㄓ計画の策ㄠ 
（ㄓ達々精神々ㄖ次脳） 

◆発達障害者支援技法◆ ◆高次脳機能障害者支援技法◆ ◆精神障害者支援技法◆ ❸ ❸ ❸ 
就職ㄝ不適応となるㄓ達障害ㄉ、就職ㄝに休職
となりㄓ達障害の診断を受けるㄉが増加 

在職ㄓ達障害ㄉの就状況について、ーヽ及び
ㄇ主の捉えㄛを可視ㅀするツール「在職ㄉの
ための情報整ㅄシート」をㄹㄓ 

○就状況の把握と課題のㄳ確ㅀ、課題改善 
 に向けたㄽ標設ㄠと具ㄺㄡ支援等の取組の 
 ㄡ確なㄾ施 
○ㄇ主、障害ㄉ及びㄗ域センター等による   
 雇ㅅ継続のための協働ㄫ係形成のㄬ滑ㅀ 

 在職発達障害者に対する雇用継続支援 
 の技法の開発 

テーマ 

うつ病等による休職ㄉで、職ㄑのヽㄟㄫ係、職
務遂ㄅ等において怒りの感情を抱えるㄉが増加 

怒りを抱える精神障害ㄉが怒りの感情をㅄ解し、
適切にㄚ応するための、「職ㄑ」に視点を置いた
「ゕンガーコントロール講習」の技ㄵをㄹㄓ 

ㄹㄓしたツールの活ㅅㄛㄵ、留意ㄇ項、活ㅅㄇ
例、活ㅅの効果等について実践報告書を作成 

職リハを効果ㄡに進めるため、ㄇㄞに心身の準
備を整える必要性を有するㄉが増加 

ㄖ次脳機能障害ㄉの個別性に着ㄽした環境設ㄠ
による「できること」の拡ヸと取組の主ㄺ性の
向ヿのための技ㄵ「導ㄙプログラム」のㄹㄓ 

○健康管ㅄスキルの獲得、就職々復職への取組  
 のㅍ機づけ強ㅀによる、そのㄝの職リハ支援  
 効果の向ヿ 
○医療機ㄫ、福祉機ㄫからㄗ域センター等への 
 支援移ㄅにおける留意点等のㅄ解の共有ㅀ 

                       
々ㄚ象〆ㄗ域センター、ㄫ係機ㄫの職ㄷ等 
々ㄛㄵ〆ㄹㄓ担当ㄉがㄗ域に向き、演習 
    を主ㄺに支援技ㄵを直接伝授 

参考〆支援技ㄵ普及講習概要  
                   々ㄓ達障害ㄫ係〆17か所，14か所]     参加ㄉ数 360ヽ [336ヽ]  

                   々精神障害ㄫ係〆  8か所 [試ㄅ1か所]  参加ㄉ数 185ヽ [18ヽ]   
◆支援技法普及講習◆ ❹ 

※[ ]はㄞヹㄶㄾ績 

ゕンガーコントロール支援の技法の 
開発 

テーマ 

職業リハビリテーション導入プログ 
ラムの開発 

テーマ 

特 色 

成果物 成果物 

特 色 特 色 

新規 

成果物 

ㄹㄓ技ㄵの試ㄅを踏まえ、講習のㄾ施ㄛㄵ、留
意ㄇ項等について支援ㄉㅅマニュゕルを作成 

3ヹㄟのプログラム試ㄅ状況について概要、効
果、ㄇ例、留意点をまとめた実践報告書を作成 

○ㄗ域センター等のリワーク支援におけるゕン  
 ガーコントロール支援のㄾ施及び休職ㄉの職 
 ㄑ復帰と職ㄑ適応のㄬ滑ㅀ 
○怒りを抱える精神障害ㄉ等への支援ㄑ面での 
 支援ㄉの適切なㄚ応等についてのㅄ解促進 



非常に充ㄾ

している 

25.9% 

充ㄾしてい

る 

66.2% 

ややもの足

りない 

7.9% 

９２.１％ 

｢非常に充ㄾしている｣｢充ㄾしている」のㄊ計 

       ❼職リハ研究々ㄾ践ㄓ表・を総ㄊセンター及び  
        ㄗㄛ・ㄑ３か所以ヿㄹ催すること  
       ❽研究成果についてㅌ・等で20件以ヿㄓ表すること 
       ❾マニュゕル、教材、ツール等を４件以ヿ作成すること 

数値ㄽ標 

○研究々ㄹㄓ成果の積極ㄡな普及々活ㅅ 

       ❼総合センター及び地方会場７か所でㄹ催 

       ❽ㅌ・等ㄓ表 2８件  

       ❾６件 作成 

数値ㄽ標の 
達成状況 

○学会発表〆２８件（ヷー職リハビリテーションㅌ・、ヷー精神障害ㄉ 
       リハビリテーションㅌ・ 等） 

○研修講師〆１１２件（ヺㄭㅁ健医療科ㅌ院、千葉県総ㄊ教育センター、 

       当機構主催の職リハビリテーションスキルゕップセミナー 等） 
        

  

◆学会発表、各種研修講師等◆ 

 ❺ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等を活ㅅした情報提供等をㄅっているか。 

 ❻研究々ㄹㄓ成果の活ㅅ状況を把握し、更なる普及 

 々活ㅅを図っているか。 

評価の 
視点 

 
 

○職リハ研究々実践発表会（平成2６年12月 総合センター実施） 
 々参加ㄉ数 1,206人 [1,064ヽ] 

 々研究ㄓ表  109題 [104題] 

 々ゕンケート結果  
  「ヸ変参考になった」「参考に 
   なった」とㄨ答 95.0％ [95.8％] 

 ＜プログラム＞ 
  々特別講演 
  々パネルデゖスカッション  
  々テーマ別パネルデゖスカッション 
   （２テーマ） 
  々口頭ㄓ表、ポスターㄓ表 
 

○地域における研究成果の発表（平成2６年９月～2７年２月） 
 ㄗ域障害ㄉ職センターと共ㄘで、ㄗ域のㄇ所、就労支援機ㄫ等 
 をㄚ象に、７地域（岡ㄩ、奈良、静岡、岩ㄏ、鳥取、神奈川、ヸ阪）でㄾ施 

主な取組ㄢ容 

❼ 

々広域々ㄗ域障害ㄉ職センター、障害ㄉ就々ㄕ活支援センター 
 へのゕンケートㅇ査をㄾ施 
 
 

◆研究々開発成果の活用状況◆ 

 

○成果物については、研究ㄤ門ホームページにＰＤＦファイルを 
 掲載 
  ※研究部門ホームページアクセス件数：906,689件，1,060,713件－ 

    うち研究成果物へのアクセス件数：726,098件， 824,098件－ 

○日本職業リハビリテーション学会、日本産業精神保健学会をはじ 
 めとする1８の学会・大会等で成果物を展示し、サマリーを配布 
○当機構が発行する「働く広場」に研究成果を「研究開発レポート」 
 として掲載 
○日本障害者リハビリテーション協会の機関誌に難病関係の研究成 
 果に基づく論文、医学情報誌に若年性認知症関係の研究に基づく 
 論文を掲載 
○厚生労働省の医道審議会に対して視覚障害者に係る研究成果を情 
 報提供 

◆ンターネット等による研究成果の情報発信◆ 

❻ 

❽ 

❺ 

過去最多 

職リハ研究・実践発表会会場風景 

○６件作成〆「ㄓ達障害ㄉ就労支援レフゔレンスブック（課題とㄚ応例）」 
       「気ㄎ障害等の精神疾患で休職ヾのㄛのためのゕンガーコント 
        ロール支援」等 

◆マニュゕル、教材、ツール等の作成◆ ❾ 

◆職リハ研究々実践発表会の開催◆ 

主な取組ㄢ容   ※[  ]はㄞヹㄶㄾ績 

達成ㄶ 
200.0％ 

達成ㄶ140.0％   ※[  ]はㄞヹㄶㄾ績 

達成ㄶ150.0％ 

47.2% 

34.3% 

33.7% 

1.5% 

56.3% 

1.5% 

0% 50% 100% 

【マニュアル、教材、ツール等の内容の充実度】 
障害者就業・生活支援センター調査結果より 

【調査研究報告書・資料シリーズの活用場面】 
広域・地域センター調査結果より 



＜評ㄠと根拠＞ 

 評ㄠ ： 
 ㄓ達障害ㄉ等の職リハビリテーションにㄫする先駆ㄡな研究、職リハビリテーション務をㄅう現ㄑ
の課題解ㄮにㄿする研究等に重点をおいたㅇ査々研究をㄾ施し、終了したㅇ査々研究5テーマすべてにおい
て、３ㄎの２以ヿの評価委ㄷから４段階ヾヿから２段階以ヿを得るとしたㄽ標を達成し、うち３テーマにつ
いて、すべての評価委ㄷから「優れている」との最ヿ位の段階の評価を得た。 
 ㄓ達々精神々ㄖ次脳機能障害ㄉに係る先駆ㄡな支援技ㄵのㄹㄓをㄅうとともに、支援技ㄵ普及講習を積極
ㄡに取り組み、ㄽ標をヸきくヿㄨる25か所でㄾ施した。 
 職リハビリテーション研究々ㄾ践ㄓ表・では、過去最ㄖの参加ㄉ数を記録し、ゕンケートでもㄖ評価を
受けるなど、研究々ㄹㄓ成果の普及に努め、ㄽ標をヿㄨる達成ㄶとなった。 
 これらを踏まえ、評ㄠを：とした。 

【ㄋ己評価】 
 1-5 職リハビリテーションに係るㅇ査々研究及び技ㄵのㄹㄓ 

＜課題とㄚ応＞ 
 マニュゕル、教材、ツール等の研究成果の普及については、支援機ㄫ等に浸透するまでにㄜㄟを要すること
から、ㄴㄝも職リハビリテーション研究々ㄾ践ㄓ表・や研修等をじて活ㅅㄛㄵや効果等について周知を図
る必要がある。 
 
 



1-6 障害ㄉ職能ㄯㄹㄓ校の運営             

○概要 
々職業訓練上特別な支援を要する障害者に対する職業訓練の充実 
   機構が運営する障害ㄉ職能ㄯㄹㄓ校２校（ヾ央障害ㄉ職能ㄯㄹㄓ校（以ㄱ「ヾ央校」という。）、吉備ㄖ原障害ㄉ職能 
  ㄯㄹㄓ校（以ㄱ「吉備校」という。））は、ㅆヺの広範なㄗ域から「職訓練ヿ特別な支援を要する障害ㄉ（以ㄱ「特別支援障 
  害ㄉ」という。）」を積極ㄡに受ㄙれ、より効果ㄡな指導技ㄵ等をㄹㄓしながら先導ㄡな職訓練をㄾ施しています。 
  ＜「特別支援障害者」とは＞ 
    障害ㄉ職能ㄯㄹㄓ校において重点を置いて支援すべきㄚ象ㄉとされています。具ㄺㄡには当面以ㄱのとおりとされています。 

       

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
々経済々雇用失業情勢に応じた就職促進対策の実施 
   企ニーズを踏まえたより就職に結びつく訓練カリキュラムを設ㄠするとともに、公共職安ㄠ所（ハローワーク）等とのㅂ 
      携による支援や従来の訓練では就職が困難なㄚ象ㄉにㄚする就職促進に取り組んでいます。 
 

々障害者に対する指導技法等の開発々普及 
   先導ㄡ職訓練のㄾ施により得られた指導技ㄵ等の成果については、他の障害ㄉ職能ㄯㄹㄓ校等に提供し、障害ㄉ職訓練 
  ㅆㄺのレベルゕップに貢献することとしています。 
 

①視覚障害１級々２級のㄉ 
②ヿ肢障害１級のㄉ 
③２級以ヿの両ヿ肢機能障害及び２級以ヿの両ㄱ肢機能障害を重複するㄉ 
④脳性まひによるヿ肢機能障害１級々２級のㄉ 
⑤ㄺ幹障害１級々２級であって、特に配慮を必要とするㄉ 
⑥精神障害ㄉ 
⑦ㄓ達障害ㄉ 
⑧ㄖ次脳機能障害ㄉ 
⑨重ㄶ知ㄡ障害ㄉ 
⑩知ㄡ障害及び身ㄺ障害の重複障害であって、特に配慮を必要とするㄉ 



数値ㄽ標の達成状況 

  ❶ㄠㄷに占める 
   「特別支援障害ㄉ」の割ㄊ 

     59.6％ [57.9％] 

  ❷ㄠㄷ充足率 

      97.9％  [101.8％] 

              

達成ㄶ 
119.2％                   

達成ㄶ 
103.1％ 

 
❶「特別支援障害ㄉ」を積極ㄡに受ㄙれ、そのㄠㄷに占める割ㄊが50％をヿㄨるようにすること 
❷ㄠㄷ充足率が毎ヹㄶ95％以ヿとなるようにすること（ㄠㄷ280名） 
❸ㅆヺの広範なㄗ域から職ㄡ重ㄶ障害ㄉを受けㄙれることができるよう、職安ㄠ機ㄫ及びㄗ域センターとㅂ携してㄚ象ㄉの把握々支 
 援等をㄅっているか。 

は特別支援障害者＇定員に対する割合（ 

定員(280) 参考〆受講ㄉ数の推移 

(人) 

数値ㄽ標、評価の視点 

○職訓練ヿ特別な支援を要する障害ㄉ（特別支援障害ㄉ）にㄚする 
 職訓練の充ㄾ 

※[  ]はㄞヹㄶㄾ績            

※ [  ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績 
 

主な取組ㄢ容  
◆発達障害者等の受入促進◆ 

々ㄓ達障害ㄉの募集枠を超えた受ㄙれ 募集枠37ヽ→受入数71人 
々般訓練科において、ㄓ達障害ㄉ等を専門に受けㄙれる訓練科とのㅂ携により特別支援障害ㄉを積極ㄡに 
 受ㄙれ  一般訓練科における特別支援障害者数 98人  特別支援障害者全体の58.7％  [95ヽ 58.6％] 

々吉備校の電ㄣ機器科において、ㄓ達障害ㄉ等がより就職しやすくなるよう、電ㄣ機器にㄫする訓練のほか、 
 それにㄫㅂするㄿ材ㅇ達、製品管ㅄにㄫする訓練を充ㄾさせたカリキュラムとし、あわせて特別支援障害ㄉ 
 をより積極ㄡに受けㄙれられるよう訓練ㄠㄷを拡ヸ（５名→10名）。 
々平成26ヹㄶから特別支援障害ㄉに範囲に加えられた、知ㄡ障害及び身ㄺ障害の重複障害を有するㄉにㄚし  
 て、個々の障害特性に応じた作環境、訓練ㄢ容、指導ㄛㄵ等を工夫し、よりきめ細やかな職訓練をㄾ施 
◆重度視覚障害者の入校促進対策◆ 

々音声コード付き視覚障害ㄉㅅリーフレットを配布し募集活ㅍをㄾ施   重度視覚障害者入校数18人  [14ヽ]  

々肢ㄺ不ㄋ由ㄉ、視覚障害ㄉ等在籍の教育々福祉機ㄫの訪問強ㅀ 225か所[363か所] 

々難病ㅊ談々支援センターへの訪問 7か所[8か所]  

々オープンキャンパスのㄾ施  参加ㄉ275ヽ[332ヽ]   
々身体障害者向け見学々説明会の開催 参加ㄉ158人※案ㄢチラシを1,624ㄤ配布 

々信制ㄖ校、サポート校への周知活ㅍのㄾ施 
々地元のFMラジオによる広報活動(訓練内容、今後の募集予定、就職状況等)の実施 

 
◆広範な地域からの受入れ ◆ 

々ㄙ校都道府県数38，40都府県－ 

々両校の設置々近隣都県（埼玉々ㄐ京、岡ㄩ）外からのㄙ校ㄉ数 9７ヽ，94ヽ－ 

々公共職安ㄠ所、福祉機ㄫなどへの募集周知及び受講希望ㄉ情報の提供要請 
々ㄗ域センターとのㅂ携による訓練ㄚ象ㄉの把握及び情報提供   
々障害ㄉ雇ㅅ支援ㄌㄟポスター原画展（５ㄗ域）におけるパネル々パンフレットでの両校の紹介 
 による利ㅅの勧奨 
   

拡充 

❶ 

❶ 

❷ 

❷❸ 

❸ 
新規 

新規 

々「障害ㅌㄕ修ㅌ支援ブロック別ㄗ域ㅂ携シンポジウム」((独)ヷーㅌㄕ支援機構主催)及びㅌㄕ々企をㄚ象 
 としたㅆヺ就職指導ガダンス(ㄘ)で訓練ㄢ容等を紹介するパンフレットを配布 
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過去最高 

◆大学等卒業未就職者の状況を踏まえた対応◆ 

◆福祉機関、教育機関への積極的訪問等による募集活動◆ 



 

❹訓練修了ㄉ等の就職率が80％以ヿとなることにㄿするため、利ㅅㄉニーズや求ヽニーズㅍ向等を踏まえた指導技ㄵのㄹㄓ、訓練カリキュ 
 ラムのㄒ直し等により、そのㄢ容の充ㄾを図ること 

❺特注型の訓練メニューに基づく企ㄢ訓練と就継続のための技術ㄡ支援のㄺㄡㄾ施による先導ㄡ職訓練に取り組んでいるか。 

 

 
  

特注型企ㅂ携訓練とは 

数値ㄽ標、評価の視点 

○ㅋ済々雇ㅅ失情勢に応じた就職促進ㄚ策のㄾ施 

訓練ㄕㄋ身がプレゼンテー 

ションソフトを駆使し、訓 

練の成果をㄓ表。企ヽㄇ 

担当ㄉにㄚするゕピールの 

ㄑとしても活ㅅ。 

(%) 

施設ㄢの汎ㅅ性のある職能ㄯを取得するための訓練では
就職又は職ㄑㄠ着が困難なㄉ(注)について、雇ㄙれを検討し
ているㄇ主と密接な協ㄯのㄱに特注型の訓練メニューに
よる施設ㄢでの訓練と企ㄢでの訓練を組みㄊわせた職
訓練や、採ㅅ々職ㄑㄠ着のための支援を、両校でㄅってい
ます。 

※ヿ記折れ線グラフはヾ央校、吉備校以外の障害ㄉ職能ㄯㄹㄓ校
（１７校）の就職率の推移 

93.9% 

ㄞヹㄶㄾ績 
， 87.8％ ］ 

数値ㄽ標の達成状況 

達成ㄶ 
117.4％ 

※ [  ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績 
 

主な取組ㄢ容 

 
  

参考〆障害ㄉ採ㅅ準備講座の様ㄣ 
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ーㄤ々両校による「特別ㄚ策ーㄤ」を設置し、ㅊ互にㅂ携してㄚ策をㄾ施 

 
 

◆特注型企業連携訓練の実施◆ 

◆企業への積極的な働きかけ◆ 

◆ハローワーク等との連携◆ 

々ヾ央校では、企に訓練ㄕのＩ＜スキルをより把握されやすくすることをㄽㄡに、従来の 
 ＜Ｓ検ㄠにㅉえ、日商ＰＣ検定の資格取得対策を開始。さらにヺㄢ外においてシェゕの 
 ㄖい３ＤＣ：Ｄソフトへの更新をㄅい、より即戦力となる設計関連の訓練を実施  
々吉備校では、発達障害者向けの、ゕプリケーション(iPhone、Android端末用)開発及び 
 医療事務に関わる訓練を、試ㄅをㅋて標準カリキュラムとして実施 
 

 
 々 ＜ㄾ施状況＞ㄾ施ㄉ 39ヽ[37ヽ]  訓練先企への就職ㄉ 2８ヽ[35ヽ]   ㅆ就職ㄉ38ヽ[36ヽ] 

                     修了ㄉ 39ヽ[37ヽ]   就職率(ㅆ就職ㄉ/修了ㄉ) 97.4％[97.3％] 

々企の担当ㄉをㄚ象に、採ㅅㄜの留意ㄇ項や職ㄑㄢの配慮ㄇ項等に係る支援ㄇ例をシンポジウ 
 ム形式で紹介するほか、ㄇ主及び訓練ㄕのㄺ験をㄓ表する障害者採用準備講座をㄹ催  
  参加企数 155ㄈ，168ㄈ－  
々ㄇ主団ㄺへの求ヽ確ㅁ等の協ㄯ依頼を拡ヸ(30団体[28団ㄺ])するとともに、５団体の会報誌 
 またはホームページに案内や取組等を掲載 
々ヽㄇ担当ㄉと訓練ㄕが面談する・ㄈ説ㄳ・をㄹ催  52ㄈ  [59ㄈ] 

々機構メルマガによりヾ央校の取組や障害ㄉ採ㅅ準備講座を紹介 
 

々ハローワークにㄚする個々の状況を踏まえた求ヽㄹ拓の要請 401件 [268件] 

々ハローワークの担当官を招いて特別職ㅊ談・をㄹ催し、訓練ㄑ面の視察により訓練ㄕの 
 ㄚ応可能な職務を確認してもらうとともに、具ㄺㄡな求ヽについての職ㅊ談をㄾ施 
々訓練修了ㄉ等が就職、職ㄑㄠ着を図るための、ㄗ域センターによるジョブコーチ支援等をㄾ施 

々就職面接・への積極ㄡな参加勧奨  51回  延べ305ヽ [41ㄨ 延べ300ヽ] 

々就職活ㅍの期ㅀに伴う就職意欲の低ㄱや心身の不ㅇをㄨ避々軽減するために、グループ 
 ミーテゖングやセルフマネジメント訓練（ㄺㅇ管ㅄ）を繰り返しㄾ施 

❹ 

❺ 

❹ 

❹ 

❹ 

新規 

拡充 

(注)就環境が変わると務のㄬ滑々ㄡ確な遂ㄅが困難となる精神障
害ㄉ、身ㄺㅍ作の制限が多く特別の機器等による訓練の必要がある重
ㄶの両ヿ肢障害ㄉ等 

拡充 

拡充 

々訓練受講から就職までの流れや指導ㄢ容、雇ㅅㄇ例等をㄎかりやすく記載した「障害者雇用ガ 
 ド」を労働局、ハローワーク主催の・ㄼや訓練ㄕの雇いㄙれㅊ談等の際に企に提供 

◆企業ニーズに応じた訓練カリキュラムの充実◆ 

◆訓練生に対する支援◆ 

❹就職率 

特別支援障害者を重点対象と 
した平成20年度以降最高 



◆マニュゕル作成、指導技法解説◆ 

 

❻ㄹㄓ成果については、障害ㄉ職能ㄯㄹㄓ校等へのゕンケートㅇ査をㄾ施し、80％以ヿから有ㅅである旨の評価を得ること 
❼特別支援障害ㄉ等にㄚする職訓練ㄢ容等のマニュゕル等を作成し、他の障害ㄉ職能ㄯㄹㄓ校等に提供するとともに、その訓練指導ㄷ 
 にㄚして指導技ㄵ等の解説等をㄾ施しているか。 
❽障害ㄉ職能ㄯㄹㄓ校等での特別支援障害ㄉ等の受ㄙれの促進に係る取組を強ㅀするため、職訓練指導ㄷをㄚ象とした期のㄾ務演習 
 等、特別支援障害ㄉ等向け訓練コース設置等の支援をㄅっているか。 
 

数値ㄽ標、評価の視点 

○障害ㄉにㄚする指導技ㄵ等のㄹㄓ々普及 

◆他校に対する訓練コース設置支援◆ 

❼ 

➑ 

 
 

専門訓練コース設置々運営サポートㄇとは 
  

 

 特別支援障害ㄉの訓練機・の拡ヸを図るため、他の障
害ㄉ校等における専門訓練コースの設置及びㄬ滑な運営
に必要な次の支援を、個々の支援ㄚ象施設の支援ニーズ
等に応じてㄅっています。 
々専門訓練コース設置に向けた訓練計画策ㄠに係る助 
 言々援助 
々専門訓練コースの設置々運営に必要となる指導技ㄵ等 
 のＨＣＴㄛ式による提供 
々訓練ㄹ始ㄝにㄕじた課題解ㄮ等を図るための支援 

主な取組ㄢ容  

 
 ❻ 25ヹㄶㄓㄅの職訓練ㄾ践マニュゕル 
    (精神障害ㄉ編Ⅱ)の有ㅅㄶㅇ査 

  

  
 

数値ㄽ標の達成状況                      

○精神障害者等向け委託訓練カリキュラム等開発々検証々普及事業 
 々委託訓練を受託する訓練ㄾ施機ㄫにおいて、精神障害ㄉなどの障害特性などに配慮した訓練が 
  ㄾ施できるよう、指導技ㄵ等をㄹㄓ々検証々普及するㄇをㄾ施（平成26ヹㄶ～28ヹㄶ）。 
  26ヹㄶは、①モデルカリキュラムのㄹㄓ、②試ㄅ、③試ㄅ結果の検証をㄾ施 

○指導技法の開発成果等の普及 
 々平成25ヹㄶまでの先導ㄡな職訓練の成果を取りまとめたマニュゕル等をホームページに掲載 
 々ㄥたな指導技ㄵ等提供に係るPRリーフレットを作成々配布、広報誌「働く広ㄑ」に紹介記ㄇを掲載 
○障害者能力開発指導者交流集会の開催 
 々参加ㄉ89ヽ[98ヽ]   ゕンケートによる有用度  98.8％  [97.7％] 

 々障害ㄉ職能ㄯㄹㄓ校等の障害ㄉ職能ㄯㄹㄓに携わるㄉをㄚ象に、両校の最ㄥの指導技ㄵを 
  解説し、テーマ別グループによる意ㄒ々情報交換などをㄾ施 
 々都道府県職能ㄯㄹㄓ主管課、障害ㄉ職能ㄯㄹㄓ校、般の職能ㄯㄹㄓ校による、特別支援 
  障害ㄉの受ㄙれㄇ例などのㄓ表に加え、中央校からは最新の精神障害者の指導技法等について、 
  吉備校からは平成26年度から特別支援障害者の範囲に新たに加えられた「重複障害のある知的 
  障害者の受入事例」について発表 

○専門訓練コース設置々運営サポート事業の実施 
 々ヾ央校において、平成25ヹㄶから支援を継続している千葉県ㄭ障害ㄉㄖ等技術専門校でのㄓ達障 
  害ㄉ専門訓練コースの設置々運営に加え、ㄥたに新潟県立新潟テクノスクールでの知的障害者専 
  門訓練コースの設置々運営を支援          
 々吉備校において、平成25ヹㄶから支援をㄅっている北海道障害ㄉ職能ㄯㄹㄓ校でのㄓ達障害を 
  伴う知ㄡ障害ㄉ等の専門訓練コース設置々運営の支援を継続  
 々平成25ヹㄶにㄘサポートㄇをㄾ施した、神奈川障害ㄉ職能ㄯㄹㄓ校、福岡障害ㄉ職能ㄯㄹ 
  ㄓ校についても、引き続きフォローゕップをㄾ施 

○指導技法等体験プログラムの実施 
 々都道府県の職能ㄯㄹㄓ施設における特別支援障害ㄉ等の受ㄙれ拡ヸに向けたㄴㄝの検討の参考 
  となるよう、都道府県の職訓練指導ㄷ等をㄚ象に、訓練ㄑ面のㄒㅌや訓練ㄺ験等をじて指導 
  技ㄵ等を紹介する指導技ㄵ等ㄺ験プログラムをㄾ施 
 々テーマ  ヾ央校〆精神障害ㄉ、ㄓ達障害ㄉの職訓練等 
       吉備校〆ㄖ次脳機能障害ㄉ、知ㄡ障害を伴うㄓ達障害ㄉの職訓練等 
 々参加者 46人 [40ヽ]   ゕンケートによる有用度  97.7％ [100％]                                

新規 

 
 

  

参考〆ㄹㄓ成果の広報々周知 

 
過去にㄓㄅしたマニュゕ
ル等をＩＲするためリー
フレットの作成々配布に
より広報･周知 

90.9% 
， 92.8％ ］ 

達成ㄶ 
113.6％ 

※ [  ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績 
 



＜評ㄠと根拠＞ 

 評ㄠ ： 
 職訓練ヿ特別な支援を要する障害ㄉ（特別支援障害ㄉ）を積極ㄡに受けㄙれた結果、そのㄠㄷに占める
割ㄊは過去最ㄖのㄾ績の59.6%でㄽ標の達成ㄶは119.2%となるヾ、それらのㄉにㄚし、雇ㄙれを検討して
いる企との協ㄯのㄱに施設ㄢ訓練と企ㄢ訓練を組みㄊわせた特注型企ㅂ携訓練を積極ㄡにㄾ施する等
の個々の訓練ㄕの状況に応じた訓練をㄾ施する等により、訓練修了ㄉ等の就職率は、特別支援障害ㄉを重点
ㄚ象とした平成20ヹㄶ以降最ㄖの93.9％でㄽ標の達成ㄶは117.4%とㄖいㄾ績となった。 
 また、指導技ㄵ等のㄹㄓ々普及についても、障害ㄉ職能ㄯㄹㄓ校等へのゕンケートㅇ査で有ㅅであった
旨のㄨ答がㅆㄺの90.9%とㄖい評価を得るなど、積極ㄡに取り組んだ。 
 これらを踏まえ、評ㄠを：とした。 
 

【ㄋ己評価】 
 1-6 障害ㄉ職能ㄯㄹㄓ校の運営 

＜課題とㄚ応＞ 
 特別支援障害ㄉを積極ㄡに受けㄙれ、さらにㄠㄷ充足率を向ヿさせるため、利ㅅㄉや企のニーズを踏まえ
た訓練カリキュラムのㄒ直し等の訓練ㄢ容の充ㄾを図るとともに、ハローワーク及びㄗ域センターとのㅂ携等
による募集活ㅍの工夫に努める必要がある。 
 
 



1-7 障害ㄉ雇ㅅ納付ㄆの徴収及び 
         障害ㄉ雇ㅅㅇ整ㄆ、報奨ㄆ等の支給務 

○概要 
 

 々障害者雇用納付金の徴収及び障害者雇用調整金､報奨金等の支給業務 

  納付ㄆ制ㄶは、障害ㄉ雇ㅅに係るㄇ主ㄟのㅋ済ㄡ負担のㅇ整を図るとともに、障害ㄉを雇ㅅする 

 ㄇ主にㄚして助成、援助をㄅうことにより、障害ㄉ雇ㅅの促進と職の安ㄠを図ることをㄽㄡとし 

 ており、当機構において納付ㄆの徴収及び障害ㄉ雇ㅅㅇ整ㄆ、報奨ㄆ等の支給務をㄅっています。 

  



 
々記ㄙ説ㄳ書等を活ㅅし、申告申請で誤りの多いㄇ項を解説したㄇ主説ㄳ・のㄾ施 
々職安ㄠ機ㄫとの情報交換・をㄹ催し、制ㄶの周知、未申告々未納付ㄇ主にㄚする指導等 
 について協ㄯ依頼（４、８ㄌ） 
 
  
々適ㅅ拡ヸㄝの適切な徴収々支給務に向けた周知々啓ㄓㄾ施ㄺ制を整備 
々ㅋ済団ㄺ、界団ㄺ等への協ㄯ要請（ヾ央38団ㄺ，４－、ㄗ域613団ㄺ，178－） 
々平成26ヹㄶから２ヹ計画で適ㅅ拡ヸㄚ象ㄇ主への個別訪問をㄾ施することとし、平成26ヹ 
 ㄶにおいては、適ㅅ拡ヸのㄚ象となるㅈ31,000ㄇ主のうち、３ㄎの２に当たる21,020事業 
 主を訪問し納付ㄆ制ㄶについて説ㄳ    

 

々督励マニュゕルを活ㅅした納付督励、申告督励  

（電話督励 1,072件[722件]､督励文書々督促状のㄓ 88件[47件]､督励訪問 ５件[3件]）    
 

 
々ㄇ主のㄙㄯ負担軽減のためのマクロ機能付き申告申請書作成支援シートの機能改善 
々ㄇ主訪問等による電ㄣ申告申請システム々電ㄣ納付システムの更なる活ㅅ促進 
々取扱ㄆ融機ㄫの拡ヸ（信ㅅㄆ庫265ㄅ（平成27ヹ４ㄌ取扱ㄹ始）） 
々ンターネットバンキングによる電ㄣ納付システムの活ㅅ 
（取扱ㄆ融機ㄫ94ㄅ[90ㄅ]） 
 

 

 ❶ㄇ主説ㄳ・を420ㄨ以ヿㄹ催すること。 

 ❷職安ㄠ機ㄫと緊密なㅂ携を図り、必要な情報交換をㄅっているか。 

 ❸適ㅅㄚ象ㄇ主の拡ヸを踏まえ、ㄗ域のㅋ済団ㄺ等への協ㄯ要請やヾㅃ企への個別訪問等による制ㄶの周知々啓ㄓをㄾ施しているか。 

 ❹適ㅅㄚ象ㄇ主の拡ヸにあたり、障害ㄉ雇ㅅ納付ㄆの徴収、ㅇ整ㄆ等の支給務が適切にㄅわれるようㄺ制整備に努めているか。 

 ❺厳正な審査、ㅇ査のㄾ施により常ㅅ雇ㅅ労働ㄉ数が200ヽを超えるㄇ主について99％以ヿの収納率を維持すること。 

 ❻ヹㄶㄢに収納に至らなかった未収納付ㄆ等については、納付督励々督促を継続ㄡにㄾ施する等により、確ㄾな徴収を図っているか。 

 ❼ㄇ主の利便性の向ヿを図るため、申告々申請ㄏ続の簡素ㅀ及び電算機処ㅄシステムの改ㄠ等をㄾ施しているか。 

 ❽ㄇ主等にㄚするㅇ査については、不正受給の防止に留意し、専門性の向ヿ等務の効率ㄡかつ効果ㄡなㄾ施に努めているか。 

 

 

❶ㄇ主説ㄳ・のㄹ催ㄨ数 

     ４７７回   ，473ㄨ－ 

 
❺収納率 
   ９９.９６％  [99.93％] 

    適用対象事業主が200人超に 

    拡大された平成22年度以降最高 

 

 

数値ㄽ標の達成状況 

数値ㄽ標、評価の視点 

○障害ㄉ雇ㅅ納付ㄆの徴収及び障害ㄉ雇ㅅㅇ整ㄆ､報奨ㄆ等の支給務 

主な取組ㄢ容  
 

※ [  ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績 
 

達成ㄶ 
113.6％            

達成ㄶ 
101.0％            

※ [  ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績 
 

◆障害者雇用納付金制度に対する理解の促進◆ ❶❷ 

◆平成27年度から新たに制度の適用対象となる事業主 
 (常用雇用労働者数200人超→100人超) への周知活動◆ ❸❹ 

◆収納に向けた積極的な取組◆ ❺❻ 

 

❼ ◆事業主の利便性の向上◆ 

 
    
  
 
 々納付ㄆの徴収等の層の適正ㅀを図るためのㄇ所訪問ㅇ査   
  の強ㅀ 
   ○ㅇ査ㄾ施ㄤ署をーㄤに加えㄗㄛ６か所に設置        
   ○ㅇ査ㄾ施件数5,833件，2,122件－ 
 々ㅇ査担当ㄉの研修（ＨＣＴ）、多様なㅇ査ㄇ例の共有による 
  専門ㄡㅇ査能ㄯの向ヿ 
   ○ㄾ際の審査々ㅇ査ㄑ面を活ㅅしたㄾㄗ研修（４～6ㄌ） 
   ○フォローゕップ研修（10～11ㄌ） 

 

◆事業所訪問調査の効果的かつ的確な実施◆ ❽ 

過去最高 

拡充 

新規 

拡充 

新規 



＜評ㄠと根拠＞ 

 評ㄠ ： 
 

 ㄇ主説ㄳ・は、ㄽ標をヿㄨる過去最ㄖのㄾ績である477ㄨㄹ催し、ㄇ主にㄚしてきめ細かな説ㄳをㄅうことによって、制ㄶㅄ
解の促進にㄡ確にㄚ応した。 
 収納率は、収納に向けた積極ㄡな取組によって、ㄽ標をヿㄨる99.96％と、適ㅅㄚ象ㄇ主が200ヽ超に拡ヸされた平成22ヹㄶ以
降、最ㄖのㄾ績となった。 
 また、制ㄶ改正による適ㅅ拡ヸㄝ（200ヽ超→100ヽ超）の納付ㄆの申告に向けて、平成26ヹㄶから２ヹ計画で適ㅅ拡ヸㄚ象ㄇ
主への個別訪問による周知々説ㄳをㄾ施することとし、平成26ヹㄶにおいては、限られたヽㄷでスピード感をもってㄞ倒ししてㄚ応
した結果、ㄚ象ㄇ主の３ㄎの２に当たる21,020ㄇ主にㄚして個別訪問をㄾ施した。 
 さらに、納付ㄆ等の適切な徴収々支給を促進するため、ㄇ所訪問ㅇ査の効果ㄡかつㄡ確なㄾ施等に努めた。 
 これらを踏まえ、評ㄠを：とした。 

【ㄋ己評価】 
 1-7 障害ㄉ雇ㅅ納付ㄆの徴収及び障害ㄉ雇ㅅㅇ整ㄆ、報奨ㄆ等の支給務 

＜課題とㄚ応＞ 
 
 平成26ヹㄶの収納率はㄖいㄾ績となったが、収納に向けた積極ㄡな取組によって、平成27ヹㄶも引き続きㄖい収納率の維持に努め
る必要がある。 
 また、制ㄶ拡ヸ適ㅅㄚ象ㄇ主への制ㄶㅄ解を促進するため、平成27ヹㄶも引き続き積極ㄡな個別訪問による丁寧な周知々説ㄳを
ㄅう必要がある。 

 
 
 



1-8 障害ㄉ雇ㅅ納付ㄆに基づく 
             助成ㄆの支給務 

 
 
○概要 

 々 ヺにおいては、障害ㄉの雇ㅅ促進及び継続を図るため、障害ㄉ雇ㅅ納付ㄆに基づく助成ㄆ制ㄶを創 

   設しています。 

  ＜主な助成金の種類と概要＞ 

   々障害ㄉ作施設設置等助成ㄆ（作施設等の整備等）々障害ㄉ福祉施設設置等助成ㄆ（福利厚ㄕ施設の整備等） 

   々障害ㄉ介助等助成ㄆ（雇ㅅ管ㅄに必要な介助等）々重ㄶ障害ㄉ等勤ㄚ策助成ㄆ（勤を容易にするための措置） 

   々重ㄶ障害ㄉ多数雇ㅅㄇ所施設設置等助成ㄆ（重ㄶ障害ㄉを多数継続雇ㅅする施設等の整備等） 

  

 々 当機構では、当該助成ㄆにㄫするㄇ務として、効率ㄡな支給、ㄇ主等にㄚする周知々広報及び不 

   正受給防止のための取組をㄅっています。 

  

 



◆助成金の効果的な活用促進◆ ◆適正な支給業務の実施◆ 

○障害ㄉ雇ㅅ納付ㄆに基づく助成ㄆの支給務 

 
 ❶現ㄗㅇ査等による確認を要する助成ㄆを除く１件当たりの平均処ㅄ期ㄟを第３期ヾ期ㄽ標の最終ヹㄶには30ヷ程ㄶとすること 
 ❷ホームページ等でㄇ主の利便性に配慮した情報提供をㄅうとともに、支給要件等に変更があったㄑㄊは速やかにホームページ 
  のㄢ容を更ㄥしているか。 
 ❸ㄇ主等にㄚする周知々広報をㄅうため、職安ㄠ機ㄫ、ㄗ域センター等とのㅂ携を図っているか。   

 ❹ㄇ主にとってㄎかりやすい各種助成ㄆのパンフレット等を作成し、ㄇ主等に配布しているか。 
 ❺ㄇ主等にㄚし申請ㄏ続及び申請から支給までの期ㄟ等について十ㄎな説ㄳをㄅっているか。 
 ❻助成ㄆ務担当ㄉ・ㄼのㄹ催等により、窓口担当ㄉの能ㄯ向ヿ等を図っているか。 
 ❼不正受給防止を図るため、適正な審査と支給申請ㄇ所にㄚする計画ㄡなㅇ査をㄅっているか。 
 ❽不正受給がㄓㄕしたㄑㄊ、原因を究ㄳし、必要に応じてㄫ係機ㄫに情報提供し必要なㄚ策を講じているか。 

 ❾厚ㄕ労働省又は都道府県労働局等とのㄟにおいて、支給務の問題点等にㄚする情報交換等をㄠ期ㄡにㄅっているか。  
 

数値ㄽ標、評価の視点 

 
○ホームページの活ㅅ ❷ 
々企画競争型認ㄠの受ㅄㄹ始及び認ㄠ結果の概要を速やかに公表 
々認ㄠ、支給ㄜに必要な添付書類を覧でㄒられる「整理カード」を改訂 
○職安ㄠ機ㄫ等とのㅂ携による周知 ❸ 
 職安ㄠ機ㄫ等がㄹ催するセミナー等のㄑで説ㄳ・をㄾ施712回 [721 ㄨ] 
○ㄎかりやすいパンフレット等の作成々配布 ❹       
   企画競争型認ㄠ及び助成ㄆ厳格ㅀ周知リーフレットの改訂 

 

○助成ㄆシステムを活ㅅしたㄌごとの助成ㄆ支給状況の把握、情報共有 ➊   
○審査ㄺ制のㄒ直し及び審査務の改善による更なる効率ㅀ➊ 
○ㄖ障センターによるㄇㄞ説ㄳ及び点検確認 ❺ 
々助成ㄆ支給務ㄏ引の活ㅅによるㄇ務ㄏ続きの適正ㅀ 
々改訂した「整ㅄカード」を活ㅅしての点検の効率ㅀ 
○ㄇ主等とのㅊ談ㄢ容を統ㄡに電ㄣ媒ㄺとして記録し、情報を共有 
 できる「相談記録票」の作成 ❻  
○「助成金支給業務Q&A集」の改訂 ❻ 
○助成ㄆ支給ㄇ主にㄚしてゕンケートㅇ査をㄾ施して務改善に活ㅅ ❻ 

○厳正なㅇ査のㄾ施 ❼ 
々重点ㅀによるㅇ査の効率ㅀ 
々支給ㄞㅇ査 17件 [31件] 
 支給ㄝㅇ査 204件 [264件] 
○不正受給防止ㄚ策の強ㅀ ❽ 
々ㄖ齢ㄉ助成ㄤとのㅂ携・ㄼの 
 ㄹ催 2回 [4ㄨ] 
々不正受給報メールの運ㅅ 
々不正受給をしたㄇ主名等の 
 ホームページによる公表  
々ㄇ主の申告による｢支給要件確認申立書｣の作成 
々「不正受給防止マニュゕル」を改訂し、チェックリストを改善 
○不正受給防止のための・ㄼㄹ催 ❻ 
   ㅆヺ・ㄼㄎ科・において不正受給防止マニュゕルの活ㅅㄵをㄼ論 
○ㄫ係機ㄫとのㅂ携 ❽❾ 
   ㄖ障センターと職安ㄠ機ㄫとの情報交換等  495回 [533ㄨ] 
 
  
 

主な取組ㄢ容 ※[  ]はㄞヹㄶㄾ績。 

➊ 平均処ㅄ期ㄟ   

 

数値ㄽ標の達成状況 

◆効率的な助成金支給業務の実施◆ 

新規 

29.３ヷ[28.５ヷ]  

 
○支給ㄾ績  
  23,849件，15,702件] 
○不正受給件数  
     3件  [17件] 

参考〆支給ㄾ績等 



＜評ㄠと根拠＞ 

 評ㄠ ； 
 
 助成ㄆ支給務の更なる効率ㅀを図るため、審査ㄺ制のㄒ直しや審査務の改善等をㄾ施し
た結果、ㄞヹㄶに比べ支給件数がヸ幅に増加（ㅈ１〄５倍）するヾ、助成ㄆの1件当たりの平
均処ㅄ期ㄟが29.3ヷと、ㄽ標（第３期ヾ期ㄽ標の最終ヹㄶには３０ヷ程ㄶとする）を早期に達
成している。 
 また、ホームページの活ㅅやㄫ係機ㄫとのㅂ携により、効果ㄡな周知々広報をㄾ施するとと
もに、不正受給防止ㄚ策を強ㅀすることにより、適正な支給務のㄾ施に努めた。 
 これらを踏まえ、評ㄠを；とした。 

【ㄋ己評価】 
 1-８ 障害ㄉ雇ㅅ納付ㄆに基づく助成ㄆの支給務 

＜課題とㄚ応＞ 
  

   助成ㄆ支給務における１件当たりの平均処ㅄ期ㄟについて、ㄽ標（第３期ヾ期ㄽ標の最終 
  ヹㄶには３０ヷ程ㄶとする）を達成するよう、引き続き適正な支給務に配慮しつつ効率ㄡな 
  務に努めるとともに、助成ㄆの効果ㄡな活ㅅ促進に努める必要がある。 

 



1-9 障害ㄉ雇ㅅにㄫする各種講習、ㅊ談々援助、 
           ㄾ践ㄡㄏㄵのㄹㄓ、啓ㄓ等 

○概要 

 々障害者職業生活相談員資格認定講習 

   障害ㄉを5ヽ以ヿ雇ㅅするㄇ所では、障害ㄉの職ㄕ活ㅆ般にわたるㅊ談々指導をㄅうㅊ談ㄷをㄻ任することが義務付けられ 
  ており、そのㄿ格認ㄠ講習を当機構がㄾ施しています。 

 々事業主に対する雇用相談々援助 
   ーㄤに配置した特例ㄣ・ㄈㅋ営のㅋ験等を有する障害ㄉ雇ㅅエキスパートが、企の障害ㄉ雇ㅅに係るㄛ針ㄮㄠや特例ㄣ・ㄈ 
  の設ㄭ々ㅋ営等にㄫするㅊ談々援助をㄅっています。 

 々実践的手法の開発々普及 
   障害ㄉの職域拡ヸ、雇ㅅにㄫする問題点の解消ㄛㄵ等にㄫして、雇ㅅ好ㄇ例集やマニュゕル等をㄇ主に提供しています。 

 々就労支援機器の普及々啓発 
   障害ㄉの雇ㅅ促進に役ㄭつ就労支援機器等の展示や機器ㄻㄠ等に係るㄇ主へのㅊ談々援助、ㄇ主やㄇ主団ㄺにㄚする当 
  該機器等の無料貸しをㄅっています。 

 々障害者雇用に係る啓発事業の実施 
   障害ㄉの雇ㅅ促進を図るため、９ㄌの障害ㄉ雇ㅅ支援ㄌㄟをヾ心とする啓ㄓ活ㅍをㄅっています。 
   また、障害ㄉ雇ㅅㄇ所の職ㄑルポ等、最ㄥの雇ㅅㄇ例をヾ心に、身近な障害ㄉ雇ㅅ問題を取りヿげたㄇ主向けのㄠ期刊ㄅ 
  誌「働く広ㄑ」をㄓㄅしています。 
 



                

               

々講習ㄾ施ㄨ数   75回   [74ㄨ] 

々講習修了ㄉ数   5,026人 [4,843ヽ] 

々受講ㄉゕンケートによる｢有ㅅであった｣とのㄨ答   

         97.７％   [97.3％] 

○障害ㄉ職ㄕ活ㅊ談ㄷㄿ格認ㄠ講習、ㄇ主にㄚする雇ㅅㅊ談々援助 
             ❶障害ㄉの職ㄕ活ㅆ般にわたるㅊ談々指導等に必要な専門知識を付与するため、障害ㄉ職ㄕ活ㅊ談ㄷㄿ格 
              認ㄠ講習を着ㄾにㄾ施しているか。 
  

○テキストの改訂 
  「使ㅅㄉによる障害ㄉの虐待防止」「障害ㄉへのカウンセ 
  リング（ㅊ談）」のㄥ規執筆によるㄢ容の拡充、統計ㄿ料 
  の更ㄥ 

○受講者の利便性に配慮 
  ㅆヺでの受講を可能にし、交の利便性を考慮した・ㄑを設ㄠ 

○障害のある受講者に配慮 
  ㄏ話訳、視覚障害ㄉに配慮したㄿ料の提供、駐車ㄑの確ㅁ 

主な取組ㄢ容  

拡充 

評価の視点 

評価の視点 
             ❷障害ㄉ雇ㅅエキスパートが、ㄵㄠ雇ㅅ率引ヿげに伴う課題を有するなど特に困難な課題を抱えるㄇ主にㄚ        
              して、障害ㄉの職域拡ヸや雇ㅅ管ㅄ等にㄫするㅊ談々援助を効果ㄡにㄾ施しているか。 

主な取組ㄢ容  

○障害者雇用エキスパート(4人)の配置 
  特例ㄣ・ㄈㅋ営等のㅋ験や就労支援機器にㄫするㄿ格を有するㄉを配置 

○個別相談の実施 
 々個別性がㄖく、困難な課題を抱えるㄇ主にㄚするㅊ談々援助をㄾ施 
 々地域センターに同行訪問し、事業経営の視点から相談対応   
 
   

 
 
 
○集団方式による指導々支援 
 々障害者の雇用拡大に関する企ニーズを踏まえたセミナーを開催 
 々ㄗ域センター、公共職安ㄠ所（ハローワーク）、ㄇ主団ㄺ等がㄹ催 
  する各種講習々セミナーに障害者雇用エキスパートが講師として参加 

々企業の障害者雇用に係る方針に関する相談々助言 
々特例子会社の設立々運営に関する相談々助言 
々就業規則や賃金体系等の労働条件に関する相談々助言 
々就労支援機器の活用に関する相談々助言 

 

々ㅊ談々援助ㄾ施ㄨ数  1,648件 [1,544件] 

々各種講習での講師数  77回   [74ㄨ] 

        受講ㄉ   ４,482人  [3,231ヽ] 

※ [ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績 
 

※ [ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績 
 

➊ 

❷ 

参考〆受講ㄉの声   
々ㄵ令、ㄫ係機ㄫの機能やその役割についてㄺ系ㄡに 
 ㅌぶことができ、ㅊ談ㄷの務に活かせる知識が得 
 られた。 
々障害ㄉ当ㄇㄉとㄾ際にそのㄛにㄫわっているㅊ談ㄷ 
 から直接話を聞くことができ、とても参考になった。 
々グループデゖスカッションでは、ㄋㄈの強みや足り 
 ないところに気がつくことができた。 

 
労働局々ㄗ域センターからの依頼を受け、ㄵㄠ雇ㅅ率未達成企
へのㅊ談々援助をㄾ施。 
企のニーズやグループㄫㅂ・ㄈを含め、障害ㄉが携わること
ができる作ㄢ容について把握。そのヿで特例ㄣ・ㄈの設ㄭに
向けたㄛ向性を提案。エキスパートがㄋらの特例ㄣ・ㄈㅋ営の
ㅋ験を踏まえて押さえるべきㅋ営面や運営面（労働条件の設
ㄠ、職務ㄢ容、ㄇ収支の考えㄛ等）のポントについてㄇ
主のニーズを踏まえㅊ談ㄚ応した。 

参考〆ㅊ談ㄇ例  

障害ㄉを５ヽ以ヿ雇ㅅするㄇ所では、障害ㄉの職ㄕ活ㅆ般にわたるㅊ談々指導をㄅうㅊ談ㄷを 
ㄻ任することが義務付けられており、そのㄿ格認ㄠ講習を当機構がㄾ施 

障害ㄉ職ㄕ活ㅊ談ㄷㄿ格認ㄠ講習とは 

ㄏ話訳を配置した講習 



◆事業主のニーズ、国の施策動向を踏まえた実践的手法の開発◆ 

○ㄾ践ㄡㄏㄵのㄹㄓ々普及 

 
❸ㄇ主のニーズ、障害の種類及び企規模に配慮しつつ、障害ㄉの職域拡ヸ及び雇ㅅ管ㅄに係るㄾ践ㄡㄏㄵをㄹㄓし、障害ㄉ雇ㅅエキ 
 スパート等がㄅうㅊ談々援助への活ㅅを図っているか。 
❹ㄾ践ㄡㄏㄵのㄹㄓにより得られた成果について、ㄇ主等の利ㅅしやすい報告書、マニュゕル等の作成々配布、ホームページ等をじ 
 た情報提供をㄅっているか。 
❺ヾㅃ企における障害ㄉ雇ㅅや精神障害ㄉ等雇ㅅㄇ主のニーズを踏まえて、｢障害ㄉ雇ㅅㄇ例リフゔレンスサービス｣の充ㄾを図っているか。 

○支援機関の活用や企業内における専門人材の育成等による 
 精神障害者の職場改善好事例集 
 －平成2６年度職場改善好事例募集の入賞事例から－ 
  精神障害ㄉの職ㄑㄠ着に向けて、企が支援機ㄫ 
 とㅂ携し、従ㄷの不安解消、意欲向ヿなど雇ㅅ管 
 ㅄヿの改善等に取り組んだㄇ例を収集 
  見やすいレゕウト、簡潔な本文とポント 
 解説による補足など、読みやすいよう編集を工 
 夫。他の企で利ㅅ可能な当ㄇㄉの作マニュ 
 ゕルや作ヷ誌等を写真やラストで掲載 
 
○障害者雇用マニュゕルコミック版 
 「精神障害者と働く」（全面改訂） 
  般ㄡな障害特性と職ㄑでの支援ㄛㄵの紹介に 
 加え、「職務設ㄠと指導ㄛㄵ」「不安や緊張の緩和」 
 「健康管ㅄ面へのㄚ応」「期ㄡな職ㄑㄠ着」のほ 
 か、「休職ㄉの職ㄑ復帰に向けた取組」など、企が 
 疑問や不安に感じるケースを取りヿげ、支援機ㄫの活 
 ㅅ等のノウハウを含めて、読みやすく、理解しやすい 
 コミック形式で取りまとめ 
  解説ページを設けてコミックㄤㄎを補完 
 

 障害ㄉ雇ㅅエキスパート、ㄗ域センター、ㄖ障センター等が 
 ㅊ談々援助のㄑで、障害ㄉ雇ㅅㄇ所でㄾ際にㄅわれている 
 参考となる取組や、障害種別による雇ㅅヿの留意点をわかりや 
 すく情報提供するものとして、ヸいに活ㅅ 

評価の視点 

参考〆各種成果物にㄚする利ㅅㄉゕンケート  

ヸいに 
役にㄭった 
65.8％ 

役にㄭった 
29.0％ 

  【事業主】 
・高次脳機能障害のある社員が復職する際、 

 受入れ体制を整備するために「高次脳機能 

 障害コミック版マニュアル」を活用した。具体 

 的な支援方法がわかり非常に役に立った。 

・雇用する精神障害者の職域拡大が課題で 

 あったが、職場改善好事例集を読んで、他 

 社の取組を参考に新たな職務を創出するこ  

 とができた。 

  【支援機関】 
・「高次脳機能障害コミック版マニュアル」は、就職や復職支援を行う上で医 

 療スタッフの教材として役立ち、事業主への説明資料としても活用した。 

・初めて障害者雇用を進める事業主に「はじめからわかる障害者雇用 事業主 

 のためのＱ＆Ａ集」を活用したところ、事業所担当者の不安が解消され、その 

 後スムーズに雇用に結びついた。 

障害ㄉ雇ㅅに取り組むヿで「役ㄭった」とのㄨ答 
    94.8% [95.3%] 

                      ❹❺ 
 
○マニュゕル等 
  成果物覧及び成果物の電ㄣフゔルをサマリー   
 （要旨）と併せて掲載 
  「マニュゕルのごあんない」をㄗ域センターや 
 ハローワークをじてㄇ主に周知 
○障害者雇用事例リフゔレンスサービス 
    (掲載ㄇ例数〆2,140件 [1,960件]) 
  障害ㄉ雇ㅅに際して参考となるㅆヺのㄇ所の 
 ㄇ例をデータベースㅀして公ㄹ（種や障害ごとに 
 検索が可能） 

◆機構ホームページ等を活用した普及◆ 

※ [  ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績 
 

主な取組ㄢ容 

❸ 

ㅆく役に 
ㄭたなかった 
0.3％ どちらともい 

えない 4.3％ 

あまり役に 
ㄭたなかった 
0.7％ 



主な取組ㄢ容  

○就労支援機器の普及々啓ㄓ 
 
❻ 就労支援機器を普及々啓ㄓするため、ホームページ等をじた情報提供、就労支援機器の効果ㄡな活ㅅに係るㅊ談等をㄾ施しているか。 
❼ 就労支援機器の利ㅅ率（ㅆ機器の貸累計ㄌ数／延べㅁ有台ㄌ数）を常態において６０％以ヿにすること 

満足ㄶ(ヸ変役にㄭった、役にㄭったとのㄨ答) 

  90.0% [86.3%] 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ⇒ゕンケート結果を踏まえ、貸機器を整備
し、事業主ニーズに合わせた機器を提案 
＜貸機器の例＞ 

 

  

 ○最ㄥ情報のホームページの掲載等 
  ㄇ主の利便性を図るため、個々の機器の貸状況を表示   
 ○ㄖ障センターをじた貸制ㄶの周知 
 ○障害ㄉ雇ㅅエキスパートによる啓ㄓ 
  々労働局、ハローワークが主催するヽㄇ々採ㅅ担当ㄉ、労務担当ㄉをㄚ象とした 
   セミナーに派遣し、機器の説ㄳ及び貸制ㄶの利ㅅ勧奨 
  々移ㅍ展示・のㄹ催、ワークフェゕへの展、当ㄇㄉ団ㄺ主催ベントへの 
   講師協ㄯ 
  々機器展示コーナーを活ㅅした説ㄳ・のㄠ期ㄹ催(原則ㄌ2ㄨ) 
  々東京以外の地域での普及を目的として、ㄖ障センターとㅂ携した地方説明会 
   を開催（宮城、愛知）    
  々視覚障害ㄉをㄚ象とした障害ㄉ職能ㄯㄹㄓ校等との情報交換々情報収集 
 

  

参考〆貸終了ㄇ主にㄚするゕンケート結果 
  

数値ㄽ標、評価の視点 

・多数雇用している聴覚障害のある従
業員との意思疎通を図るため、上司・
同僚に簡単な手話を教育。 

・しかし、業務上必要なことが的確に
伝わらない。何か解決法はないか。 

当初の支援ニーズ 

・指示事項や個別の面談での音声認
識ソフトの活用を提案。 
・上司や同僚に対して、機器開発メー
カーと連携し、機器の使い方講習会
を実施。 

エキスパートの提案 

・業務上必要な情報が的確に
伝達。 

・音声認識ソフトで保存される
データを活用できることが有
用。 

参考〆貸ㄇ所にㄚするㅊ談々援助のㄇ例（聴覚障害ㄉ） 

※ [ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績 
 

❼  就労支援機器の利ㅅ率 

            69.0%  [72.5%] 

  貸ㄇ所数 187事業所 [169ㄇ所] 

   

数値ㄽ標の達成状況 ※ [  ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績 

大変役に立った 
55.7％ 

役に立った 
34.3％ 

役に立たな
かった 
8.6％ 

＜自由記述＞ 

・重度の障害者を迎えるに当たり、
入社式や研修での機器の使用を
検討したことで、当事者に事業所
が十分な対応をしてくれるという安
心感を与えることができた。また周
囲の社員や経営者にも障害者の
入社、定着をそれぞれの立場で考
えてもらうきっかけになったことが
良かった。 

新規 

無回答  

1.4％ 

画面読みヿげソフトや点字デゖスプレの活ㅅにより視覚障
害ㄉもゕクセス可能 

達成ㄶ 
115.0％            

◆就労支援機器の普及◆ ❻ 

◆貸出事業所に対する相談々援助、フォローゕップの実施◆ ❻ 

フォローアップで 

把握した状況 

・音声認識ソフト＇左（ 

マイクを通して話した言葉
が文字に変換されＰＣディ
スプレイ等に表示される 
・拡大読書器＇右（ 

従来機より、より鮮明な画
像を表示することができる 

 

  

  

 々ㄇ主の個別ニーズに即した機器ㄻㄠや活ㅅにㄫするㅊ談々援助 
 々ㄥ製品の情報提供、機器の変更に係る助言 
 々貸当初に電話々メールなどによる使ㅅ状況の確認、使ㅅに当たっての助言等 
 々貸3かㄌㄜ点の電話々郵送によるヾㄟゕンケートのㄾ施等により、使ㅅ状況 
  を確認 
 々貸終了ㄝに、ㄇ主及び機器を利ㅅする障害ㄉにㄚしてゕンケートをㄾ施し 
  ニーズに応じた支援機器の整備をㄾ施 
  



  
 ○発行目的 
  ㄇ主等に障害ㄉの雇ㅅについてのノウハウ、情報等を提供 
 ○発行部数 
  毎ㄌ54,000ㄤ 
  ⇒企のヽㄇ々労務担当ㄉ及び就労支援機ㄫ等に配布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

          ◆誌面の充ㄾ々改善点◆ 
 々掲載希望のㄖい「精神障害」「発達障害」について特集を組む他、編集委ㄷ・ 
  での助言を受け、「障害者のための情報バリゕフリー化事情」ㅂ載をㄹ始 
 々ㄗ域障害ㄉ職センターの協ㄯにより、当機構の事業主支援に関する情報を 
  紹介するㅂ載を掲載 
 
 
 ○テーマ 
  「ㄓ達障害ㄉの雇ㅅを促進するために～般ㄖ校、 
  ヸㅌの卒ㄉ等にㄚする支援の在りㄛについて～」 
 ○座長〆松矢ㄲ宏氏（ㄐ京ㅌ芸ヸㅌ名誉教授） 
 ○パネリスト〆ㄓ達障害当ㄇㄉ、当ㄇㄉが勤務する 
        企のヽㄇ担当ㄉ、ヸㅌの就ㅌ々就労支援担当教ㄷ等 
 ○ゕンケート結果 
  「ヸ変参考になった」 
  「参考になった」 
 

◆定期刊行誌「働く広場」の発行◆ 

○障害ㄉ雇ㅅに係る啓ㄓㄇのㄾ施 
             ❽障害ㄉ雇ㅅを支援するㄌㄟを設け、障害ㄉ雇ㅅ優良ㄇ所等の表彰をㄾ施するほか、ㄠ期刊ㄅ誌のㄓㄅ、 
              ホームページを活ㅅした情報提供、マスメデゖゕ等による啓ㄓ広報活ㅍをㄾ施しているか。 
  

評価の視点 

 ｢非常に参考になる」 
「参考になる」   88.1%  
＜参考となったㅄ由＞ 
々障害ㄉ雇ㅅの現状や課題をㅌべる 
々障害ㄉ雇ㅅㄾ践企の情報が豊富 

委  ㄷ〆ㅌ識ㅋ験ㄉ、ㄇ主、 

     就労支援担当ㄉ等 

審ㄼㄢ容〆編集ㄛ針など 

ㄹ催ㄨ数〆ヹ2ㄨ 

読ㄉゕンケートㅇ査結果 編集委ㄷ・のㄹ催 

ニーズ々意ㄒ 助言々指摘 

 

○障害者雇用優良事業所等表彰式 
  障害ㄉを多数雇ㅅしているㄇ所等を表 
 彰し、障害ㄉ雇ㅅの重要性を広くㄈ・に周知 
 ＜厚ㄕ労働ヸ臣表彰々機構ㅄㄇ表彰＞ 
 々障害ㄉ雇ㅅ優良ㄇ所表彰〆69件 
 々優秀勤労障害ㄉ表彰〆43件  
 
 

○障害者雇用支援月間ポスター原画入賞作品展 
  障害ㄉ雇ㅅの重要性について、ㄇ主をはじめ広く 
 ヺㄪにㅄ解頂くため、ポスターの原画を障害ㄉ等から募集し、 
 ㄙ賞作品をㅆヺ5・ㄑで展示 
  （応募点数〆2,417点[2,692点]） 
 ＜ㄹ催の工夫＞ 
  障害ㄉワークフェゕ2014における 
 展示を２ヷㄟとしたことで、来ㄑㄉ 
 がヸ幅に増加 
 （来ㄑㄉ数〆19,776人[10,133ヽ]） 
                
 
○マスメデゖゕ等による広報々啓発活動 
 々ㅋ済専門雑誌「ヷㅋビジネス」(9/15ヷ号) 
  及び「ヷㅋビジネスオンランSpecial」 
  (9/15～10/14)に障害ㄉ雇ㅅ 
  の重要性について、ㄇ主を 
  ターゲットとした記ㄇ広告を 
  掲載 
 々機構がㄅう職リハビリテー 
  ション等の取組について 
  マスコミへ積極ㄡに情報提供 

 

◆9月の障害者雇用支援月間を中心とする啓発活動◆ ❽ 

主な取組ㄢ容 ※ [  ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績 
 

❽ 

◆公開座談会の開催 

＜聴講ㄉの声＞ 
々当ㄇㄉを含め、それぞれのㄭㄑからのご意ㄒ、 
 ご提案を伺えたことが非常に参考になりました。 

100% 



＜評ㄠと根拠＞ 

 評ㄠ ： 
    就労支援機器の普及々啓ㄓについて、機器の利ㅅ率に係るㄽ標の達成ㄶが115.0％であったことに加え、 
   ㄇ主にㄚするきめ細かなフォローゕップのㄾ施等により、ゕンケートによる機器の貸終了ㄝのㄇ主  
   の満足ㄶが90.0％とㄖいㄾ績になった。 
     また、障害ㄉ雇ㅅエキスパートによるㅊ談々援助について、その豊富なㅋ験をㄕかして困難な課題を抱え 
    るㄇ主に適切にㄚ応し、ㅊ談々援助ㄾ施ㄨ数もㄞヹㄶに比べて増加した。 
     このほか、ㄇの利ㅅㄉゕンケートにおいて、障害ㄉ職ㄕ活ㅊ談ㄷㄿ格認ㄠ講習の有ㅅㄶが97.7％、 
    マニュゕル等の各種成果物の役ㄭちㄶが94.8％といずれも90％台の数字となった。 

 これらを踏まえ、評ㄠを：とした。 

【ㄋ己評価】 
 1-9 障害ㄉ雇ㅅにㄫする各種講習、ㅊ談々援助、ㄾ践ㄡㄏㄵのㄹㄓ、啓ㄓ等 

＜課題とㄚ応＞ 
  
    ゕンケートにより把握した各ㄇのㄖい有ㅅㄶ等を維持するため、引き続きㄇ主等のニーズを踏まえた  
 就労支援機器の整備やㄡ確な貸機器の提案、講習のㄾ施、障害ㄉ雇ㅅㄇ例等の情報収集々提供等をㄅって 
 いく必要がある。 



1-10 障害ㄉ技能競技ヸ・（ゕビリンピック）のㄹ催     

○概要 
 

 々障害者技能競技大会（ゕビリンピック）の開催 

   ゕビリンピックは、障害のあるㄛ々がヷ頃職ㄑなどで培った技能を競うヸ・です。障害のあるㄛ々の職能ㄯの向ヿを図る 

  とともに、企やㄈ・般のヽ々に障害のあるㄛ々にㄚするㅄ解と認識を深めてもらい、その雇ㅅの促進を図ることをㄽㄡと 

  してㄹ催しています。  

 

＜ゕビリンピックの種類＞ 
 

ㅆヺゕビリンピック々々々都道府県との共催又は機構ーㄤの主催により、地方ゕビリンピックの成績優秀者等が都道府県知事の 

            推薦により参加してㄹ催します。 

ㄗㄛゕビリンピック々々々各都道府県のㄖ齢々障害ㄉ雇ㅅ支援センターが、都道府県との共催又は後援を得て開催します。 

 



 
 

 

○フランス々ボルドーで開催される第９回国際ゕビリンピック 
 派遣選手選考会としての開催  ❸ 
 

 々派遣ㄚ象種ㄽ（17種ㄽ）に過去２ヸ・のㄆ賞受賞ㄉを招聘 
 々ㄹ・式にて在京都フランス総領ㄇがㄻㄏに向け激励のメッセージ 
 

○多様な競技種目の実施  ❶   
 

 「機械CAD」「喫茶サービス」「木工」などㅆ24種ㄽのㄾ施 
 

○技能デモンストレーションの実施  ❷ 
 

 「クリーニング」及び「フォークリフト操作   」のㄾ施 
 

○障害者ワークフェゕの実施（149企業々団体出展）➋ 
 
 

 
 
 

        

           
 
 
    ➊産、職及び技術等の変ㅀや障害ㄉの雇ㅅ々就のㅍ向等を踏まえた競技種ㄽの重点ㅀを図っているか。 
    ❷先駆ㄡ又は雇ㅅ拡ヸが期待される障害ㄉの雇ㅅ々就職種を、技能デモンストレーションとしてㄾ施したり、障害ㄉの職能ㄯ及び 
       雇ㅅにㄫわる展示を効果ㄡにㄾ施したりするなど、効率ㄡかつ効果ㄡなヸ・運営をㄅっているか。 
    ❸ヺ際ゕビリンピックへのㄻㄏの派遣に向けて、ヺㄢヸ・の効果ㄡな運営に努めたか。 

評価の視点 

 

○障害ㄉ技能競技ヸ・（ゕビリンピック）のㄹ催 

 
 

ヸ・期ㄟ〆平成26ヹ11ㄌ21ヷ～23ヷ 
ㄹ催ㄑ所〆愛知県名古屋ㄦ(ﾎﾟｰﾄﾒｯｾなごや) 

総ㄻㄏ数〆332人[318ヽ]  
 

来ㄑㄉ数〆約69,000人[39,700ヽ] 

                   

◆第3５回ゕビリンピック◆ 
 

 

 

   々愛知県による公式キャラクター、ロゴ 

  マーク等の設ㄠ 

 々愛知県ㄢ各ㄗにおけるㄇㄞＩＲベント等 
  のㄾ施 

 々隣県で・ㄑ近隣となる岐阜及び三重両県の 
  ハローワークにおけるチラシ配付 

 々併催ベントㄹ催による来ㄑ促進 
    ※県、労働局、ㄗ域センター等共催の「障害ㄉ雇ㅅ促進 

      トップセミナー」等のベントをこのㄜ期にㄾ施 

 々愛知県からの各競技専門委ㄷ（審査ㄷ）等 
      の推薦 

 々ボランテゖゕや県職ㄷによる競技補助、来ㄑㄉの案ㄢ及び介助等 

 々愛知県のㄓ案により女性ㄻㄏが最も活躍したㄻㄏ団を表彰 

 

  
 々名古屋駅ヾ央コンコースのＩＲブースにおけるラブ放映 
 々ＧＡＤニュース（ＧＡＤ名古屋放送局ほか） 
 々ㄥ聞による直ㄞのㄹ催周知（ヾㄤㄗㄛ版） 
 々ㅆヺ各ㄗのㄗ元ㄥ聞等による各種記ㄇの掲載（2８県） 
※[  ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績 

 

◆大会のポント◆ 

障害者ワークフェア 

事前ＰＲイベント 

表 彰 式 

技能ﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝ 
＇フォークリフト操作（ 

技能競技＇DTP（ 

新規 

主な取組ㄢ容 

○共催県等と連携した大会準備々運営 

○マスメデゖゕ等による紹介  

過去最高 

過去最高 

（併催ベントへの来ㄑㄉを含む） 



 
 
 

   

主な取組ㄢ容  

 
 
❹ヸ・来ㄑㄉにㄚしてゕンケートㅇ査をㄾ施し、有効ㄨ答のうち90％以ヿのヸ・来ㄑㄉから障害ㄉの職能ㄯ及び雇ㅅにㄚするㅄ解が 
 深まった旨の評価を得られるようにすること 
❺各都道府県における障害ㄉの技能競技ヸ・（ㄗㄛゕビリンピック）を毎ヹ効率ㄡかつ効果ㄡにㄹ催々運営しているか。 

数値ㄽ標、評価の視点 
 

○参加選手のコメント 
々「このヸ・で得たㄋ信やㅋ験を仕ㄇに活かしていきたい」（製品パッキング種ㄽ） 
々「このヸ・をして培った技術やㄋ信を就職などに役ㄭてたい」（縫製種ㄽ） 
々「これからも笑顔を忘れず、仕ㄇを頑張り、ㄝ輩にも教えていきたい」 
                   （ビルクリーニング種ㄽ） 
々「ㅆてにおいてやり遂げたことは、ㄴㄝのㄋ信になると思う、引き続き、ㄋ己研鑽に 
  努めます。」（ワード々プロセッサ種ㄽ） 
 
○来場者の声 
々「競技をㄟ近でㄒることができ、ㄻㄏのひたむきさや技能のㄖさを感じた」 
                             （ㄇ主々ヽㄇ担当ㄉ） 
々「作ㄺ験をじて就労現ㄑを知ることができた」（般来ㄑㄉ） 
々「健常ㄉと能ㄯについて何にも変わらないんだとㄾ感でき、とてもよいㅋ験になった」 
                             （般来ㄑㄉ） 
々「ぜひㄴㄝも続けてほしい」（教育々福祉ㄫ係ㄉ） 

参考〆ゕンケートㄋ由記述欄への記載ㄢ容等  
❹        数値ㄽ標の達成状況 

[98.5%] 

※[  ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績 

大会来場者に対するアンケート調査による 
障害者の職業能力・雇用に対する「理解度」 

理解が深まった 

○ㄹ催状況〆 ㅆての都道府県でㄾ施 

ポリテクセンターの施設
のイベントとの合同開催 
＇ものづくり体験教室（ 

表彰式 

※[  ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績 ❺ 

○競技参加ㄻㄏ数〆 3,267人 [2,967ヽ] 

○競技ㄾ施種ㄽ数〆延べ388種目 [371種ㄽ] 

96.6% 

❹ 

◆地方ゕビリンピックの開催◆ 

達成ㄶ 
107.3％             

案内チラシ 

過去最高 

過去最高 

○組織ㄟシナジー効果のㄓ揮 
々ポリテクセンターの施設等のベントとのㄊㄘㄹ催、 
 ㅊ互展示等のㄾ施 
々ポリテクセンターの施設等を・ㄑとしてㄹ催 
々ポリテクセンター等職ㄷのㄹ催に係る協ㄯ 



＜評ㄠと根拠＞ 

 評ㄠ ： 
    第35ㄨゕビリンピックは、平成27ヹㄶにフランス々ボルドーでㄹ催される第９ㄨヺ際ゕビリンピック派遣 
  ㄻㄏㄻ考・としてㄹ催され、総ㄻㄏ数が332ヽ、来ㄑㄉ数がㅈ69,000ヽと、いずれも過去最ㄖのㄾ績となっ 
  たところである。特に、来ㄑㄉ数については、過去3ヸ・の平均と比べて168％となった。また、共催県であ 
  る愛知県と緊密にㅂ携してヸ・を運営し、ㄗ元はもとより、ㅆヺ各ㄗにおいてマスメデゖゕ等にヸきく紹介 
  された。さらに、ヸ・来ㄑㄉにㄚするゕンケートㅇ査による障害ㄉの職能ㄯ々 雇ㅅにㄚしてㅄ解が深まっ 
  たとするヽの割ㄊは、 96.6％とㄽ標をヸきくヿㄨった。 
    ㄗㄛゕビリンピックにおいては、競技参加ㄻㄏ数、競技ㄾ施種ㄽ数がいずれも過去最ㄖのㄾ績となったとこ 
  ろである。 
    これらを踏まえ、評ㄠを：とした。 

【ㄋ己評価】 
 1-10 障害ㄉ技能競技ヸ・（ゕビリンピック）のㄹ催 

＜課題とㄚ応＞ 
   
    第９ㄨヺ際ゕビリンピックへのㄻㄏの派遣に向けて、第35ㄨゕビリンピックにおいてㄻ考された派遣候 
   補ㄻㄏの強ㅀ指導を計画ㄡにㄾ施する必要がある。ㄛ、ㄴㄝのゕビリンピックについては、毎ㄨ共催県が 
   変わることから、ヸ・・ㄑの状況や共催県における準備ㄺ制、県ㄪ等にㄚする周知広報のㄛ針等が様々であ 
   る。企やㄈ・般のヽ々に障害ㄉの職能ㄯ々雇ㅅにㄚするㅄ解が深まった旨の評価を得られるようなヸ 
   ・とするため、共催県とㄬ滑なㅂ携を図りつつ準備々運営を進めていく必要がある。 



1-11 離職ㄉ訓練 

○概要 
 

 々離職者訓練の実施 
   職能ㄯㄹㄓ促進センター（ポリテクセンター）等において、離職ㄉのㄛ々をㄚ象に、企でのㄕ産現ㄑのㄾ態に即した 
  ものづくりㄎㄧに特ㅀして、ㄗ域のヽ材ニーズ等に応じた訓練コースを設ㄠし、早期再就職に必要な技能々技術、ㄫㅂ知識 
  を習得できるよう、標準６カㄌの職訓練をㄾ施しています。 
  ＜主な訓練コース＞ 
   々テクニカルオペレーション科 
    各種ㄤ品製造等における＜：＝製図や工作機械加工の技能ㄉとして就職をㄽ指し、＜：＝による機械ㄤ品の図面作成、 
    汎ㅅ機やＧ＜機によるㄆ属切削加工ができる技能を習得します。 
   々電気設備科（※平成27ヹㄶより電気設備技術科に名称変更） 
    電気設備の施工やㅁㅆの技能ㄉとして就職をㄽ指し、電気設備図の作成、電気設備工ㄇ、制御盤及び消防設備等の施工      
    ができる技能を習得します。 
   々住環境計画科 
    住環境の提案や太陽光ㄓ電システムなどの設備施工の技能ㄉとして就職をㄽ指し、住宅の設計ㄉや施工主とㅂ携をとり 
    ながらクラゕントに最適な住環境計画の提案、住宅の省エネルギーㅀとバリゕフリーにㄚ応したンテリゕ施工が 
    できる技能を習得します。 



◆ 就職支援 ◆ 

○離職ㄉ訓練のㄾ施  

 

➊訓練終了ㄝ３ヶㄌㄜ点の就職率 

 ８０％以ヿ 

❷就職ㄉのうち常ㅅ労働ㄉの割ㄊ 

 の向ヿ 

➊ 訓練終了ㄝ３ヶㄌㄜ点の就職率 ※1  ８６.３％ [８６〄３％] 

     （参考）都道府県ㄭ施設の就職率 ※2 ７０〄５％ 

         委託訓練の就職率 ※3    ７１〄５％ 

❷ 就職ㄉのうち常ㅅ労働ㄉの割ㄊ  ７８.８％ [７６〄０％] 

 

25,718  24,340  23,901  23,576  23,588  

82.6% 84.6% 84.8% 86.3% 86.3% 

40.0% 

50.0% 

60.0% 

70.0% 

80.0% 

90.0% 

100.0% 

0  

5,000  

10,000  

15,000  

20,000  

25,000  

30,000  

H22 H23 H24 H25 H26 

 
 
※1は､平成26ヹ4ㄌから平成27ヹ1ㄌ末までに終了した訓練コースの3ヶㄌㄝのㄾ績。 
※2は､平成26ヹ4ㄌから平成26ヹ12ㄌ末までに終了した訓練コースの3ヶㄌㄝのㄾ績。 
※3は､平成26ヹ4ㄌから平成26ヹ11ㄌ末までに終了した訓練コースの3ヶㄌㄝのㄾ績。 
※就職率は、(就職ㄉ〒ヾ退就職ㄉ)／(修了ㄉ〒ヾ退就職ㄉ)で算。 
 
  
 

0.0％ 

ヾ期ㄽ標（ㄵヽㅆㄺで就職率 

８０％以ヿ）を確ㄾに達成す 

るために、施設ごとにㄽ標値 

を設ㄠし、進捗管ㅄをㄅうこ 

とにより就職率ㄾ績の向ヿに 

取り組んでいる。 

就職支援のノウハウをまとめた就職支援ツール（就職支援マップ等）を活ㅅし以ㄱの取組を重点ㄡにㄾ施した。 

○訓練ㄹ始ㄜからの段階ㄡできめ細かい面接指導やジョブ々カードを活用したキャリゕ々コンサルテゖングのㄾ施 

○潜在ㄡに採ㅅ意欲のある求人企業の開拓及び公共職安ㄠ所とのㅂ携等による求人情報の提供 

○職能ㄯㄹㄓ施設が詳細な訓練生求職情報を独自に作成し、求ヽㄹ拓先企に提供 

○ㄇ主との橋渡しのため、訓練ㄕの採ㅅ面接や企訪問に職業訓練指導員が同行  

数値ㄽ標、評価の視点 
数値ㄽ標の達成状況 

（単位〆％） 
（単位〆ヽ） 

■ 就職率 ■ ㄙ所ㄉ数 

主な取組ㄢ容 

 
 

参考〆就職率ㄾ績推移 

達成ㄶ
107.9％ 

参考〆施設別ㄾ績（ㄎ布） 

[ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績。 

参考〆修了ㄉを採ㅅしたㄇ主の声 

 これまでもハローワークをじ、般ㄡな求ヽ々採ㅅをㄅってきましたが、ㅃさな・ㄈということもあったのか、なかなかㄠ着しませんでした。そのようなヾ、ポリテクセンターの修了ㄉ
を採ㅅし感じたのは、例えば溶接の技術を身につけて、こういった・ㄈに就職したいというように、ㄴㄝ何をやりたいのかといったㄽㄡ意識がはっきりしているということです。ポリテクセ
ンターでの６かㄌの訓練期ㄟにおいて、何をやりたいのかというㄽㄡ意識と、仕ㄇにㄚする心構えができているため、採ㅅㄝのミスマッチのリスクが低いのも魅ㄯです。また、当ㄈのような
ヾㅃ企では、専任で教育できるㄉもおらず、基礎ㄡなスキルや知識を身につけたㄉを採ㅅできるので、ヸ変助かっています。   （ㄆ属加工科の修了ㄉを採ㅅした企） 

ㅆㄺ 

施設数 

90％ 
以ヿ 

80％ 
～ 

90％ 

70％ 
～ 

80％ 

60％ 
～ 

70％ 

50％ 
～ 

60％ 

就職率 86.3％ 13 50 7 0 0 

常ㅅ就職率 78.8％ 2 27 36 3 2 

区ㄎ 

項ㄽ 

※施設別ㄾ績は｢平成26ヹㄶ務ㄾ績等報告書添付ㄿ料｣の1-①から1-③を参照。 

過去最高 



○委員構成 

❸ㄗ域ごとに、ㄇ主団ㄺ等から意ㄒを聴くことなどによりヽ材ニーズを把握したヿで、真に必要とされている訓練 
 コースを設ㄠしたか。また、Ｉ＝＜：サクルによる効果ㄡな訓練のㄾ施と訓練コース及び訓練ㄠㄷをㄒ直したか。 
❹当該ㄗ域においてㄪㄟではㄾ施できない訓練をㄾ施したか。 

評価の視点 

 ◆ 人材ニーズの把握から平成２６年度訓練計画案の作成 ◆ 

作成した平成２６ヹㄶ訓練計画案について、 
々ヽ材ニーズを踏まえた訓練科を設ㄠしているか 
々各施設から半径４０ｋｍ圏ㄢにおいて、民間教育訓練機関等との 
 競合がないか 
などを訓練科ごとにつつ確認し、委ㄷの意ㄒを聴取し、審査 

専門的々実務的立場から審査できる委員により構成 
（公益ㅉ表委ㄷ）   ㄫ係ㄅㄔ機ㄫ、ㄪㄟ教育訓練機ㄫ、ヸㅌ教授等 
（使ㅅㄉㅉ表委ㄷ）ㅋ済団ㄺㅉ表等 
（労働ㄉㅉ表委ㄷ）労働組ㄊ等 

❸ 

ㄇ主団ㄺや企等へ
のヒゕリング等のㄾ施 

 ○ものづくり分野への重点特化等 

雇ㅅ失情勢等に配慮しつつ、主にㄪㄟで 

はㄾ施していない、ものづくり分野へ重点 

特化し、職業訓練を的確に実施 

また、受講者の習得状況に応じた訓練を実 

施する等効果ㄡな訓練をㄾ施 
0% 100% 

H24 

H25 

H26 

■ ものづくりㄎㄧ   ■ 非ものづくりㄎㄧ（ㄇ務ㄫㅂ） 

（単位〆％） 

 ◆ 訓練計画専門部会による平成２６年度訓練計画案の審査 ◆ 

平成２６ヹㄶ当初計画数〆１〃４５７コース（地域において必要であり、競合がないと認められた訓練コースに限定） 
 

 ◆ 訓練コースの設定、訓練の実施 ◆ 

97.7％ 

97.6％ 

97.6％ 

2.3％ 

2.4％ 

2.4％ 

マシニングセンタ加工ㄾ習 
(テクニカルオペレーション科) 

ＴＢ＠溶接ㄾ習 
(ㄆ属加工科) 

太陽光ㄓ電システム施工ㄾ習 
(住環境計画科) 

 ◆ 平成２７年度訓練科の設定に係る見直し等 ◆ 

 訓練ㄠㄷを増やした施設数    8施設 
 訓練ㄠㄷを減らした施設数  49施設  

平成２７ヹㄶの訓練ㄠㄷにつ
いて、施設ごとのㄠㄷ充足率
等を踏まえたㄒ直しをㄾ施 
 

問題点を踏まえた訓練カリキュラム
のㄒ直しやヽ材ニーズ等を踏まえた
訓練科の廃止等をㄾ施 

❸ 

❸ 

1,486コース 

1,457コース 

1,482コース 

 ㄢ容変更コース数  391コース 
 廃止訓練コース数    147コース 
 ㄥ規設ㄠコース数      122コース 

主な取組ㄢ容 

 
 

参考〆ものづくり･非ものづくりコース比率 

※職訓練支援センターに設置される 
 ㄗㄛ運営協ㄼ・の専門ㄤ・として設置。 

平成２７ヹㄶの訓練科の設ㄠに当たっても、ヿ記の流れに基づき、ヽ材ニーズ、訓練ㄢ容の問題点等を把握･ㄎ析したヿで訓練コースを設ㄠ 

❸❹ 

ヒゕリング等により把握した、人材が不足している分野等
に関する人材ニーズ、訓練内容の改善すべき点及び民間教
育訓練機関等との競合状況などの把握 

訓練カリキュラムのㄒ直しや訓練科の
ㄥ設々廃止等、平成２６ヹㄶ訓練計画
案を各施設で作成 

※ 女性のㄙ所促進を図るため、女性求職ㄉからの習得希望の多い工デザン要素をカリキュラムに取りㄙれた訓練科を設置するとともに、パウダールームのㄥ設やトレの改修工ㄇ
などの環境整備も順次ㄾ施 



❺公共職安ㄠ所（ハローワーク）とのㅂ携や、周知々広報活ㅍの強ㅀを図ることにより、ㄠㄷ充足率の向ヿに 
 取り組んだか。 

❻非正規労働ㄉの特性に応じたㄾ践ㄡな職訓練等への「橋渡し」となる訓練やヷー版デュゕルシステムをㄾ施したか。 

【ㄙ所ㄾ績】訓練コース数 1,673コース ㄙ所ㄉ数  23,588ヽ 定員充足率  82.7％ [77.7％] 

  安ㄠ就労に必要な能ㄯ基盤が弱い等 
  の若ヹ求職ㄉ(概ね４０歳未満)をㄚ 
  象に、ポリテクセンターㄢでのㅈ５ 
  ヶㄌの施設ㄢ訓練と、企でのㅈ１ 
  ヶㄌの企ㄾ習を組みㄊわせた訓練 
（主な訓練ㄢ容）  
  々ポリテクセンターの訓練による各 
   ㄎㄧの汎ㅅㄡな知識々技能の習得 
    々企ㄾ習をじた現ㄑの技能々技 
       術等の習得 

 就ㅋ験が乏しいなど直ちに離職ㄉ訓練 
 を受講することが困難なㄉをㄚ象に、 
 ㄾ践ㄡな職訓練への橋渡しとなる訓練 
（主な訓練ㄢ容） 
 々コミュニケーション能ㄯや 職意識 
  の向ヿ 
 々ㄾ践ㄡな職訓練にㄬ滑に導くための 
  簡単な課題演習や作成等 

【ㄾ績】訓練コース数  190コース ㄙ所ㄉ数  2,083ヽ 就職率  91.1％ 
※平成27ヹ４ㄌ末現在。 [ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績。 
※ヷー版デュゕルシステム（短期課程活ㅅ型）の就職率は、平成２６ヹ４ㄌから平成２７ヹ１ㄌまでに終了した訓練コースの３ヶㄌㄝのㄾ績。 
 

【ㄾ績】訓練コース数  216コース  ㄙ所ㄉ数 2,297ヽ 

◆ 橋渡し訓練 ◆ 

◆日本版デュゕルシステム(短期課程活用型)◆ 

参考〆取組ㄇ例 

（ポリテクセンターㄥ潟） 
々ハローワークを訪問した際に、窓口担当ㄉに 
 ㄚして、当該ハローワークからの受講指示に 
 よりㄙ所した訓練ㄕの訓練状況及び就職活ㅍ 
 状況等について、情報提供をㄅった。その 
 結果、受講ヾの訓練の状況がわかり、ハロー 
 ワークとしても訓練ㄕにㄊった就職ㅊ談や就 
 職あっせんがしやすくなったという声をいた 
 だいた。 
 
（ポリテクセンター香川） 
々施設ㄒㅌ・において、ㄹ始ㄜㄟㄞに訓練コース 
 の紹介ㅍ画を放映し、ㄒㅌㄉが訓練のメージ 
 をつかめるようにしたㄝ、指導ㄷによる訓練 
 コースの詳細説ㄳ（訓練ㄢ容、ㄫㅂㄿ格、就職 
 先等をまとめたパワーポントㄿ料）並びに 
 ㄾ習ㄑㄒㅌ（訓練ㄕのㄺ験談付き）をㄅって 
 いる。これにより、６ヵㄌㄟの訓練ㄕ活やㄙ所 
 のメージを描けるように工夫している。  

 ㅆてのポリテクセンターにプロジェクトを設置し、 

 ゕクションプランにより以ㄱの取組をㄾ施した。 

①ものづくり訓練への理解促進の強化 
 ものづくり訓練への受講あっせんをより層促進する 
 ため、ハローワーク職ㄷにㄚして、施設ㄒㅌ・等に 
 よる説ㄳやものづくり訓練ㄺ験をㄾ施した。 

②受講相談の支援強化 
 受講ㅊ談の支援の強ㅀを図るため、ハローワーク職ㄷ 
 が窓口で更にㄎかりやすく訓練を説ㄳできるよう工夫 
 したㄿ料を作成し、配布するなどした。 

③周知々広報活動の強化 
 周知々広報活ㅍの強ㅀを図るため、雇ㅅㅁ険初ㄨ説ㄳ 
 ・等において、職訓練の説ㄳ機・を来るだけ確ㅁ 
 するとともに、施設ㄒㅌ・において、ㄾ習のㄒㅌや 
 就職ㄾ績を提示する等求職ㄉにㄎかりやすく説ㄳした。 

◆ 定員充足率向上の取組 ◆ 

評価の視点 

評価の視点 

❺ 

❻ 

① 

② ③ 

④ 

機構 

ハロー
ワーク 

求職ㄉ 

受講申込 

受講あっせん ①受講あっせん 
 依頼（ものづくり 
 訓練のㅄ解促進） 
 

②受講相談 
（ㅊ談ㄉへの職 
 訓練の説ㄳ等） 

③周知々広報
（施設ㄒㅌ・  
 やパンフ  
 レット 
 配布等） 

１ 

２ ３ 

４ 

主な取組ㄢ容 

 
 

主な取組ㄢ容  
 

❻ 

up! 

受
講
後 

離職ㄉ訓練 
（標準６かㄌ） 

橋渡し訓練 
（１かㄌ程ㄶ） 

座ㅌ〒ㄾ習
（ㅈ５ヶㄌ） 

企ㄾ習
（ㅈ１ヶㄌ） 

ポリテクセンター 一般企業 



＜評ㄠと根拠＞ 

 評ㄠ ： 
   離職ㄉ訓練の就職率は、都道府県がㄾ施している訓練の就職率が概ね70％程ㄶとなっているヾ、80％が 
  ㄽ標として設ㄠされているが、機構が独ㄋのノウハウにより作成している「就職支援マップ」を活ㅅしたき 
  め細かな支援の結果、就職率が86.3％と、ㄽ標を6.3ポントヿㄨり、ㄞヹㄶㄾ績とㄘ率の過去最ㄖのㄾ績 
  となった。また、就職ㄉのうち常ㅅ労働ㄉの割ㄊは、ㄞヹㄶㄾ績を2.8ポントヿㄨる78.8％となった。 
   なお、若ヹ求職ㄉにㄚする就職支援については、ヷー版デュゕルシステムにおいて、91.1％のㄖい就職率 
  を達成している。 
   課題であったㄠㄷ充足率の改善については、ハローワーク職ㄷ及び求職ㄉ等にㄚする施設ㄒㅌ・や、訓練 
  ㄢ容がより伝わりやすい広報をㄅう等をじて、離職ㄉ訓練にㄚするㅄ解の促進を図った結果、82.7％とㄞ 
  ヹㄶㄾ績を５ポントヿㄨるㄾ績となった。 
   訓練コースの設ㄠに当たっては、ものづくりㄎㄧに特ㅀするとともに、外ㄤの有識ㄉで構成する訓練計画 
  専門ㄤ・で競ㄊの有無及びヽ材ニーズに基づいた訓練コースの設ㄠの適否について審査を受けたヿで、訓練 
  科のㄥ設や廃止、訓練カリキュラムのㄒ直しをㄅった。 

これらを踏まえ、評ㄠを：とした。 

【ㄋ己評価】 
 1-11 離職ㄉ訓練 

＜課題とㄚ応＞ 
  ㄠㄷ充足率は改善がみられるものの、広く離職ㄉ訓練へのㅄ解を図るため、訓練コースのㄒ直しをㄅうと 
 ともに、効果ㄡな広報をㄾ施すること等により、よりㄖいㄠㄷ充足率をㄽ指す必要がある。 
 
 



○概要 
 

 々高度技能者養成訓練の実施 
   職能ㄯㄹㄓヸㅌ校々短期ヸㅌ校（ポリテクカレッジ）において、産の基盤となるㄖㄶなものづくりを支えるヽ材を育成する 
  ため、産構造の変ㅀに応じたㅄ論と技能々技術を結び付けたㄾㅌ融ㄊの教育訓練システムにより、ものづくりの基ーを習得し、 
  最ㄥの技能々技術にㄚ応できるㄖㄶㄾ践技能ㄉを養成する訓練をㄾ施しています。 
   ＜専門課程（２ヹㄟ）＞ 
    ㄖ校卒ㄉ等をㄚ象に、ㄖㄶな知識と技能々技術を兼ね備えたㄾ践技能ㄉを育成しています。 
   ＜応ㅅ課程（２ヹㄟ）＞ 
    専門課程修了ㄉ等をㄚ象に、ㄕ産技術々ㄕ産管ㅄㄤ門リーダーとなるヽ材を育成しています。 
 

 々広く地域社会に開かれた施設運営 
   ㄗ域のヾㅃ企等が抱える課題解ㄮのための共ㄘ研究々受託研究や、ポリテクカレッジ指導ㄷによる工ㄖ校等への支援等、 
  ㄹかれた施設運営をㄾ施しています。 
   
 

1-12 ㄖㄶ技能ㄉ養成訓練 



◆ 就職支援 ◆ 

➊専門課程及び応ㅅ課程の修了ㄉの 

 うち、就職希望ㄉの就職率９５％ 

 以ヿ。 

❷就職ㄉのうち常ㅅ労働ㄉの割ㄊ 

 について、ㄖい水準を維持する 

 ことに努めたか。 

○ㄖㄶな技術を兼ね備え、技術革ㄥにㄚ応できるヽ材を育成し、引き続き 
 ㄖい就職率を達成。 

➊就職率    ９９〄４％  [９９〄２％] 

   （ㄢ訳）専門課程の就職率 ９９〄４％ [９９〄５％] 
       応ㅅ課程の就職率 ９９〄４％ [９８〄９％] 

❷就職ㄉのうち常ㅅ労働ㄉの割ㄊ  ９９〄６％ [９９〄３％]  

 ※就職率は、平成２７ヹ４ㄌ末現在。 [ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績。 

＊就職ㄉ数＋  １〃６９３ヽ 
 うち専門課程     ９０１ヽ 
 うち応ㅅ課程     ７９２ヽ 
 

○ㄖㄶ技能ㄉ養成訓練のㄾ施  

数値ㄽ標の達成状況 

97.5% 98.1% 97.7% 
99.2% 99.4% 

91.0% 

93.6% 

93.9% 
94.4% 

96.7% 

93.1% 

94.6% 
96.2% 

96.4% 97.2% 

84.1% 

89.5% 

94.7% 

94.2% 

95.6% 

92.0% 
90.7% 

93.0% 

96.0% 

1.28 
1.23 1.27 

1.28 

1.61 

0.4 

1.2 

2 

2.8 

3.6 

80.0% 

85.0% 

90.0% 

95.0% 

100.0% 

H22 H23 H24 H25 H26 
（注１）能ㄹヸ就職率については、各ヹㄶ翌ヹ４ㄌ末現在のㄾ績 
（注２）文ㄤ科ㅌ省と厚ㄕ労働省がㄾ施した「ヸㅌ等卒ㄉの就職状況ㅇ査」（抽ㅇ査）の数値 
（注３）ヸㅌ求ヽ倍率は、リクルートワークス研究所「第３１ㄨワークスヸ卒求ヽ倍率ㅇ査」の数値 
（注４）ものつくりヸㅌ就職率については、ものつくりヸㅌの平成25ヹㄶㄇ報告書の数値 

一般大学 
就職率(注 2) 

大卒求人倍率 
＇倍（  (注 3) 

短期大学 
就職率(注 2) 

ものつくり大学 
就職率＇注4（ 

参考〆他ヸㅌとの比較（H22～H26） 

ㅆㄺ 
施設数 

９５％以ヿ ９５％未満 

就職率 99.４％ ２５ ０ 

常ㅅ就職率 99.６％ ２５ ０ 

区ㄎ 

項ㄽ 

ヾ期ㄽ標（ㄵヽㅆㄺで就職率９５％以ヿ）を確ㄾに達成 
するために、施設ごとに個別にㄽ標値を設ㄠし、進捗管ㅄ
をㄅうことにより就職率ㄾ績の向ヿに取り組んでいる。 

参考〆施設別ㄾ績（ㄎ布） 

（注）就職率及び常ㅅ就職率は平成２７ヹ４ㄌ末現在。 

【在校ㄕ数】専門課程 ３〃８３９ヽ 応ㅅ課程 １〃６９２ヽ 
※平成２６ヹ４ㄌ現在 

0 

数値ㄽ標、評価の視点 

0% 

能開大就職率 
    ＇注1（ 

理系大学 
就職率 (注2) 

○即戦ㄯとなるようㄾㅌ融ㄊの授カリキュラムの設ㄠ（ヹㄟの授ㄜㄟ１〃４０４ㄜㄟのうち６５％が実技々実習） 
○ジョブ々カードを活ㅅしたキャリゕ々コンサルテゖングをきめ細かくㄾ施するなど、引き続き高い就職率を達成できる 
 よう就職支援を強化 
○職ヽとしての素養や職意識をㄖめるための取組として、ㄕ産現ㄑを直接ㄺ験する企業実習（ンターンシップ）の実施 
○ㄓ達障害を想起させるㅌㄕにㄚして適切な就職支援等をㄅうため、「特別な配慮が必要な学生等への支援々対応ガド」を 
 活用し、必要に応じて当機構のㄗ域障害ㄉ職センター、外ㄤ支援機ㄫ、家族等とㅂ携した支援への取組 

※施設別ㄾ績は｢平成26ヹㄶ務ㄾ績等報告書添付ㄿ料｣の2-①及び2-②を参照。 

達成ㄶ104.６％ 

主な取組ㄢ容  
 

（支援々ㄚ応ガド） 

過去最高 



○「学生募集に係る行動計画」の策定 
 ㄖ等ㅌ校や企への訪問、オープンキャンパス等の具ㄺㄡな取組ㄢ容やスケジュールを施設ごとにㄳ確にして、確ㄾな推進を図った。 

○社会人の入校促進 
 ㄈ・ヽの受けㄙれを促進するため、ㄾ際にㄇ主推薦制ㄶを活ㅅしているㄇ主の声を掲載したリーフレットを作成した。 

○地域のマスメデゖゕ等による効果的な広報 
技能五輪や各種ものづくり競技ヸ・への挑戦などㅌㄕの活躍状況のほか、各種ベント等にㄫし、積極ㄡにプレスリリースや記ㄇ投稿等を
ㄾ施し、ポリテクカレッジの魅ㄯ等の周知に取り組んだ。 

○幅広い対象者に的確かつ最新の情報を提供 
 ㅌ校案ㄢパンフレット々リーフレット等の層の充ㄾを図るとともに、施設ごとに設ㄠしているホームページについてスマートフォンへの

ㄚ応を進めた。また、ーㄤのホームページにおいて、ㄈ・で活躍している女ㄣ修了ㄕを紹介したㅍ画「ㄽ指せ！能ㄹヸ女ㄣ」を公ㄹした。 

○地域（自治体、企業等）との関係強化 
ㄗ域のㄋ治ㄺ等がㄅう各種ベントやプロジェクト等に積極ㄡに参画し、ポリテクカレッジの「ものづくりㄯ」等をゕピールしつつ、ㄗ域
への貢献をㄅうこと等により、ㄗ域ㄈ・との結び付きの強ㅀを図った。 

❸ㄗㄛ公共団ㄺとの役割ㄎ担を層ㄳ確ㅀし、ㄪ補完に徹する観点から、主として若ヹㄉをㄚ象としたㄖㄶ職訓練 
 に特ㅀ々重点ㅀしたか。 

◆ 高度職業訓練への特化々重点化 ◆ 

 都道府県、都道府県労働局、ㄇ主や労働ㄉのㅉ表、教育機ㄫ等で構成するㄗㄛ運営協ㄼ・等において、設置訓練科に係る訓練 
 ニーズを確認し、主として若年者を対象に、職業能力開発促進法における高度職業訓練を以下のとおり実施 
 々平成２６ヹㄶㄙ校ㄉ数 専門課程 １〃９０９ヽ、応ㅅ課程 ７８８ヽ、専門課程活ㅅ型デュゕルシステム ５５ヽ  

ㄗ域ニーズにㄚ応する最ㄥ技術を活ㅅしたCAD/CAM 3Dモデリングㄾ習（ㄕ産技術科） 移ㅍㄺ信技術にㄚ応した検査装置ㄹㄓㄾ習（電ㄣ情報技術科） 

◆定員充足率の向上のための取組◆ 

❸ 

❹ 

❹効果ㄡな広報のㄾ施等によりㄙ校ㄕの確ㅁを図り、ㄠㄷ充足率の向ヿに取り組んだか。 評価の視点 

【ㄙ校ㄾ績】ㄙ校ㄉ数 ２〃６９７ヽ ㄠㄷ充足率１０１〄４％ [１０４〄１％] 
※平成２６ヹ４ㄌ現在。[ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績。 

評価の視点 

主な取組ㄢ容  
 

主な取組ㄢ容  
 

Ｗｅｂページをスマートフォンにㄚ応 利ㅅㄉの声を掲載したㄇ主推薦制ㄶの広報ㅅリーフレット 女ㄣ修了ㄕの紹介ㅍ画の公ㄹ 

「ㄽ指せ！能ㄹヸ女ㄣ」    （沖縄能ㄹヸ）   （港湾短ヸ横浜校）   （千葉短ヸ）        （表面）        （裏面）    



○広くㄗ域ㄈ・にㄹかれた施設運営 

○専門課程及び応ㅅ課程の修了制作ㄾ習のテーマ等に企 

 の製造現ㄑでㄕじた課題を有効に活ㅅ 
○職訓練指導ㄷのㄥたなㄾ践ㄡなノウハウを蓄積 

※応ㅅ課程では、訓練科の垣根を越えて、複数の専門ㄎㄧ（機械々電気 
 々電ㄣ情報）から構成されるグループを編成し、修了制作ㄾ習をㄾ施 
 している。 

  ㄗ域のヾㅃ企等が抱える技術ㄯ 
  強ㅀ等の課題解ㄮのため、 

  々共ㄘ研究 ９３件 [１０１]件 

  々受託研究  ７件 [  ８]件 

  をㄾ施。 ※ [ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績 

◆ 共同研究々受託研究 ◆ 
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受託研究 共同研究 

❺産構造の変ㅀや技術革ㄥ等にㄚ応した訓練コースのㄒ直しを進め、効果ㄡなヽ材養成に取り組むとともに、 

 共ㄘ研究等をじた産ㅌㅂ携や他ヸㅌ等ㄫ係機ㄫとのㅂ携強ㅀを図る等、広くㄗ域にㄹかれた施設運営に努めたか。 
評価の視点 

❺ （単位〆件） 主な取組ㄢ容  
 

共ㄘ研究の例「岸城南ㄤㄗ域既設建物の耐震性能の検証及び防災
マップの作成」近畿ポリテクカレッジ   （※ㄗ域のㄢ・からの依頼） 

     岸和ㄍㄦ岸城南ㄤㄗ域で
はㄗ震などにㄚし脆弱な建物が多く存
在する可能性がㄖい。災害ㄜ、被害を
抑え、災害ゼロㄗ域をㄽ指したい。 

課題 

          
         伝統工ㄵ特有の耐
震診断ㄏㄵを検討し提案した。また
ㅆ棟耐震診断をㄅい、その結果を
データベースㅀ及びGIS（ㄗㅄ情報シ
ステム）ヿに構築。 
 

能ㄹヸの取組 

      ㄴㄝ、ㅇ査結果を基に岸城
南ㄤㄗ域の避難ㅋ路の検討がㄅわ
れ、防災マップが作成される予ㄠ。 

成果 

岸城（きしき）南ㄤㄗ域の街並み 

ㅇ査結果から得たGISヿの建物情報 

受託研究の例「三輪ㄋ転車のサズ縮ㅃㅀ検討」ㄐ北ポリテクカ
レッジ                        （※ㄗ域の三輪ㄋ転車メーカーからの依頼） 

車ㄺサズの改良ㄞと改良ㄝ 

製作した三輪ㄋ転車 

参考〆取組ㄇ例 

     三輪ㄋ転車は、おヹ寄り
や足に障害があるヽ等でも安ㅆに乗
車できる乗り物であるが、車ㄺサ
ズがヸきく、操作性に問題がある。 

課題 

          
        車ㄺフレームの重
心やさを三次元CAD等をㅅいて設
計及び検証し、ㄥフレームを製作。 
 

能ㄹヸの取組 

     乗り心ㄗを損なうことなく
ㅃ型ㅀできた。専門課程の修了制作
ㄾ習でㄾ施したことにより、ㅌㄕに
ㄾ践ㄡなものづくりをㄺ験させるこ
とができた。 

成果 



◆ 訓練コースの見直し ◆ 

Ｅ＞＝型信号機は、節電効果のㄖさから普

及が進んでいるが、ㄓ熱量が少ないため、

降雪ㄗ域では信号のレンズについた雪が溶

けず、信号がㄒえづらいケースがㄕじてい

る。雪のつきにくいＥ＞＝型信号機のㄹㄓ

のため、青森県警がヾ心となって設置した

産ㅌ官のワーキンググループに参画し、振

ㅍによる剥離効果やヒーターによる融雪効

果のㅊ互作ㅅについての検証や基礎データ

の蓄積を担当している。 

◆ 地域社会との連携 ◆ 

ㅃ規模の食品製造・ㄈから、機械設備に

ㄫするㅋ験や知識が少ない従ㄷをㄚ象

とした設備の維持々管ㅄㄏㄵについてㅊ

談があったことから、工ㄑ設備のㅁㅆを

応ㅅ課程のㄾ習の課題として取りヿげる

こととし、ㅌㄕが従ㄷとともにㅁㅆ活

ㅍをㄅい、そのㄢ容をテキストㅀして、

従ㄷがㄋ主ㄡにメンテナンスできるよ

う支援した。 

 

 

 ㄗ域のヾㅃ企等にㄚして、ポリテクカレッジが有する 

 「ものづくりのノウハウ」等を活ㅅして、ヽ材育成や技術 
 支援をㄾ施 

（ポリテクカレッジ青森） 

（ㄐ北ポリテクカレッジ） 

 ヷー産再興プラン等を踏まえて、総ㄊエネルギー効率の向ヿや情報 
 信を活ㅅしたノベーション技能々技術にㄚ応できるヽ材育成を可 
 能とするㄥたな訓練科を設置した。 
（設置訓練科） 

 々生産電気システム技術科 
   ㄋ然エネルギーの利ㅅ技術など電気にㄫするㄥ技術をㅅい、省エネルギー 
   ㅀ、環境を考慮したシステム及び製品の企画々ㄹㄓからㄕ産工程の改良々改   
   善々運ㅅ々管ㅄ等にㄚ応できるヽ材を育成 

 々生産電子情報システム技術科 
   情報信技術と電ㄣ技術を融ㄊした技術、特に信機能を有する組込み技術 
   を駆使し、あらゆるモノがネットワーク端末として機能するㄖㄶ情報ㄈ・ 
   のㄓ展に向けたㄖ付加価値製品のㄕ産にㄚ応できるヽ材を育成 

◆ ものづくりの啓発 ◆ ◆ ポリテックビジョンの開催 ◆ 

職訓練の成果物の展示や研究ㄓ表、ものづく
りㄺ験コーナー、ロボット製作々競技・などの
ベントをじて、ものづくりにㄫするㄖㄶで
ㄾ践ㄡな職訓練や研究ㄹㄓの現状をㄗ域の企
やㄖ校等に公ㄹ  
々・ㄑ   24・ㄑ（24・ㄑ） 
々参加ㄉ数 13,751ヽ（12,233ヽ） 

◆ 他大学等関係機関との連携 ◆ 

若ヹㄉにㄚするㄾ践ㄡな技術教育を充ㄾさせるため工ㄖ校やㄖ等専門 

ㅌ校、ヸㅌ等とㅂ携し、次の取組をㄅった。 

※（ ）ㄢはㄞヹㄶㄾ績 成果物の展示 

〈延べ件数〉 

※（ ）ㄢはㄞヹㄶㄾ績 

参考〆ㄗ域とのㅂ携のㄇ例 

❺ ❺ 

❺ 

❺ 

メンテナンス作の様ㄣ 

･振ㅍによる剥離効果 
･ヒーターによる融雪効果 

課題 

検証･データ蓄積 

LEDは雪が溶けにくく信号が
ㄒえづらい 

教育訓練
等のㄾ施 

研究ㄓ表
・等での
情報提供 

工ㄖ校
等の教ㄷ
にㄚする 
研修等 

ヸㅌ校等の 
施設々設備、 

機器等の 
活ㅅ 

指導ㄷ 
の派遣 

カリキュ
ラム作成
等の支援 

その他 ㄊ計 

61件 
（53件） 

22件 
（16件） 

24件 
（22件） 

13件 
（20件） 

108件 
（135件） 

1件 
（1件） 

16件 
（19件） 

245件 
（266件） 

ㄗ域における「ものづくり」の啓ㄓを 
ㄅうため、ㄗ域のㄫ係機ㄫとㅂ携して 
「ものづくりㄺ験教室」をㄹ催 
々ㄹ催ㄨ数  355ㄨ（323ㄨ） 
々参加ㄉ数  47,894ヽ（35,146ヽ） 
 

※（ ）ㄢはㄞヹㄶㄾ績 

〔開催事例〕 
・ネームプレートの製作・木製イスの製作 
・ＬＥＤキャンドルの製作 

❺ 



＜評ㄠと根拠＞ 

 評ㄠ ： 
 ㄖㄶ技能ㄉ養成訓練の就職率については、ヾ期ㄽ標において厚ㄕ労働ヸ臣から示されたヺの戦略ㄽ標であ
る90%をヿㄨる95％がㄽ標として設ㄠされているが、ジョブ々カードを活ㅅしたキャリゕ々コンサルテゖ
ングのㄾ施などㄡ確な就職支援を徹底してㄅった結果、就職率99.4％と、ㄽ標を4.4ポントヿㄨるㄾ績と
なった。このㄾ績は、ㄞヹㄶの99.2％を0.2ポントヿㄨる過去最ㄖのㄾ績であり、さらに、常ㅅ労働ㄉと
しての就職割ㄊも、99.6％と、ㄞヹㄶを0.3ポントヿㄨるほぼ100％のㄾ績となった。 
 また、ㄠㄷ充足率の向ヿに向けて、これまでの取組に加え、女ㄣ修了ㄕの紹介ㅍ画やㄇ主推薦制ㄶの
リーフレットを活ㅅした広報等に取り組んだ。 
 総ㄊエネルギー効率の向ヿや情報信を活ㅅしたノベーション技能々技術にㄚ応できるヽ材を育成する
ため、ㄥたな訓練科を設置したほか、職訓練の成果物の展示や研究ㄓ表等をㄅうポリテックビジョンや、
ㄗ域における「ものづくり」を啓ㄓするためのものづくりㄺ験教室を積極ㄡにㄹ催する等により、ㄗ域にㄹ
かれた施設運営に努めた。 
 これらを踏まえ、評ㄠを：とした。 

【ㄋ己評価】 
 1-12 ㄖㄶ技能ㄉ養成訓練 

＜課題とㄚ応＞ 
 若ㄉのものづくり離れや18歳ヽ口の減少等が進むㄛ、産の基盤を支えるヽ材の育成が要請されている 
ことから、専門課程における応募ㄉの増加を図るため、積極ㄡなプレスリリースなどㄗ域のマスメデゖゕ等 
とㅂ携した効果ㄡな広報等に取り組む必要がある。 
 
 



○概要 
 

 々在職者訓練（能力開発セミナー）の実施 
   職能ㄯㄹㄓ促進センター（ポリテクセンター）及び職能ㄯㄹㄓヸㅌ校々短期ヸㅌ校（ポリテクカレッジ）において、在職ㄉの 
  ㄛ々をㄚ象として、仕ㄇを遂ㄅするヿで必要な専門ㄡ知識及び技能々技術の向ヿを図るための比較ㄡ短期ㄟ（２～５ヷ程ㄶ）の職 
  訓練をㄾ施しています。 
 

 々事業主等との連携々支援 
   ㄇ主団ㄺ及びㄇ主のㄛ々が、従ㄷにㄚして職訓練を効果ㄡにㄾ施できるよう、職能ㄯのㄹㄓ及び向ヿにㄫするㅊ談々援 
  助をㄾ施しています。 
  々教育訓練のㄢ容に応じた職訓練指導ㄷの派遣 
  々教育訓練等のための施設々設備ㄹ放 等   
 

1-13 在職ㄉ訓練、ㄇ主等とのㅂ携々支援 



◆ ゕンケート結果の把握々分析、業務の質の向上への取組 ◆ 
 

○在職ㄉ訓練のㄾ施  

 受講ㄉゕンケート 

➊職能ㄯの向ヿに役ㄭったか 

     ９０％以ヿ 

 訓練コースごとにゕンケート結果等を「訓練カルテ（※）」で可視ㅀ々ㄎ析し、訓練コースの評価々 

 改善等をㄅった。 

➊９９.０％ [９８.７％] 

 [ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績。 

数値ㄽ標 数値ㄽ標の達成状況 

 参考〆訓練コースの評価々改善ㄇ例 

訓練コースごとのゕン

ケート結果を確認する

ため、右図の７つの項

ㄽが比較可能 
 
 ①役ㄭちㄶ、②指導ㄵ、 

 ③ㄾ習演習、④教材、 

 ⑤希望致ㄶ、⑥リピ 

 ートㄶ、⑦コース総ㄊ 

 評価スコゕ 

訓練コースごとのㄦ

ㄑ価値と品質を評価

するため、縦軸に

「応募率」、横軸に

受講ㄉゕンケートの

結果を点数ㅀした

「コース総ㄊ評価ス

コゕ」をとり、ㄜ系

列ㄡな訓練コース評

価が可能 

訓練コース〆給排水衛ㄕ設備設計ㄾ践技術 

＜第１ㄨㄽ＞ 

総ㄊ評価スコゕが７１〄７で、特に教材、指導ㄵが 

低かった。 

（要因） 

受講ㄉから、「ㄦ販テキストに載っていないㄢ容を言

葉のみで説ㄳされ、メモをとるのがヸ変だった」との

意ㄒ。 

（改善々ㄒ直し） 

これまで口頭で説ㄳしていたㄾ務ㄡなㄢ容をまとめた

補助教材を作成した。 

＜第２ㄨㄽ＞ 

総ㄊ評価スコゕが８９〄３までヿ昇。 

わかりやすい説ㄳですぐに仕ㄇに活ㅅできるとの評

価をいただき、満足ㄶをㄖめることができた。 

51.0% 48.0% 

0.9% 
0.1% 参考〆ㅇ査結果 

 

ㄇ主ゕンケート 

❷職ㄑで役ㄭっているか 

     ９０％以ヿ 

  

❷９７.８％ [９７.８％] 

数値ㄽ標 数値ㄽ標の達成状況 

（有効ㄨ答ㄉ数 ４５〃４９２ヽ） （有効ㄨ答ㄇ所数 ９〃１５２ㄈ） 

20.7% 
77.1% 

2.0% 
0.2% 

■ ヸ変役にㄭった 

■ 役にㄭった 

■ 役にㄭたなかった 

■ ㅆく役にㄭたなかった 

具ㄺㄡㄇ例を紹介
しながらㄾ技をㄅ
うㄢ容で、とても
わかりやすかった 

職ㄑㄢだけでは得
られない専門知
識々技能が習得で
き、スキルゕップ
につながっている 

向ヿ 
向ヿ 

１回目 
２回目 

● 
H25 

● 
H26 

１ㄨㄽ 

総ㄊ評価スコゕ 

７１〄７ 

２ㄨㄽ 
総ㄊ評価スコゕ 
８９〄３ 

向ヿ 

■ ヸ変役ㄭっている 

■ 役ㄭっている 

■ 役ㄭっていない 

■ ㅆく役ㄭっていない 

❸ゕンケートㅇ査で得られた意ㄒをㄡ確に把握するとともに、ㅇ査結果をㄎ析して務の質の向ヿに反映できるよう 
 取り組んだか。 

評価の視点 

❸ 

※訓練カルテは、コース別ＩＩＦチャート、ゕンケート結果レーダーチャート等により構成されており、訓練コースの 
 品質保証をする仕組みとなっている。 

【ㄾ施ㄾ績】訓練コース数〆６〃９７９コース、受講ㄉ数〆５１〃７５０ヽ 

主な取組ㄢ容  
 

達成ㄶ110.0％ 達成ㄶ108.7％ 

参考〆ㅇ査結果 

 [ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績。 



❼ヾㅃ企等を主なㄚ象としていることに配慮しつつ、適切な費ㅅ負担を求めたか。 

 受講ㄉを派遣したㄇ主の多くがヾㅃ企であることを踏まえ、費ㅅ負担は教材費々光熱水料等ㄾ費ㅊ当額としている。 

評価の視点 

主な取組ㄢ容 ❼ 

❺ヾㅃ企等を主なㄚ象として、ものづくりㄎㄧをヾ心に真にㄖㄶな訓練をㄾ施したか。 
❻ㄇ主団ㄺ等から意ㄒを聴くことなどによりヽ材ニーズを把握したヿで訓練コースを設ㄠしたか。 

（レベル１）  

般ㄡに普及している基礎ㄡ々基ーㄡな 

専門知識及び技能々技術にㄫする訓練コース 

  
（複ㄊ々統ㄊ） 

ㄥ技術々基準々制ㄶや他の専門ㄎ
ㄧとの複ㄊ々統ㄊにより、製品々
サービスのㄖ付加価値ㅀやㄥㄎㄧ

展ㄹを担える専門知識及び技能々
技術にㄫする訓練コース 

（レベル２） 

 専門ㄎㄧの向ヿや拡ヸにㄫする専門 

知識及び技能々技術にㄫする訓練コース 

   （レベル３） 

  専門ㄎㄧのㄖㄶㅀ 

 及び他のㄎㄧとの複ㄊㅀ 

にㄫする専門知識及び技能々

技術にㄫする訓練コース 

○「ㄗㄛ公共団ㄺとの役割ㄎ担の層のㄳ確ㅀを図り、 
 ㄪ補完に徹する観点から、ものづくりㄎㄧをヾ心に 
 「真にㄖㄶなもの」に限ㄠしてㄾ施。」という基ーㄛ針 
 に基づき、在職ㄉ訓練コースを設ㄠするため、技能々技 
 術やヽ材育成のㄎㄧの専門家による専門委ㄷ・で設定基 
 準を審ㄼ々策ㄠ 
  
○設ㄠ基準の「レベル３」及び「複ㄊ々統ㄊ」の訓練 
 コースに該当するものを在職ㄉ訓練としてㄾ施 

在職ㄉ訓練 

としてㄾ施 

◆真に高度な訓練の実施◆ 

評価の視点 

すべての在職ㄉ訓練コースにおいて、ものづくり
ㄎㄧの訓練をㄾ施 

◆ものづくり分野実施状況◆ 

 ヾㅃ企のヽ材育成課題にㄚ応した訓練を 
 ㄾ施 

在職ㄉ訓練受講ㄉの 

うち、中小企業に 

勤めている方々の割合 

６２.４％ 

◆中小企業等を対象とした訓練の実施◆ 

○ㄋㅍㅀ技術（ㄋㅍ組ㄭ／ラン構築々制御編） 
＜訓練概要＞ 
 ㄾ践ㄡなㄾ習機器によるㄋㅍ組ㄭランの構築 
 ㄾ習をしてㄋㅍㅀランを構築するために必 
 要な制御プログラミングのㄏㄵなどを習得。 

❺ 

❺ 

❺ 

◆訓練コースの設定◆ 

専門ㄡ々ㄾ務ㄡㄭㄑから審査できる委ㄷにより構成 
される訓練計画専門ㄤ・（※）において、 
々ヽ材育成ニーズを踏まえた訓練コースを設ㄠして 
 いるか 
々ㄪㄟ教育訓練機ㄫ等との競ㄊがないか 
を確認し、委ㄷの意ㄒを聴取し、審査 

❻ 

 訓練コースの受講を 

 じて習得した能ㄯに 

 ついて職場での適用 

 状況等を確認々評価 

訓練コース「製造におけるＢ＜

Ｔを活ㅅした在庫管ㅄ務」 

[適ㅅ状況を確認した訓練ㄢ容] 

①表計算ソフトを使った在庫管ㅄ 

②システム設計ㄏㄵ ③システム

構築 ④システム運ㅅ 

（ㄚ応） 

設計のみを担当

する技術ㄉ向け

に、設計に特ㅀ

した訓練コース

をㄥたにㄹㄓし

た。 

❹受講ㄉが習得した能ㄯについて職ㄑでの適ㅅ状況等の確認々評価をㄾ施したか。 
 

評価の視点 

❹ 
（確認々評価） 

○確認〆訓練ㄢ容のㄤである④システム運ㅅについてのみ、職ㄑの仕ㄇに適ㅅし 

    ていないと答えた受講ㄉが８ヽヾ４ヽだった。ㅄ由は、受講ㄉㄋ身はシス 

    テム設計の担当であり、運ㅅは別のㄈㄷが担当しているからとのこと。 

○評価〆設計から運ㅅまでを担当する技術ㄉ向けとして、ーコースは概ね良好と 

    判断した。 

    また、設計のみを期待する受講ㄉが多くいることが確認できた。 

参
考
：
実
施
事
例 

100.0% 

100.0% 

100.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

H24 

H25 

H26 

ものづくりㄎㄧ 非ものづくりㄎㄧ 

（単位〆%） 

（6,303コース） 

（6,979コース） 

（6,686コース） 

※各職訓練支援センターに設置されるㄗㄛ運営協ㄼ・の専門ㄤ・ 

主な取組ㄢ容  
 

主な取組ㄢ容  
 

 
 

 
  

 
  

 
  

 
  

参考〆在職ㄉ訓練コースの例（制御ㄎㄧ） 
 



❽ㄇ主等が効果ㄡに職訓練をㄾ施できるよう、ㅂ携々支援をㄅったか。その際、適切な費ㅅ負担を求めたか。 

ㄇ主等が従ㄷにㄅう職訓練を支援するため、職業訓練指導員の

派遣、施設設備の貸与、訓練にㄫするノウハウ･ㄪㄟ教育訓練機ㄫにㄫ

する情報の提供などをㄅい、ヾㅃ企等の能ㄯㄹㄓに貢献 

項 目 人数、件数 

訓練延べヽㄷ 313,871人  [314,535ヽ] 

うち指導ㄷ派遣   97,204人  [103,113ヽ] 

 （指導ㄷの派遣数）   4,808人  [   4,687ヽ] 

うち施設設備の貸与 216,667人  [211,422ヽ] 

 （施設設備の貸与件数）   11,022件  [  10,983件] 
 [ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績。 

307,567  314,535  313,871  

49,555  

50,124  51,750  

0  
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20,000  

30,000  

40,000  

50,000  

0  

100,000  

200,000  

300,000  

400,000  

500,000  

H24 H25 H26 
ㄇ主支援 在職ㄉ訓練受講ㄉ数 

※機構の指導ㄷが直接支援をㄅったヽ数に加え、施設々設備の貸等を利ㅅしたヽ数。 

○ㄇ主等とのㅂ携々支援 

評価の視点 

◆ 事業主等が行う職業訓練への支援内容 ◆ 
参考〆支援状況の推移 

（単位〆ヽ） （単位〆延べヽ） 

◆ 利用者の費用負担 ◆ 

職訓練指導ㄷの派遣や施設設備の貸与に係る電気ㅉ等のㄾ費ㅊ当額の費ㅅ負担を求めた。 

❽ 

❾成がㄒ込まれるㄎㄧ（環境々エネルギーㄎㄧ等）でㄇ展ㄹを進めるㄇ主等にㄚし、ヽ材育成にㄫする支援を 

 ㄾ施したか。 
評価の視点 

◆ 成長が見込まれる分野での人材育成に関する支援 ◆ ❾ 

成がㄒ込まれるㄎㄧ（環境々エネルギーㄎㄧ等）でㄇ展ㄹを進めるㄇ主等にㄚし、在職ㄉ訓練をㄾ施するとともに、ㄇ主等が従
ㄷに職訓練をㄾ施するために必要となる職訓練指導ㄷの派遣、施設設備の貸与等のヽ材育成にㄫする支援をㄅった。 

県が産振興施策として計画々ㄾ施している研修のうち、航空機やㄋ
ㅍ車等に使われる＜？ＲＩ（炭素繊維強ㅀプラスチック）の成形々加
工にㄫする研修の、加工を担当する講師がいないとのㅊ談があり、職
訓練指導ㄷを講師として派遣した。引き続き、耐熱ㄊㄆ等の加工の
研修について、講師を依頼されている。 

ㄈ・ンフラの老朽ㅀㄚ策のため「鋼道路橋防食便覧」が平成26ヹ３ㄌに改訂さ
れたことを踏まえた防食塗料や塗装作に係る講習・の・ㄑとして、塗装の組ㄊ
等にㄚし、塗装作ができるㄾ習ㄑやプロジェクタを備えた教室の貸与をㄅった。
講習・を主催した団ㄺ等から、「塗装作ができる・ㄑがほかになく、貸与しても
らえて助かった」との言葉をいただいた。 

参考〆職訓練指導ㄷを派遣したㄇ例 

主な取組ㄢ容  
 

主な取組ㄢ容  
 

❽ 

参考〆施設設備を貸与したㄇ例 



＜評ㄠと根拠＞ 

 評ㄠ A 
 在職ㄉ訓練についてのゕンケートㅇ査による役ㄭった旨の評価は、ヾ期ㄽ標において厚ㄕ労働ヸ臣から示
されたヺの戦略ㄽ標である80％をヿㄨる90％がㄽ標として設ㄠされている。そのㄾ施に当たっては、ㄇ主
等のニーズに基づき、適切かつ効果ㄡな訓練をㄾ施できるよう、ㄇ所にㄚするヒゕリングㅇ査や各ㄗ域の
職訓練支援センターに設置した有識ㄉを構成ㄷとする訓練計画専門ㄤ・において意ㄒを聴くなどによりヽ
材育成ニーズを把握したヿで訓練コースを設ㄠ々ㄾ施するとともに、ゕンケート結果の可視ㅀ々ㄎ析、習得
能ㄯの職ㄑでの適ㅅ状況の確認々評価により訓練コースの改善に取り組んだ。これらの取組の結果、受講ㄉ
にㄚするゕンケートではㄨ答ㄉの99.0％、ㄇ主にㄚするゕンケートではㄨ答ㄉの97.8％から評価を得、い
ずれもㄽ標の90％をヸきくヿㄨるㄾ績となった。 
 また、ヾㅃ企ㄇ主等が効果ㄡに職訓練をㄾ施できるよう、職訓練指導ㄷの派遣、訓練設備の貸与
等による能ㄯㄹㄓにㄫする支援を積極ㄡにㄅった。 
 これらを踏まえ、評ㄠをAとした。  

【ㄋ己評価】 
 1-13 在職ㄉ訓練、ㄇ主等とのㅂ携々支援 

＜課題とㄚ応＞ 
 産の基盤を支えるㄖㄶな職能ㄯを有するヽ材を育成するため、ㄇ主等のニーズに基づいた質のㄖい訓
練をㄾ施することが求められていることから、引き続き役ㄭった旨のㄖい評価が得られるよう、ゕンケート等
のㄎ析結果を踏まえ、Ｉ＝＜：サクルによる継続ㄡな改善に取り組む必要がある。 
 
 



○概要 
 

 々職業訓練指導員の養成 
   職能ㄯㄹㄓ総ㄊヸㅌ校において、技能習得の指導、訓練コーデゖネート、キャリゕ々コンサルテゖング、就職支援など、 
  幅広い能ㄯを有するヽ材を養成するための訓練をㄾ施しています。また、指導ㄷの専門性の拡ヸ々レベルゕップ等を図るための 
  研修もㄾ施しています。 
 

 々訓練コースの開発等 
   厚ㄕ労働省と機構との協ㄼによりㄻㄠしたテーマでㅇ査々研究々ㄹㄓをㄾ施し、ㄪㄟ教育訓練機ㄫ等へ情報提供をㄅっています。 
   また、ㄪㄟ教育訓練機ㄫにおける教育訓練サービスの質向ヿに向けた支援をㄾ施しています。 
 

 々国際連携々協力の推進 
   ヺ等からの要請を受けて、ㄹㄓ途ヿヺ等からの研修ㄷ受ㄙれや指導ㄷの海外派遣等をㄾ施しています。 
 

1-14 指導ㄷの養成、訓練コースのㄹㄓ等、 
            ヺ際ㅂ携々協ㄯの推進 



 １級技能検ㄠㄊ格ㄉや企でのㄾ務ㅋ験を有するㄉ等の、ㄠの技能々技術を有するㄉをㄚ象に、１ヶㄌ以ヿ１ヹ未満の訓練をㄾ施 
  ※平成２６ヹㄶは、訓練コーデゖネートㄯ養成コース（1ヶㄌ）、キャリゕ々コンサルテゖングㄯ養成コース（1ヶㄌ）及び職能ㄯㄹㄓ指導ㄯ養成コース 

  （１ヶㄌ）をㄾ施するとともに、ㄹㄓ途ヿヺにおける指導ㄷをㄚ象とした12ヶㄌコースをㄾ施 

○カリキュラムの特徴 
 々知識、技能、ㅋ験に応じて、指導ㄷとして不足する能ㄯを習得するために必要な教科ㄽをㄻ択→短期間で優秀な指導員を育成 
 々修了ㄉのうち、長期養成課程修了者と同等の能力を有する者には指導員免許資格を付与 
 

○職訓練指導ㄷの養成 

◆ ハレベル訓練の創設及び実施 ◆ 
 

主な取組ㄢ容  
 
従ㄞの新規高卒者等を対象とする４年制訓練（長期課程）に代え、平成26ヹㄶより機構、都道府県、企等に指導員候補として採用された
者等を対象に、指導員として必要な能力を付加するための訓練（ハレベル訓練）をㄾ施 

①長期養成課程  
 般工科系ヸㅌの卒ㄉやポリテクカレッジの修了ㄉ等で、機構等に指導ㄷ候補として採ㅅされたㄉ等をㄚ象に、最２ヹㄟ（3,600ㄜㄟ） 

の訓練をㄾ施 ※訓練期ㄟは受講ㄉの履修状況に応じて最ヸ１ヹの短縮が可能 

○カリキュラムの特徴 
 々訓練施設での実践的科目（訓練業務実技科目）の大幅な拡充によるㄾ践ㄯの強ㅀ（期課程のㄾ習（３００ㄜㄟ）の４倍以ヿ） 
 々技能検定１級程度の技能を習得 
 々先端技術科目の導入により、産々技術ㅍ向に即した訓練ができる能ㄯの強ㅀ 
 々安全衛生科目により、災害ㄇ例研究等をじて受講ㄉの安ㅆ意識を向ヿ、さらに緊急ㄜの応急処置等を習得することで現ㄑㄚ応ㄯを強ㅀ 
 々公共職能ㄯㄹㄓ施設ㄢの訓練科にㄚ応できるよう、修了ㄉには指導員免許資格を付与 

７9ヽ（うち期養成課程１４ヽ（１ヹ課程７ヽ､２ヹ課程７ヽ）､短期養成課程２０ヽ､職種転換課程１７ヽ､ㄖㄶ養成課程２８ヽ）  

➊訓練コーデゖネート、キャリゕ々コンサルテゖング、就職支援など、幅広い能ㄯを有するヽ材を養成したか。 
❷ハレベル訓練を創設し、即戦ㄯとして活躍するために必要な能ㄯを付加するための訓練をㄅったか。 
❸スキルゕップ訓練の段階ㄡな拡充をㄅったか。 

評価の視点 

➊ ❷ 

平成26ヹㄶㄙ校ㄉ数 
 
 

② 短期養成課程 
 

  現職の指導ㄷが、ㄥたな訓練科ㄽの免許を取得するため、６ヶㄌ又は１ヹㄟの訓練をㄾ施 
 

専門課程のㄖㄶ職訓練における職訓練指導ㄷとして従ㄇしているㄉにㄚし、応ㅅ課程の職訓練指導ㄷに必要なㄖㄶで専門ㄡかつ
応ㅅㄡな技能及び知識等を習得するための、１ヹㄟの訓練をㄾ施 
 

④ 高度養成課程  
 

③ 職種転換課程  
 



職訓練指導ㄷの専門性の拡ヸ、 
レベルゕップ等を図るための研修 
（スキルゕップ訓練） 

◆ 職業訓練指導員の再訓練◆ 
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■ 都道府県等   ■ ㄪㄟ企   ■ 機構      

 

 訓練コース々コーデゖネート、 
 指導技ㄵ等を習得 
    
                        
 
 

○訓練技法開発研修 
 

 ㄥ訓練コースのㄾ施、カリキュ 
 ラムの充ㄾにㄚ応するための 
 スキルを習得 

 

 

○技能々技術実践研修 
 

 キャリゕ々コンサルテゖング、  
 安ㅆ衛ㄕ、障害ㄉのㅄ解等の  
 能ㄯを習得 
 
 

 

○一般研修 

参考〆主な研修の種類とㄾ施コース例 

 
々訓練コーデゖネートㄯ向ヿ研修 

々指導ㄯ向ヿ研修 

々受講ㄉ満足ㄶをㄖめる教授技術 

々企ㄢOJTㅊ談支援ㄯ向ヿ研修 

 
々これからの住宅におけるＡ＞ＦＳ構築     

 技術 

々Ｇ＜工作機械の性能評価技術 

々住宅の省エネルギー性能評価ㄏㄵ 

 
々就職ㅊ談支援研修（キャリゕ形成  

 支援ㄯ） 

々安ㅆ衛ㄕ推進ㄯ向ヿ研修 

々障がいㄉの就労支援の基礎知識 

 

 

 

（単位〆ヽ） ○実施実績 

1,976ヽ増加 

＜ㄾ施状況＞ ＜ㄾ施状況＞ ＜ㄾ施状況＞ 

【所属別受講ㄉ数】 

々ㄾ施コース数 ４９９コース [３０２コース] 

々受講ㄉ数   ５〃５７１人 [３〃５９５ヽ] 

  うち都道府県  １〃４７２人 [１〃４９７ヽ] 

    ㄪㄟ企等 １,  ９８９人 [  ２１５ヽ] 
     ※ ㄪㄟ教育訓練機ㄫにおける職訓練サービス 

          ガドラン研修１,  ７０３人を含む。 

    機構    ２〃１１０人 [１〃８８３ヽ] 

 

    研修成果のゕンケートㅇ査において、 
     ９５〄９ ％のㄉから研修ㄽㄡを達成 
    したとのㄨ答を得た。 
 

[ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績。 

４７都道府県においてㄾ施。 
々ㄾ施コース数 ２９３コース [１６６コース] 

々受講ㄉ数  ３〃９９３人 [２〃４６１ヽ] 

2,461  
3,993 

0  

1,000  

2,000  

3,000  

4,000  

（単位〆ヽ） 

○出前型研修の積極的取組 

H25        H26 

※ [ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績。 

1,532ヽ増加 

訓練の様ㄣ 

○ 研修課程 

❶❸ 

◆ 長期課程における幅広い能力を有する人材の養成◆ 
 

平成26ヹㄶをもって廃止となった 
職訓練指導ㄷの育成をㄽㄡとした 
4ヹ制の課程 

  就職率 ９９.０％ [１００〄０％] 
 

 （就職ㄉ数   １０３人 [１４０ヽ] ） 
 

   （就職希望ㄉ数 １０４人 [１４０ヽ] ） 

 うち 指導ㄷへの就職割ㄊ ４６.２％ [６２〄９％] 
 

    指導ㄷ就職ㄉ数     ４８ヽ [８８ヽ] 

 ※  [ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績。 

❶ 



❹効果ㄡ々効率ㄡな職訓練のㄾ施にㄿするㅇ査々研究をㄾ施するとともに、その成果の普及に取り組んだか。 評価の視点 

 
 職能ㄯㄹㄓ総ㄊヸㅌ校基盤整備センターの運営するホームページ 
 「職業能力開発ステーションサポートシステム（TETRAS）」に 
 おいて職能ㄯㄹㄓにㄫする各種情報を提供 
   【ゕクセス件数】  ９３６〃９７３件   [９７８〃０９１件]     
 【ダウンロード件数】 ６１〃５５９件   [ ５６〃０５５件] 
  
 

 研究報告書等を作成し、民間教育訓練機関や地方公共団体等へ配付  

 【配付機ㄫ（延べ）】 
   ２〃３９２機関  [２〃２１２機ㄫ] 

○分野別実践的カリキュラムの設定に係る基礎研究（普通課程） 

 厚ㄕ労働省において訓練基準等のㄒ直しに活ㅅされている。また、都道府県ㄭ

職能ㄯㄹㄓ校において、カリキュラムㄢ容のㄒ直し等に活ㅅされている。 

厚生労働省と機構との協議により１３テーマを選定 
 
々厚ㄕ労働省 ㄔ策ヿのㄒㄗから必要とされるテーマ 
々機構    職能ㄯㄹㄓに係る務のㄾ施ヿ必要なテーマ 

○ㄎㄧ別ㄾ践ㄡカリキュラムの設ㄠに係る基礎研究（普課程） 

 ―農林、ㅀㅌ、医療、デザン、サービス、食品ㄎㄧ― 

○離職ㄉ訓練ㅅ訓練課題のㄹㄓ及びメンテナンス 

○総ㄊㄡかつㄺ系ㄡな職務ㄎ析の推進にㄫするㅇ査々研究々ㄹㄓ 

○若ヹ層をㄚ象としたㄾ践ㄡ職訓練コースのㄹㄓ及び検証ㄾ施

にㄫするㅇ査々研究 

                       ほか９テーマ 
 ※ㅌ識ㅋ験ㄉ、産界の外ㄤ有識ㄉを含めた委ㄷ・を設置して 
  ㅇ査々研究々ㄹㄓをㄾ施。 

 

○ホームページへの公開 

○研究報告書等の配付 

○テーマの選定 

○訓練コースのㄹㄓ等 

[ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績。 

❺コンソーシゕムㄛ式の活ㅅなどㄗ域の訓練ㄿ源の活ㅅ、ㄗ域ニーズに応じた訓練コースのㄹㄓ々普及に取り組んだか。 
❻ㄪㄟ教育訓練機ㄫの教育訓練サービスの質を維持々向ヿさせるための支援をㄾ施したか。 

評価の視点 

主な取組ㄢ容 ◆ 調査々研究々開発の実施及び成果の普及々活用 ◆ ❹ 

参考〆主なㅇ査研究テーマ 

 
 

参考〆研究報告書等の活ㅅㄇ例 

○求職ㄉ支援訓練をㄾ施するㄪㄟ教育訓練機ㄫに
ㄚして、訓練の質向ヿをㄽㄡとした求職ㄉ支援
訓練サポート講習をㄾ施 

◆ 民間教育訓練機関に対する教育訓練サービスの質向上 ◆ 
❻ 

○委託訓練又は求職ㄉ支援訓練をㄾ施するㄪㄟ教育訓練機ㄫにㄚして、Ｉ＝＜：サ
クルを活ㅅした職訓練の運営のために必要な知識や技能を習得するための「ㄪ
ㄟ教育訓練機ㄫにおける職訓練サービスガドラン研修」をㅆヺでㄾ施 

◆ 地域に応じた訓練資源の活用及び訓練コースの開発々普及 ◆ ❺ 

これまでの当機構における訓練コースㄹㄓにㄫするノウハウ等を踏まえ、ㄗ域レベルで産官ㅌ
がㅂ携したㄗ域コンソーシゕムを構築し、ㄗ域ニーズに応じた就職可能性をㄖめるための離職
ㄉ訓練（委託訓練）コースのㄹㄓ々検証を平成２６ヹㄶから１０都道府県の職訓練支援セン
ターにおいて２ヹㄟのモデルㄇとしてㄾ施している。   

 

主な取組ㄢ容  
 

○開発コース数 ２０コース 
○開発コース定員 ４００人 
○主な開発コース 
々愛媛おもてなし科(観光分野) 
々航空機生産技能職養成科 
々建機運転･土木施工マスター科 



○ヺ際ㅂ携々協ㄯの推進 

❼ㄹㄓ途ヿヺからの研修ㄕの受ㄙれや職訓練指導ㄷの海外への派遣等を効果ㄡ々効率ㄡに推進したか。 

◆ 海外からの研修員の受入れ ◆ 
 

◆ 研修講師の派遣 ◆ ◆ 国費留学生等の受入 ◆ 

評価の視点 

 

  延べ４０の国から１３件、 

 １１６名、延べ２５施設に受入 
 
【研修ㄇ例】ミャンマー他４カヺ 
  研修ㄢ容〆「ヷ々ASEANヽ材養成 
        ㄊㄘ研修」 
  研修受講ㄉ〆各ヺのㄅㄔ担当官など 
  ◆視察をしてヷーの公共職訓練 
   のㄾ施状況、ㄾ績等について説ㄳ 
   をㄅい、各ヺのヽ材養成にㄫする 
   施策々取り組みの促進に貢献し 

   た。 

 

 2か国から５件、１４名、延べ 
 ８施設に受入 

【研修ㄇ例】ベトナム 

  研修ㄢ容〆「WEDM(ワイヤカッ 
 ト放電加工機)と金型製造技術」 
  研修受講ㄉ〆ベトナム国職業訓練 
                    指導員 
  ◆指導ㄷの技術ㄯ向ヿを図るとと 
   もに、帰ヺㄝにㄋヺの指導ㄷ向   
   け研修コースをㄹㄓできるよう 
   研修をㄅい、研修成果を現ㄗで 
   広く普及させることに貢献した。 

○ 技術研修 ○ヺ々JICA等が延べ１６か国４０人の 
 研修員を日本に招聘し実施した研修 
 ４件に対し、延べ４名の講師を派遣 
 
【研修ㄇ例】カンボジア他10か国 
 研修ㄢ容〆「職業訓練の運営・管理 

                     と質的強化」 
 研修受講ㄉ〆各国の職業訓練施設管 
                     理職 
 ◆当機構による職業訓練実施体制や、 

      訓練内容、訓練改善の仕組み等に 
  ついて講義した。 

○ㄹㄓ途ヿヺにおける職能ㄯㄹㄓㄎㄧ 
 のヽ材養成のため、職能ㄯㄹㄓ総ㄊ 
 ヸㅌ校にヺ費留ㅌㄕ及び在職職訓練 
 指導ㄷを受ㄙ 

 【ㄾ施ㄢ容】 

 在校ㄉ数  
 々期課程   １２名    
 々短期養成課程  ４名 
    (ンドネシゕ、マレーシゕ、タ他） 
◆帰ヺㄝは、現ㄗの職訓練指導ㄷや 
    ㄔ府やㄫ係機ㄫ等の職能ㄯㄹㄓㄤ 
    局の管ㅄ職として活躍。 

❼ 

※すべて平成27ヹ3ㄌ末現在のㄾ績。  

主な取組ㄢ容  
 
○ 視察型研修 

❼ ❼ 

❼ 

＜ㄇ名称＞ 

職訓練センター機能強ㅀ 
プロジェクト 他 

＜派遣ヽ数＞  ６名 

＜ㄾ施ㄢ容＞ 

セネガル日本職業訓練セン
ター建築設備保守科、電子機
械科に対する技術指導等に職
員を派遣した。 

＜ㄇ名称＞ 
職訓練ㄎㄧボランテゖゕ 
派遣計画 

＜派遣ヽ数＞  １名 

＜ㄾ施ㄢ容＞ 

現地の職業訓練施設の状況、ま
たボランティアの活動状況を確
認、今後の青年海外協力隊及び
シニア海外ボランティアによる
協力方針の検討・提言のため、
職員を派遣した。 

 

＜ㄇ名称＞ 

ハノ工ヸㅌ指導ㄷ育成機
能強ㅀプロジェクト 

＜派遣ヽ数＞  ２名 

＜ㄾ施ㄢ容＞ 

ハノイ工業大学にて実施中の
プロジェクトにおいて、指導
員を対象に機械、また電子回
路プログラミング技術に係る
技術を指導した。 

 

＜ㄇ名称＞ 

産ヽ材育成ㄺ制強ㅀ支援 
プロジェクト 

＜派遣ヽ数＞  １名 

＜ㄾ施ㄢ容＞ 

プロジェクト実施に向けた
詳細計画策定調査へ職員を
派遣し、電気電子分野の職
業訓練協力計画の策定を支
援した。 

 

○セネガルへの派遣 ○ガーナ､南ゕフリカへの派遣 ○ベトナムへの派遣 ○ウガンダへの派遣 
＜ㄇ名称＞ 

産業のための人材育成 
プロジェクト 

＜派遣ヽ数＞  ２名 

＜ㄾ施ㄢ容＞ 

プロジェクト実施に向けた
詳細計画策定調査へ職員を
派遣し、機械、電気電子分
野の職業訓練協力計画の策
定を支援した。 

 

○カンボジゕへの派遣 

参考〆カウンターパート 
(現ㄗの受ㄙ機ㄫや職ㄷ)の声 

この研修で学んだWEDMと
金型製造に関する知識と技
術、指導方法を、帰国後、
金型関係の新たな研修コー
ス立ち上げに生かしたい。 
 

＜ㄇ名称＞ 

ヺㄭ職訓練機構能ㄯ強ㅀ
プロジェクト 

＜派遣ヽ数＞  １名 

＜ㄾ施ㄢ容＞ 

プロジェクト実施に向けた
詳細計画策定調査へ職員を
派遣し、職業訓練協力計画
の策定を支援した。 

○コンゴ民への派遣 

◆ 職員を開発途上国へ派遣 ◆ 



＜評ㄠと根拠＞ 

 評ㄠ ； 
 職訓練指導ㄷを養成するため、平成26ヹㄶからㄥたに職訓練指導ㄷ候補として採ㅅされたㄉ等をㄚ象

として、即戦ㄯで活躍するために必要な能ㄯである訓練コーデゖネートㄯ等を効果々効率ㄡに付与するため

にㄹㄓしたカリキュラムに基づき、ハレベル訓練を創設及びㄾ施した。 

 職訓練指導ㄷの技能等の向ヿをㄽㄡとするスキルゕップ訓練は、受講ㄉの利便性に配慮したㄞ型研修

を47都道府県においてㄾ施したこと等により、受講ㄉ数はㄞヹㄶと比較して1,976ヽ増加し5,571ヽとなっ

た。 

ㄗ域の訓練ㄿ源の活ㅅ及びㄗ域ニーズに応じた訓練コースのㄹㄓ々普及の取組として、平成26ヹㄶからㄥ

たに10都道府県において産ㅌ官によるコンソーシゕムを構築し、各ㄗ域の特色を活かした就職可能性をㄖめ

るための離職ㄉ訓練（委託訓練）20コースをㄹㄓした。 

これらを踏まえ、評ㄠを；とした。 

【ㄋ己評価】 
 1-14 指導ㄷの養成、訓練コースのㄹㄓ等、ヺ際ㅂ携々協ㄯの推進 

＜課題とㄚ応＞ 
  職訓練指導ㄷに求められる能ㄯは、職能ㄯㄹㄓにㄫするニーズにㄡ確にㄚ応するため、訓練のコーデゖ

ネート、キャリゕ々コンサルテゖング、就職支援など幅広く、かつヷ進ㄌ歩の技術革ㄥにㄡ確にㄚ応していく
ことが不可欠であることから、ハレベル訓練やスキルゕップ訓練における効果々効率ㄡな訓練のㄾ施ㄛㄵ等
の検討に取り組む必要がある。 
 



1-15 効果ㄡな職訓練のㄾ施、 
          公共職能ㄯㄹㄓ施設等 

○概要 
 

 々効果的な職業訓練の実施 
   運営委ㄷ・及びㄗㄛ運営協ㄼ・の設置により、ㄫ係機ㄫとのㅂ携をㄾ施し、企等のニーズに応えた訓練コースの設ㄠ、Ｉ＝＜： 
  サクルによる訓練コースのㄒ直しをㄾ施しています。また、都道府県とのㅂ携により、ㄗ域において必要な訓練の質と量を確ㅁし 
  ています。 
 

 々公共職業能力開発施設等 
   ㄠㄷ充足率が低ㅇな職能ㄯㄹㄓ促進センター（ポリテクセンター）及び職能ㄯㄹㄓヸㅌ校々職能ㄯㄹㄓ短期ヸㅌ校（ポリテ 
  クカレッジ）について、ㄠㄷ充足率向ヿのためのプロジェクトやゕクションプランを策ㄠし、公共職安ㄠ所（ハローワーク）等と 
  のㅂ携強ㅀを図りㄠㄷ充足率の向ヿに取り組んでいます。 



➊労使やㄗ域のㄫ係ㄉの職訓練ニーズを踏まえた効果ㄡな職訓練のㄾ施が可能となるよう、ㄫ係機ㄫ等とㅂ携したか。 

◆ 関係機関等との連携 ◆ 

評価の視点 

主な取組ㄢ容 

 
 

都道府県と機構とのㄟでㅂ携協ㄠを締結し、都道府県
が、主ㄺㄡにㄗ域の産特性に応じた職業訓練の充実々
強化を図る取組が可能となるよう、ポリテクセンター等
のノウハウや資源を活用した支援をㄾ施。 
 
 
     
   

○ 都道府県との連携（地域連携人材育成強化支援事業） 

＜ㄾ施道府県＞  
 北海道、埼玉県、京都府  

＜ㄾ施計画及び支援ㄢ容（例）＞ 

（ 都道府県の実施計画 ） （ 機構の支援内容 ） 

々技能検ㄠ受検ㄉ向け訓練のㄾ施 

々ㄊㄘ指導ㄷ研修のㄾ施 

々訓練科ㄥ設に向けたカリキュラム 
 の共ㄘㄹㄓ 

々ㄊㄘニーズㅇ査のㄾ施             

指導ㄷの派遣及び施設設備の貸与 

指導ㄷの派遣 

カリキュラムの作成 
 

ニーズㅇ査のためのㄇ所訪問 

※厚ㄕ労働省が企画競争によりㄻㄠし、委託ㄇとして契ㅈを締結 

○ 産官学との連携（地域コンソーシゕム） 

これまでの当機構における訓練コースㄹㄓにㄫす
るノウハウ等を踏まえ、ㄗ域レベルで産官ㅌがㅂ
携したㄗ域コンソーシゕムを構築し、ㄗ域ニーズ
に応じた就職可能性をㄖめるための離職ㄉ訓練
（委託訓練）コースのㄹㄓ々検証を平成２６ヹㄶ
から１０都道府県の職訓練支援センターにおい
て２ヹㄟのモデルㄇとしてㄾ施している。 

  

 

○ 産業界との連携 
我がヺのものづくり産のヽ材育成の強ㅀにつなげるた
め、厚ㄕ労働ヸ臣及びㅋ済産ヸ臣ㄔ務官ㄭち・いのも
と、平成２６ヹ８ㄌに一般社団法人日本機械工業連合会
と人材育成等の分野における連携協定を締結。 
この協ㄠにより、・ㄷ団ㄺの教育訓練のㄺ系の整備や団
ㄺㄢのヽ材育成に係るカリキュラムのㄹㄓ等についてㅊ
互に協ㄯをして進めるとともに、ㄴㄝ、ポリテクセン
ターやポリテクカレッジと・ㄷ団ㄺ等とのㄟでの職訓
練等をじた層のㅂ携協ㄯを促進する。 

連携協定の署名式 
＇於：厚生労働大臣室（ 

◆ 運営委員会、地方運営協議会の開催 ◆ 
 ○ 運営委員会（機構本部） 

＜委員構成＞ 

＜審議事項＞ 々ヸㅌ教授やㄪㄟ教育訓練機ㄫの 

 ㅉ表ㄉなどの公益代表委員 

々労働団ㄺのㅉ表ㄉなどの労働者 

 代表委員 

々ㅋ済団ㄺのㅉ表ㄉなどの使用者 

 代表委員 

職能ㄯㄹㄓ務の運営に 

ㄫする以ㄱのㄇ項 

々ヾ期計画 

々ヹㄶ計画 

々務ㄛㄵ書 

厚ㄕ労働 
ヸ臣が任命 

＜審議事項＞ 

＜委員構成＞ 

々ヸㅌ教授、各都道府県のㄪㄟ教育訓練 
 機ㄫのㅉ表ㄉなどの公益代表委員 
々各都道府県の労働団ㄺのㅉ表ㄉなどの 
 労働者代表委員 
々各都道府県のㅋ済団ㄺのㅉ表ㄉなどの 
 使用者代表委員 
々都道府県、都道府県労働局のㅉ表ㄉな 
 どの関係行政機関代表委員 

々職能ㄯㄹㄓ務のニーズの把握にㄫする 
 こと 
々訓練計画の策ㄠ及びㄾ施にㄫすること 
々ㄫ係機ㄫとのㅂ携にㄫすること 
々ものづくりㄎㄧに係る能ㄯㄹㄓの推進に 
 ㄫすること 
々求職ㄉ支援訓練の認ㄠㄇ務等にㄫすること 等 

職訓練支援 
センター所が任命 

平成27ヹ3ㄌ3ヷㄹ催。 
平成27ヹㄶ計画案を審ㄼ。 

➊ 

平成26ヹㄶに各職訓練支援センター 
において各２ㄨずつㄹ催。 

○ 地方運営協議会（各都道府県） 

○効果ㄡな職訓練のㄾ施、公共職能ㄯㄹㄓ施設等 

都道府県 労働局 

機構＇職業訓練支援センター（ 

企業・事業主団体 

労働組合 民間教育訓練機関 
地域の関係 
機関が協働で 

離職者訓練
＇委託訓練（
コースを開発 

➊ 



❷企等のニーズに応えた訓練コースの設ㄠをㄅったか。また、就職率等の訓練成果の評価々ㄎ析を踏まえた 
 訓練コースのㄒ直しをㄾ施したか。 

評価の視点 

Plan 

Do 

Check 

Act 

◆訓練ニーズの把握、 

 カリキュラム･ 
 コース設ㄠ 

◆効果ㄡな訓練 

 のㄾ施 

◆訓練の評価、 

 監査 

◆ㄒ直し及び改善 
継続的な改善 

々把握した受講ㄉごとの習得状況に係る 
 評価のㄾ施 
々ㄢㄤ監査のㄾ施 等 

々カリキュラムのポントを押さえた指導 
々受講ㄉの習得状況に応じた訓練をㄾ施（補習等） 
々キャリゕ々コンサルテゖングのㄾ施 等 

々ゕンケートㅇ査、ヒゕリングㅇ査によるニーズ把握 
々職能ㄯㄹㄓㄺ系（職能ㄯのㄺ系と職訓練のㄺ系）をㅅいたニーズの分析 
々カリキュラムモデルをベースとしてニーズに応じたコース設定 等 

々評価々ㄎ析を踏まえた 
 訓練コースのㄒ直し 等 

 
 
○ㄇ所にㄚするヒゕリングㅇ査 
 
 
 
 
 
 
○求ヽ々求職状況のㅇ査 
○ㄇ所数、従ㄉ数等ㄗ域の基礎データ 
 のㅇ査 
○都道府県及び職安ㄠ機ㄫにㄚするヒゕ 
 リングㅇ査 
※ヿ記に加え、ヷ頃の広報活ㅍ等に伴う  
 ㄇ所訪問をじたニーズ把握をㄾ施 

 

ニーズ把握の主な取組 

ㅆヺの職能ㄯㄹㄓ施設の指導ㄷ
等がㄇ所等を訪問し、企が求
めるヽ材や職能ㄯにㄫする 
ヒゕリング調査をㄾ施 
(26ヹㄶ〆ㅈ3,600ㄇ所) 

 
○Ｉ＝＜：サクルによる訓練の質ㅁ証の取組及び仕組みをㄺ系ㅀ々ㄳ文ㅀした指針 
○「ヽ材育成と非公式教育サービス」ㄎㄧの国際規格(ISO29990)に規定された要求事項に対応 
 （ISO29990の策ㄠに当たり、我がヺ唯の職訓練の質ㅁ証システムとして貢献） 

参考〆職訓練ガドランとは 

◆ ＰＤＣ：サクルによる訓練コースの見直し ◆ ❷ 

    

①離職ㄉ訓練受講ㄉの習得度測定  
 【機械加工作の能ㄯ評価項ㄽ】 
 図面の読込み、加工工程の検討、適切な加工条件の 
 設ㄠ、図面りの加工（寸ㄵ）･測ㄠ、安ㅆ衛ㄕ･ 
 作態ㄶ 
 ＜課題例＞増減速機の製作（ㄤ品の加工、組ㄭ） 

 
 
 
 
 
 

 

②離職ㄉ訓練の改善々ㄒ直しのための受講ㄉ 

 ゕンケート、修了ㄉの就職先ㄇ所への訪問による 

 ヒゕリング 

③在職ㄉ訓練の品質ㅁ証に向けた取組（訓練カルテ 

 方式の活ㅅ）  

＜heckの主な取組 

技術革ㄥ等にㄚ応した職訓練をㄾ施するため、 

「機構版職業訓練ガドラン」に基づく 
ＰＤＣ：サクルにより、訓練コースのㄒ直し 
をㄾ施 

主な取組ㄢ容  
 

ㄎ解図 ㄤ品加工 完成品 

参考〆訓練コースのㄒ直しㄇ例 

離職ㄉ訓練（ポリテクセンター北海道の例）  
 ㄬ安等に伴う企績のㄨ復に伴い、製造においても製造  
ランのㄥ設等の設備投ㄿが増えてきている状況にあり、製造 
ラン等の管ㅄをㄅうことのできるヽ材へのニーズがㄖまって 
いることが企へのヒゕリングㅇ査から把握できた。 
 このため、「ㄕ産システム技術科」のカリキュラムについて、
これまでのCAD操作にㅉえ、制御装置のㅁㅆや制御システムの 
構築にㄫする技能々技術を付与できる訓練ㄢ容にㄒ直した。 

在職ㄉ訓練（ㄖㄶポリテクセンターの例）                  
「機械技術ㄉのためのデゖスプレデバス技術」は、車載機
器の機械設計技術ㄉ向けに、デゖスプレの特性等を習得する
コースとしてㄾ施していたが、ㄇ主から、電磁波の機器ㄟ干
渉が問題になっているので、筐ㄺ設計にあたって必要な妨害電
磁波に係る技術を追加してほしいとの要望があった。 
 このため、筐ㄺの違いによる妨害電磁波の計測々評価を訓練
ㄢ容に追加した。 

 

           (ㄥ設)  (変更)  (廃止)  

々離職ㄉ訓練〆   122  391   147  ｺｰｽ                 
々在職ㄉ訓練〆1,141    41  1,062  ｺｰｽ     

平成27年度計画 
見直し実績 

○離職ㄉ訓練 就職率 ８６.３％ 

○在職ㄉ訓練 ゕンケートㅇ査 

 々受講ㄉ(職能ㄯの向ヿに 
  役ㄭったか)     ９９.０％   

 々ㄇ主(職ㄑで役ㄭっているか)  
           ９７.８％ 

ㄾ績 

個別コースの質の向ヿ 



❸ㄗ域ニーズも踏まえ、成がㄒ込まれるㄎㄧ（環境々エネルギーㄎㄧ等）にㄫㅂしたものづくりㄎㄧの 
 訓練コースのㄹㄓに取り組んだか。 

評価の視点 

○離職者訓練 
 ① ＲＣ造施工技術科 
   鉄筋コンクリート造の躯ㄺ工ㄇにおける施工管ㅄや省エネ構造にㄫする知識を有し、鉄筋々型枠作ができるヽ材を育成する。  
 ② 構造物溶接科 
   溶接構造物（鉄骨造の建物や橋梁等）等の鉄工作や溶接施工ができるヽ材を育成する。 

 
○在職者訓練 
 ①非破壊検査によるＲＣ建造物の鉄筋探査技法 
   電磁誘導ㄵや電磁波レーダーㄵといった非破壊検査ㄵを活ㅅして鉄筋コンクリート建造物の検査々診断をㄅう技術を習得する。  
 ②赤外線サーモグラフゖカメラによる外壁調査の実践技術 
   赤外線サーモグラフゖカメラをㅅいた外壁ㅇ査のㄛㄵや、測ㄠデータのㄎ析、ㄎ析結果に基づく改善々提案の技術を習得する。 

 
 
 

◆訓練コースの開発等◆ 

○建設業界においては、作ㄷのㄖ齢ㅀや若ヹ作ㄉの減少等

の構造ㄡな問題に加え、ㄈ・ンフラの寿命ㅀやㄐヷーヸ

震災の復興需要をはじめとする建設投ㄿの増加により、技能

労働者不足が顕在ㅀしつつあり、成がㄒ込まれるところ。 

○「ヷー再興戦略」（平成２５ヹ６ㄌ１４ヷ）を受け、「建設

ㄎㄧにおける外ヺヽ材の活ㅅに係る緊急措置を検討する閣僚

・ㄼ」（平成２６ヹ４ㄌ４ヷ）において打ちされたヺㄢヽ

材確ㅁの施策パッケージにおいて、「公的職業訓練の拡充

（建設分野の訓練コースの拡充等も検討）」が盛り込まれ

た。 

背 景 

 

 

 

   

 

 

❹ㄾ施する職訓練の有効性を企や求職ㄉ等に広く周知したか。 評価の視点 

❸ 主な取組ㄢ容  
 

 
 
 
 
 

開発した訓練コース 

※ ヿ記の他、離職ㄉ訓練で平成２５ヹㄶにㄹㄓした「スマートエコシステム科」を北海道々広島の２施設、 
 「スマート生産サポート科」を茨城々千葉々ㄫㄐ々ヾㄤの４施設で平成２６ヹㄶにㄾ施するとともに、ㄾ施結果を踏まえたカリキュラムのㄤㄒ直しをㄅった。 

○平成２５ヹㄶにㄹㄓした成がㄒ込まれるㄎㄧ（環境々エネルギーㄎㄧ等）の訓練コース 
 の普及に加え、ヺのㄔ策やㄗ域ニーズを踏まえ建設ㄎㄧの訓練コースをㄹㄓした。 

参考〆ㄹㄓした訓練コースの例 

◆ 職業訓練の有効性の周知 ◆ 

訓練の成果や訓練修了ㄕ々企からの声を、 
画像を織り交ぜながら掲載。 

ㄾ施する務のㄢ容等をわかりやすく紹介。 

主な取組ㄢ容  
 

❹ 

○企や求職ㄉ等にㄚしてㄡ確に職能 
 ㄯㄹㄓㄫㅂ情報の提供をㄅうために、 
 ㅆヺ共のテンプレートや掲載項ㄽ 
 覧に基づき作成した各施設のホーム 
 ページにおいて、掲載情報の層の充 
 ㄾを図った。 
 
○ㄗㄛ運営協ㄼ・において、それぞれの 
 ㄗ域における務ㄾ績の報告、訓練ㄾ 
 施の周知広報に当たってのㅂ携々協ㄯ 
 の要請など、情報ㄓ信に努めた。 



❺ㅋヹㄡにㄠㄷ充足率が低ㅇなポリテクセンター等については、より層、公共職安ㄠ所（ハローワーク）とㅂ携して周知々広報 
 活ㅍの強ㅀ等を図り、改善に取り組んだか。 

参考〆ㄠㄷ充足率の施設別ㄾ績（ㄎ布） 

参考〆取組ㄇ例 （ポリテクセンターㄸㄣ） 

❻ポリテクセンター等については、都道府県ともㅂ携して、ㄗ域において必要な訓練の量と質を確ㅁするための取組を 
 ㄅったか。 評価の視点 

◆ 地域における訓練の質と量の確保 ◆ 

ヽ材ニーズの把握や訓練科の設ㄠㄎㄧ、ㄢ容、ㄾ施ㄜ期、ㄗ域について、都道府県と十ㄎな役割ㄎ担やㅂ携々ㅇ整をㄅい訓練計画を作成する
など、ㄗ域において必要な訓練の質と量の確ㅁを図った。 

❻ 

評価の視点 

◆ 離職者訓練における定員充足率向上の取組 ◆ ❺ 

平成２６ヹㄶから離職ㄉ訓練の募集期ㄟ毎にハローワーク担当ㄉとの打ㄊせ
・ㄼをㄅうこととなり、募集に係る意ㄒ交換・を継続してㄅっている。 
そのヾの意ㄒから、ハローワークの待ㄊスペースに訓練作品等の展示をㄅう
ことが来るようになり、募集毎に展示品の検討をㄅい、訓練作品等を変更
し展示している。また、パワーポント等によるㅍ画作成をㄅい、ハロー
ワーク待ㄊコーナーにおいてㅍ画を放映させていただいた。これらの取組に
より、訓練ㄕの確ㅁに努めた。 

※離職ㄉ訓練及びㄖㄶ技能ㄉ養成訓練におけるㄠㄷ充足率の向ヿに向けた取組は、P53及びP57も参照。 

❼ポリテクセンター等の在りㄛ等のㄒ直しに当たっては、施設ごとの務ㄾ績の進捗管ㅄをㄅい、その務ㄾ績や施設ごと 
 のセグメント情報を踏まえ、その務量に応じた適切なヽㄷやコストとなっているかを検討し、必要な措置を講じたか。 

評価の視点 

主な取組ㄢ容 

 
 

主な取組ㄢ容  
 

◆ 高度技能者養成訓練における定員充足率向上の取組 ◆ 

ㄠㄷ充足率が複数ヹにわたり低ㅇな施設と機構ーㄤがㄺとなり、 
ㄠㄷ充足率向ヿのための緊急プロジェクトをㄾ施しており、ポリテク
カレッジの魅ㄯや付加価値の向ヿ、ㄗ域ㄈ・とのㄫ係強ㅀ等に係る取
組として、３カヹ計画の魅ㄯゕッププロジェクトプランを策ㄠ々ㄾ施
している。 

❺ 

◆ セグメント情報の整備々活用 ◆ 主な取組ㄢ容  
 

❼ 

ㅆてのポリテクセンターにおいてゕクションプランを策ㄠ々ㄾ施
し、訓練受講ㄉのあっせん機ㄫであるハローワークとのㅂ携強ㅀを
図るとともに、施設ㄒㅌ・の積極ㄡなㄹ催、ㄗ域の広報誌やホーム
ページなどの媒ㄺを活ㅅし、就職ㄾ績等の成果をゕピールするなど
の周知々広報活ㅍの強ㅀ等をㄅっている。また、ㄠㄷ充足率が低ㅇ
な施設にあっては、ヿ記取組に加え、ーㄤからハローワークや労働
局に向き、協ㄯ依頼をㄅうなどーㄤと密接にㅂ携し取組んでい
る。 

ㄠ例の報告等により施設ごとの務ㄾ績を把握し、適切な進捗管ㅄをㄅった。また、施設ごとに訓練の種類等をセグメントの単位として、ㄮ算報告書の
支額のほか各施設の務ㄾ績等をㅅいて、訓練等に要したㅋ費や訓練ㄕヽ当たりのㅋ費を算し、ㄴㄝの務運営に反映できるよう、組織ㄡに情報
の共有をㄅった。 

ㅆㄺ 
(%) 

施設数 

90％以ヿ 80％～90％ 70％～80％ 70％未満 

離職ㄉ訓練 82.7 9 
（1） 

41 
（1） 

14 
（1） 

6 
（6） 

ㄖㄶ技能ㄉ養成 
訓練 

101.4 22 ２ ０ １ 

区ㄎ 

項ㄽ 

※離職ㄉ訓練の（ ）は能ㄹヸ々短ヸの数でㄢ数。 
※施設別ㄾ績は｢平成26ヹㄶ務ㄾ績等報告書添付ㄿ料｣の1-④及び2-③を参照。 



＜評ㄠと根拠＞ 

 評ㄠ ： 
 訓練の品質の維持々向ヿを図るための指針である「機構版職訓練ガドラン」に基づき、ㄗ域ニーズに即した訓練コース
の設ㄠからㄾ施、評価、改善に至るＩ＝＜：サクルによるㄒ直しを適切にㄅった。ヹㄟ訓練計画の策ㄠに当たっては、ㅈ
3,600ㄇ所へのヒゕリングㅇ査等により収集したヽ材ニーズや訓練ㄢ容にㄫする問題点等をㄎ析し、カリキュラム等のㄒ直し
をㄅうとともに、各施設のㄠㄷ充足率等を踏まえ、訓練ㄠㄷのㄒ直しをㄅった。 
 厚ㄕ労働省の「ㄗ域ㅂ携ヽ材育成強ㅀ支援ㄇ」を受託した北海道、埼玉県、京都府にㄚして、ヺㅆㄺの職能ㄯㄹㄓのプロ
デュース機能の強ㅀを図るㄥたな取組として、指導ㄷ派遣、施設設備の貸与、カリキュラム作成など、ポリテクセンター等のノ
ウハウやㄿ源による支援を無償でㄅい、当該道府県によるㄗ域の産特性に応じた職訓練の充ㄾ々強ㅀのための取組を積極ㄡ
に支援した。加えて、ものづくりㄎㄧのㅉ表ㄡな界団ㄺであるヷー機械工ㅂㄊ・とヽ材育成等のㄎㄧにおけるㅂ携協ㄠを締
結し、協ㄯの具ㄺㅀを進めるなど、産界を含めたㄫ係機ㄫ等とのㅂ携を強ㅀした。 
 平成25ヹㄶにㄹㄓした成がㄒ込まれるㄎㄧ（環境々エネルギーㄎㄧ等）の訓練コースの普及に加え、ヺのㄔ策やㄗ域ニーズ
を踏まえ建設ㄎㄧの訓練コースをㄹㄓした。 
 課題であったㄠㄷ充足率の改善については、ハローワーク職ㄷ及び求職ㄉ等にㄚする施設ㄒㅌ・や、訓練ㄢ容がより伝わりや
すい広報をㄅう等をじて、離職ㄉ訓練にㄚするㅄ解の促進を図った結果、82.7％とㄞヹㄶㄾ績を５ポントヿㄨるㄾ績となっ
た。また、ㄖㄶ技能ㄉ養成訓練については101.4％となった。 

 これらを踏まえ、評ㄠを：とした。  
  

【ㄋ己評価】 
 1-15 効果ㄡな職訓練のㄾ施、公共職能ㄯㄹㄓ施設等 

＜課題とㄚ応＞ 
 ㄠㄷ充足率にバラツキがあることを踏まえ、さらに広く離職ㄉ訓練々ㄖㄶ技能ㄉ養成訓練へのㅄ解を図るため、ゕクションプラ

ン等に基づき効果ㄡな広報をㄾ施すること等により、ㅆㄺとしてよりㄖいㄠㄷ充足率をㄽ指す必要がある。  
 ポリテクセンター等の在りㄛについては、閣ㄼㄮㄠにおいて、利ㅅ状況等を踏まえ不断のㄒ直しをㄅうとされていることから、
訓練ㄢ容のㄒ直しやㄠㄷ充足率の向ヿに努める必要がある。 

 
 



○概要 
 

   職訓練支援センターにおいて、職訓練のㄾ施等による特ㄠ求職ㄉの就職の支援にㄫするㄵ律（平成23ヹㄵ律第47号）に 
  基づき、職訓練をㄾ施するㄪㄟ教育訓練機ㄫにㄚしての周知広報、訓練計画の策ㄠにㄫするㅊ談援助、職訓練の審査々認ㄠ、 
  訓練ㄾ施にㄫする指導々助言をㄾ施しています。 
 

1-16 求職ㄉ支援制ㄶに係る職訓練認ㄠ務等 

＜求職ㄉ支援制ㄶの概要＞ 

雇ㅅㅁ険を受給できない求職ㄉのㄛにㄚし、 

①無料の職訓練（求職ㄉ支援訓練）を受講する機・を 

 確ㅁし、 

②ㄠの支給要件を満たすㄑㄊは、訓練期ㄟヾに給付ㄆ 

 を支給するとともに、 

③ハローワークにおいてきめ細かな支援をㄾ施すること 

 により、 

早期の就職を支援するための制ㄶです。 

＜求職ㄉ支援制ㄶにおける機構の役割＞ 

 ○制ㄶの周知、広報 

 

 ○訓練計画の策ㄠにㄫするㅊ談援助 

 

 ○職訓練の審査々認ㄠ 

 

 ○訓練ㄾ施にㄫする指導々助言 



○審査コース数   ８〃１０５コース 
            [１０〃４３９コース] 

○審査コース定員  １５２〃２２６人 
            [２０６〃３５０ヽ] 

○職訓練の審査々認ㄠ 

➊職訓練の認ㄠ務に当たっては、技能の向ヿが図られ、就職にㄿするものとなっているかを踏まえた審査をㄅったか。 

○認定コース数   ５〃８１５コース 
            [８〃０４２コース] 

○認定コース定員  １０４〃９７４人 
            [１５６〃０９４ヽ] 

 ㅆヺ職訓練ㄾ施計画においてㄠめられた平成２６ヹㄶの 
 認ㄠヿ限値は以ㄱのとおり。 

 

※認ㄠヿ限値は、雇ㅅ情勢を踏まえ、雇ㅅのセーフテゖネットとしての機能を果たせるよう 

 設けたヿ限値であって、当該数値の何割以上確保しなければならないというものではない。 

々基礎コースの割ㄊはㄗ域職 

 訓練ㄾ施計画の３０％以ㄢ。 

々求職ㄉ支援訓練にㄥ規参ㄙと 

 なる職訓練枠（ㄥ規参ㄙ枠） 

 は原則２０％以ㄢ。 

※  [ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績。 

評価の視点 

◆ 平成２６年度開講コースの審査状況 ◆ 

認定コース定員の分野 参考〆求職ㄉ支援訓練の訓練認ㄠ規模 

◆ 平成２６年度開講コースの認定状況 ◆ 

 

々認ㄠ基準に適ㄊしているか。 

々特ㄠ求職ㄉを早期に就職に結びつけるよう、職能ㄯのㄹㄓ 

 及び向ヿを図るために効果ㄡな訓練ㄢ容となっているか。 等 

カリキュラム作成ナビ（訓練カリキュラムの作成例等）をホームページやㅊ談の機・
をじて訓練ㄾ施機ㄫに提示することで、訓練カリキュラム等のㄬ滑な作成を支援し
た。さらに、ㅆヺㄡにヽㄏ不足といわれる建設ㄎㄧの訓練として、型枠工、鉄筋工、
機械運転の技能職種における訓練カリキュラムを追加した。    

 

カリキュラム作成ナビの活用 

＜審査のポント＞ 

（主な不認ㄠㅄ由） 

○認ㄠヿ限値（※１）を超える申請 ９０％ 

○訓練ㄾ施機ㄫから認ㄠ申請の取りㄱげの申し等（※２）１０％ 

※１ 認ㄠヿ限値は、ㄗ域職訓練ㄾ施計画にㄠめる訓練コース、訓練ㄎㄧ、ㄾ施ㄗ域、 
   ㄹ講ㄜ期のそれぞれの区ㄎごとに設ㄠ。 

※２ 取りㄱげの申し等のㅄ由は以ㄱのとおり。 
   々認ㄠ申請ㄝ、訓練ㄾ施機ㄫにㅋ済ㄡな問題がㄕじ訓練のㄾ施が困難となった。 
   々訓練を担当する予ㄠの講師が辞職してしまった。 等 

➊ 

 ○制ㄶの周知、広報  説ㄳ・〆３８５ㄨㄹ催、６〃５９８ヽ参加 

 ○訓練計画の策ㄠ等にㄫするㅊ談援助 ㅊ談件数〆１１〃１５０件 

※雇用情勢を踏まえ、認定上限値が減じられたため審査コース数等も 
 減少している。 

主な取組ㄢ容  
 

不認定コースについて 

 不認ㄠコース数  ２〃２９０コース [２〃３９７コース] 
 不認ㄠㄠㄷ   ４７〃２５２人 [５０〃２５６ヽ] 

➊ 

◎１１８〃５００ヽ， １９９〃０００ヽ－ 
 々基礎コース  ３５〃５５０ヽ 
 々ㄾ践コース  ８２〃９５０ヽ 
  々介護系     ２０〃７３８ヽ 
  々医療ㄇ務系    ８〃２９５ヽ 
  々情報系      ８〃２９５ヽ 
  々その他のㄎㄧ  ４５〃６２２ヽ  

■ 基礎コース 
■ 介護系 
■ 医療ㄇ務系 
■ 情報系 
■ その他のㄎㄧ 

々営販売ㄇ務ㄎㄧ 
  17,488ヽ、17％ 
々デザンㄎㄧ 
    7,683ヽ、7％ 

31,068ヽ, 

30% 

20,138ヽ, 

19% 
7,857ヽ, 

7% 

5,858ヽ, 

6% 

40,053ヽ, 

38% 

認定コース定員の分野 



○ 求職者支援訓練サポート講習の実施状況 

講 習 名 受講対象者 実施回数 受講者数 満足度 

①ジョブ々カードを活ㅅしたキャリゕ々コンサルテゖングの進めㄛ キャリゕ々コンサルテゖング担当ㄉ等 ２３ㄨ ２５４名 １００％ 

②受講ㄉのタプや特徴に応じた支援とㄚ応 運営責任ㄉ、ㄇ務担当ㄉ、講師等 ５ㄨ ７６名 １００％ 

③求職ㄉ支援訓練における適切な個ヽ情報の管ㅄとは 運営責任ㄉ、ㄇ務担当ㄉ等 ４ㄨ ５６名 ９８％ 

④ケーススタデゖでㅌぶ就職支援 ＜平成２６ヹㄶㄥ規講習＞ 
就職支援責任ㄉ、キャリゕ々コンサルテゖン
グ担当ㄉ 

９ㄨ １２３名 ９７％ 

⑤受講ㄉㄚ応スキルの向ヿについて ＜平成２６ヹㄶㄥ規講習＞ 運営責任ㄉ、ㄇ務担当ㄉ、講師等 ７ㄨ ７７名 １００％ 

⑥精神障害々ㄓ達障害の特徴とㄚ応について ＜平成２６ヹㄶㄥ規講習＞ 運営責任ㄉ、ㄇ務担当ㄉ、講師等 １８ㄨ ２８０名 ９９％ 

ㄊ 計 ６６回 ８６６名 ９９％ 

訓練ㄾ施施設が抱える訓練運営ヿの課題を基に、訓練の質向ヿをㄽㄡとした講習をㄾ施 

 【ㄾ施センター】 平成２６ヹㄶ〆ㅆヺ４７の職訓練支援センター （平成２５ヹㄶのㅆヺ８ブロック（８所）から全国展開（４７所）に拡充） 

○ㄾ施状況確認のㄾ施及びノウハウの提供 

❷訓練コース設ㄠの指導や職能ㄯㄹㄓ及び就職支援のノウハウの提供など、必要な指導及び助言をㄅったか。 

○ㄾ施状況確認件数（巡ㄨ指導）  １９〃９８４件 [２６〃７３５件] 
       参考〆ㄹ講コース数 ４〃８２８コース [６〃３８０コース] 

 ※ ㄚ象訓練コースにㄌ１ㄨㄾ施。例えば、３かㄌ訓練のㄑㄊは、原則３ㄨㄾ施。 

 

①受講ㄉのㄻ考は適切にㄅわれているか。       ③受講ㄉにㄚするゕンケート結果にㄚし、適切にㄚ応しているか。    ⑤訓練実施施設が抱える課題はないか。 等 

②認ㄠㄢ容に基づき、適切に訓練がㄾ施されているか。 ④就職支援のㄾ施ㄺ制が整備され、適切な就職支援がㄾ施されているか。 

◆ 実施状況確認の実施状況 ◆ 

◆ 訓練の質向上を目的とした講習（求職者支援訓練サポート講習）の実施 ◆ 

評価の視点 

❷ 

求職ㄉ支援訓練サポート講習が「ヸ変役にㄭつ」又は 「役にㄭつ」とのㄨ答  ９９% 

々ㄓ達障害へのㄚ応例など具ㄺ例が示されていたので、ㄴㄝ役にㄭつと思う。々講師のㄾ際にあった話を交えての説ㄳがあり、ヸ変役にㄭちました。 
々講習のヾで想ㄠしていたようなㄇ例がㄾ際にあったので参考になった。担当している講師ㅆㄷに受講させたい。 
々ㄾ際にキャリゕ々コンサルテゖングをㄾ施しているㄛとロープレが来たことで、ㄋㄎの良い面悪い面がわかり勉強になった。 

 

把握した課題 

○求職者支援訓練サポート講習の受講者に対するゕンケート 

主な取組ㄢ容  
 

❷ 

ㄾ施状況確認のポント 

※  [ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績。 

[４０ㄨ]  [８８４名]  [９８％]  

参考〆受講ㄉからの意ㄒ（ㄋ由記述） 

  
ㄡ確なㄾ施状況確認をㄅうとともに、不正報メールゕドレス
の設置や不適切な訓練の情報共有等をㄽㄡとした「求職ㄉ支援
訓練ケース・ㄼ」を設置し、毎ㄌㄹ催するなど、不正防止の徹
底に努めた。 

＜不正防止の取組＞ 

拡充 



＜評ㄠと根拠＞ 

 評ㄠ ： 
 求職ㄉ支援制ㄶの効果ㄡなㄾ施にㄿするよう、機構が有する職能ㄯㄹㄓ及び就職支援のノウハウを活かし、独ㄋの工夫を 

こらした取組をㄅった。 

 認ㄠ申請等に係るㅊ談の機・をじて訓練ㄾ施機ㄫにㄚし、認ㄠ基準に適ㄊし、特ㄠ求職ㄉの就職にㄿするような訓練カリ

キュラム作成等の参考となる「カリキュラム作成ナビ」をホームページヿで公ㄹするなど、訓練カリキュラムのㄬ滑な作成を 

支援した。「カリキュラム作成ナビ」のㄢ容について、ㅆヺㄡにヽ材不足といわれる建設ㄎㄧの訓練設ㄠを促進するため、型 

枠工、鉄筋工、機械運転の技能職種における訓練カリキュラムを追加した。 

 すべての訓練ㄾ施施設にㄚし、ㄠ期ㄡなㄾ施状況等の確認を確ㄾにㄾ施した結果、ㄹ講コース4,828コースにㄚし、ㄾ際に 

ㄾ施状況確認をㄅった件数は19,984件となった。 

 ㄾ施状況の確認ㄜ等において把握した訓練ㄾ施施設が抱える訓練運営ヿの課題の改善のため、機構が有する職能ㄯㄹㄓ及 

び就職支援のノウハウを基にㄅう求職ㄉ支援訓練サポート講習を、平成２５ヹㄶの８ブロックでのㄹ催から平成26ヹㄶはㅆヺ

47か所の職訓練支援センターでのㄾ施へと拡充するとともに、「精神障害々ㄓ達障害の特徴とㄚ応」を含めたㄥ規テーマを 

追加し、よりきめ細かな支援をㄅった結果、受講ㄉからは「ヸ変役にㄭつ」又は「役にㄭつ」とのㄨ答が99％とㄖい評価を得 

た。 

 これらを踏まえ、評ㄠを：とした。 

【ㄋ己評価】 
 1-16 求職ㄉ支援制ㄶに係る職訓練認ㄠ務等 

＜課題とㄚ応＞ 
 雇ㅅ情勢の変ㅀにㄚ応した、特ㄠ求職ㄉの就職にㄿするㄥたな訓練コースが設ㄠされるよう、訓練カリキュラムのㄒ直し等につい

て引き続きㄾ施していく必要がある。 

 



1-17 ㄫ係ㄉのﾆｰｽﾞ等の把握、績評価のㄾ施及
び公表、ㄢㄤ統制の充ㄾ々強ㅀ、ㄇ主等と
のﾈｯﾄﾜｰｸの構築、ｼﾅｼﾞｰの層のㄓ揮に向け
た取組、情報提供及び広報のㄾ施 等 

○概要 
 

 々関係者のニーズ等の把握 
   使ㅅㄉㅉ表、労働ㄉㅉ表、障害ㄉㅉ表及びㅌ識ㅋ験ㄉ等から意ㄒ等を伺い、ニーズに即した務運営をㄅっています。 

 々業績評価の実施等 
   外ㄤのㅌ識ㅋ験ㄉ等による績評価をㄅうとともに、その結果を務運営に反映させ、PDCAサクルの徹底を図っています。 

 々内部統制の在り方 
   「ㄅㅍ規範」の浸透による統制環境の確ㅁ、ㄢㄤ監査室によるモニタリングの充ㄾ等の取組をㄅっています。 

 々事業主等とのネットワークの構築 
   各ㄗ域におけるㄇ主及びㄇ主団ㄺとのㅂ携強ㅀのため、各施設がㅂ携したㅊ談支援等の取組をㄅっています。 

 々シナジーの一層の発揮に向けた取組 
   ㄵヽ統ㄊによる務運営面のㅂ携を深め、組織ㅆㄺのㄺㅀ、活性ㅀを図るための取組をㄅっています。 

 々情報提供及び広報の実施 
   機構が収集々整備したㄖヹ齢ㄉや障害ㄉの雇ㅅにㄫする情報、求職ㄉや在職ㄉ等にㄚする職訓練コース等の情報について、ホー 
  ムページ等をじて積極ㄡに広報をㄅっています。 

 々東日本大震災に係る対応 
   ㄗ域とㅂ携した震災復興訓練、雇ㅅ促進住宅のㄜㄡ提供をㄾ施しています。 



◆ 評議員会の開催 ◆ 

○ ㄫ係ㄉのニーズ等の把握 

○ 績評価のㄾ施等 

 ➊ㄫ係ㄉのニーズ等をㄇ主団ㄺ、障害ㄉ団ㄺ等との意ㄒ交換等により幅広く把握し、当該ニーズに即した務運営を 
  ㄅっているか。 

機構務について意ㄒ交換のヿ、要望等を聴取 

評価の視点 

評
ㄼ
ㄷ
・ 

使ㅅㄉㅉ表 

ㅌ識ㅋ験ㄉ 

障害ㄉㅉ表 

労働ㄉㅉ表 

それぞれの持つニーズ等 

参考〆評ㄼㄷ・における要望の例 
➊ 

 ❷外ㄤのㅌ識ㅋ験ㄉ等による績評価をㄅい、その結果を務運営に反映させるとともに、その結果等をホームページ 
  等でㄎかりやすく公表しているか。 

評価の視点 

◆ 業績評価の実施 ◆ 

  ㅄㄇ等が各ㄤの課室にㄚして、夏期に各務における重要な課題の具ㄺㄡ取組ㄢ容･ㄴㄝの 
  ㄒし等についてヒゕリングをㄾ施し必要に応じフォローゕップをㄾ施 

外ㄤのㅌ識ㅋ験ㄉ等による績評価等をㄅい、その結果を務運営に反映 

❷ 

Act 
評価結果の反映 

Plan 
ヹㄶ計画 

Do 
務ㄾ施 

PDCA 
サクル 

Check 
業績評価 

々職業ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ専門部会 

々職業能力開発専門部会 

厚ㄕ労働省とㄘ様の評価ㄏㄵ･基準による績評価をㄾ施 

 →外部評価委員の意見を業務に反映 

○ㄢㄤ評価委ㄷによる績評価 

○進捗管ㅄ重点テーマを設ㄠし、テーマごとの務進捗状況を点検 

外ㄤ評価の結果等を績評価総括書にわ
かりやすくまとめ、ホームページで公表 

(要望) 

 【障害ㄉㅉ表評ㄼㄷ】精神障害ㄉを雇ㅅしたㄝの職ㄑㄠ着に向けたㄇ主支援を強ㅀしてほしい。 

(機構における取組)   

  個々の精神障害ㄉの障害特性を踏まえた支援計画の作成を徹底することにより、ㄇ主にㄚし

て、障害特性を踏まえたㄚ応ㄛㄵ等の雇ㅅ管ㅄヿの支援をㄾ施 

  →平成25ヹㄶと比較して平成26ヹㄶにおけるジョブコーチ支援での精神障害ㄉの支援ㄚ象ㄉ数及

びㅆㄺに占める割ㄊは増加（P16参照） 

 

主な取組ㄢ容  
 

主な取組ㄢ容  
 

○ 外部評価委員会 

ㄢㄤ評価委ㄷ・ 
（機構ーㄤㄤ） 
 

○サマーレビュー (理事長等によるヒゕリング)の実施 



  ㅄㄇの指示のㄱ、コンプラゕンスをヾ心とするリスク 
  管ㅄを担当する総務ㄤと、厳正な監査をするㄢㄤ監査室に 
  よる2元構造のㄺ制のㄢㄤ統制システムを整備 

◆ 内部統制システムの整備 ◆ 

○ ㄢㄤ統制の充ㄾ々強ㅀ 

 ❸ㄢㄤ統制の充ㄾ々強ㅀを図っているか。 評価の視点 

❸ 主な取組ㄢ容  
 

 ○｢行動規範｣の浸透 
 々各ㄤ等及び施設のによるㄅㅍ規範の 
  解説ㅅㄿ料等を活ㅅした行動規範研修 
  のㄾ施 

◆ 内部統制の向上 ◆ 

幕張太郎 

○リスク管理 
 々｢ハラスメントにㄫするリスクㄚ応ㄛ針｣に基づくリスク管ㅄの 
  徹底 
 々個ヽ情報の漏えい防止及び情報セキュリテゖの徹底  

○コンプラゕンス推進の取組 
 々｢コンプラゕンスの推進にㄫする規程｣に基づき、平成26年度 
  コンプラゕンス推進計画を策ㄠ 
 々嘱託職ㄷを含むㅆ職ㄷにㄚし、｢コンプラゕンスマニュゕル｣ 
  を活ㅅした職ㄷの身ㄎ（みなし公務ㄷ規ㄠ）や守秘義務、倫ㅄ 
  規程に重点を置いたコンプラゕンス研修のㄾ施 
 々各階層別研修におけるケーススタデゖを取りㄙれた職ㄷ研修の 
  ㄾ施 
 々ㅆ役職ㄷをㄚ象としたコンプラゕンス認識ㄶㅇ査のㄾ施 
 々公益報制ㄶ（ＪＥＥＤホットラン）の周知徹底 

○不適正事案を踏まえた内部統制強化の取組 
 々短期集ヾ特別訓練ㄇのㄙ札に係るㄇ案を踏まえ、｢受注ㄉ｣の 
  ㄭㄑにㄭつことが想ㄠされた際の｢ㄓ注ㄉ｣との接触ルールをㄥ 
  たに策ㄠし、｢受注ㄉ｣の視点からのコンプラゕンスにㄫする 
  研修をㄾ施したほか、改めて｢ㄓ注ㄉ｣の視点からの公正なㅇ達 
  ㄏ続の確ㅁに向けた研修をㄾ施  

ㅄ ㄇ  

総 務 ㄤ 

総務課 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 
推進委ㄷ・ 

／ 
ﾘｽｸ管ㅄ 
委ㄷ・ 

指 示 

報 告 

ㄢㄤ監査室 

機構ーㄤ、各施設等 

指 示 
報 告 監査 

監 

事 
 

会
計
監
査
人 

 
報 告 指 示 

監査 

研修、情報 
提供、認識 
ㄶㅇ査等 

ㄢㄤ監査 
報 告 



◆ 業務運営面での一体化々活性化 ◆ 

○ㄇ主等とのネットワークの構築 

○シナジーの層のㄓ揮に向けた取組 

ㄖ齢ㄉ雇ㅅ支援、障害ㄉ雇ㅅ支援及び職訓練の各務にㄫする情報を併せてㄇ主等に提供するため、各ㄗ域の施設ㄟでの務研
修、広報ㄿ料のㅊ互設置、ㅊ談ㄢ容に応じて各施設の担当ㄉがㄇ主等へㄘㄅして務説ㄳ々ㅊ談支援をㄅう等の取組をㄾ施したほ
か、ㄗㄛ施設におけるㄇ所情報の共有に向けた検討をㄅった。→平成27ヹㄶよりㄇ所情報を共有する仕組みを導ㄙ。 

❺ 

❹各ㄗ域におけるㄇ主等とのネットワークの構築、ㅂ携強ㅀに努めたか。 

❺ㄵヽ統ㄊによる務運営面のㅂ携を深め、組織ㅆㄺのㄺㅀ、活性ㅀを図っているか。  

評価の視点 

◆ 事業主等との連携強化に向けた取組 ◆   

主な取組ㄢ容  
 

評価の視点 

❹ 

背景 ポリテクカレッジにおいて発達障害を想起させる等の特別な配慮が必要な学生が存在 

研究 
職業能力開発部門と障害者雇用支援部門が共同し、モデル校(ポリテクカレッジ4校)  
のㄇ例に基づき、ㅇ査研究をㄾ施 

成果 

■特別な配慮が必要なㅌㄕへの「支援･対応ガド(実践編)」をとりまとめ 
（主なㄢ容） 
○ㅌㄕのㄅㅍ特性にㄫする「気づき」のきっかけと、考えられる原因 
○校ㄢでの情報共有･検討、適切な支援をㄅうためのㄾ態把握 
 (例:ーヽ･家族との面談の際の注意点等) 
○訓練の様々なㄑ面でのㄅㅍ特性に応じた工夫のㄇ例  等 
→支援のヒントとなる事例を数多く掲載した、現場に即したガド 
★平成27ヹㄶ以降、ーガドをㅅいた職ㄷ研修をㄾ施、研究成果を現場の支援に活用 

 
 
主な取組ㄢ容 

○ポリテクカレッジに在籍する訓練々学習の進捗等に配慮を要する学生に対する指導々支援に関する研究 
  

○施設間連携の取組の共有 
 ㄗㄛ施設における施設ㄟㅂ携の取組を四半期ごとにとりまとめ、好ㄇ例を施設にフゖードバック 
 

々求職ㄉ支援訓練サポート講習（「精神障害々ㄓ達障害の特徴とㄚ応について」）について、障害ㄉ職カウンセラーが講師を担当 
々ㄖヹ齢ㄉ雇ㅅゕドバザーがㄇ所を訪問する際に職能ㄯㄹㄓ施設がㄅうㄇ主支援について周知々広報 
々特別な配慮が必要な職能ㄯㄹㄓ施設の訓練ㄕにㄚし、ㄗ域障害ㄉ職センターにおいてㅊ談支援等をㄾ施 

参考〆ㄗㄛ施設における施設ㄟㅂ携取組ㄇ例 

実習での行動特性 工 夫 事 例 

･機械加工等でパニックになる。 
･手順がわからないまま進める。 

･自分の思い込みのままに作業
する。 

・加工に関しては、全員事前に加工工程表を作成させた。 

・加工は二人一組で行い、必ず一人が非常停止ボタンに手をかけるよ
うにした。 

・加工の途中までは、指導員と一緒に行い、学生にその続きからやら
せるようにした。 

・工作機械が回転している部分に
不用意に手を出したり、移動し
ている工作テーブルの間に体を
さらす等危険な範囲に近づく。 

・加工工程の資料をたびたび取り
にいき不安全な箇所を通る。 

・機械との安全距離が理解できないので、実習場内に安全通路を確保
した。 
・作業をするとき以外は、安全通路を通るように指導した。 

･工作機械のテーブル等が動いているときには、入ってはいけない箇
所に線を引いた。 
・機械が動いているときの基本的な作業範囲に白色の枠を引いた。 
・加工工程表を工作機械の横にマグネットで貼り付けられるようにした。 



○戦略的かつ計画的な広報活動を行うとともに広報に関する連携を深める 
 ために設置した広報戦略会議により平成26年度広報活動方針を策定 

○都道府県における効果的な広報を推進 
①ㄘ都道府県ㄢに所在する各施設の広報等をㄺㄡかつ効果ㄡにㄾ施する 
 ため都道府県合同広報委員会を設置 

②都道府県ㄢの各施設でㄾ施している務をまとめたリーフレットをㅆ都道 
 府県で作成し、各施設がㄺとなって都道府県ㄢの施設や務を周知 

③ㄗㄛ組織の元ㅀにㄊわせ、各都道府県支ㄤを単位としたホームページの 
 ㄹ設 

○マスメデゖゕを通じた広報、ホームページによる情報発信 

①プレスリリース等に積極ㄡに取り組み、ㄥ聞等への掲載件数は2,220件 

②ㅊ談窓口の紹介や、各種セミナー講習・等のㄹ催案ㄢ、職訓練の概要等 
 について、画像や各種データを織り交ぜながら掲載 

③｢７０歳いきいき企１００ㄻ｣､｢はじめからわかる障害ㄉ雇ㅅ｣等のㄿ料を掲載  

 
 
 

○ 情報提供及び広報のㄾ施 

 ◆ 積極的な広報の実施 ◆ 
 

❻機構が収集々整備したㄖヹ齢ㄉ等や障害ㄉの雇ㅅにㄫする情報をホームページ等をじて提供するとともに、ㄖヹ齢ㄉ 
 等及び障害ㄉの雇ㅅ支援に係る務のㄢ容等や、求職ㄉや在職ㄉ等にㄚする職訓練コース等の情報について、ホーム 
 ページ等をじて積極ㄡに広報をㄅっているか。 
 

評価の視点 

 最ㄥの情報を機構の利ㅅㄉへ直接届けるため、 
 平成25ヹ6ㄌからメールマガジンを発行 
 登録件数は4,953件、ㄓㄅは24号 
 （ゕビリンピック特別号等の臨ㄜ配信含む。 
  平成27ヹ3ㄌ末現在） 
 
 

◆ メールマガジンによる情報発信 ◆ 

❻ 

主な取組ㄢ容  
 

❻ 

新規 

新規 

新規 

都道府県ㄢの各施設がㄾ施して
いる務を取りまとめて、各種
ベント等で活ㅅ 

 

機構がㄾ施する各種ベントや
ㄇㄢ容をタムリーに提供 

参考〆都道府県版リーフレットの例（岩ㄏ県） 



○ ㄐヷーヸ震災に係るㄚ応 

◆ 職業訓練等関係 ◆ 

○震災復興訓練の実施 

 車両系建設機械運転技能講習等をㄅう｢震災対策特別訓練コース｣ 
 の認ㄠ申請書の受ㅄ、審査等をㄾ施 
＜審査状況＞ 
 々審査コース数    ３４コース（うち認ㄠ３４コース） 
 々審査コースㄠㄷ ３６８ヽ（うち認ㄠ３６８ヽ） 

○訓練受講者等への対応 

○求職者支援制度関係 

 被災ㄗ域の訓練ㄕ等にㄚしてㅌ卒ㄉ訓練等の授業料等を免除 
 授料等免除ㄉ数 １２２ヽ 

ㄗ域とㅂ携して被災離職ㄉ等の再就職をㄽㄡとした震災復興訓練を 
平成２６ヹㄶも継続してㄾ施 
＜ㄾ施状況＞ 
 々ㄐヷーヸ震災の被災ㄗ等の６県（青森、岩ㄏ、宮城、ㄩ形、 
  福島、茨城）において、ㄗ域とㅂ携し震災復興訓練をㄾ施 
   ㄾ施訓練科数２０科、ㄙ所ㄉ数８１４ヽ 
   訓練科例〆住宅建築施工科、住宅電気々配管設備施工科 
 々青森々岩ㄏ々宮城々茨城においては、空き工場等を借り受け、 
  仮設実習場として活用 
 々全国から職業訓練指導員を応援派遣（延べ５５人） 
 
   

釜石ㄦ 

ヸ船渡ㄦ 

【臨ㄜㄾ習ㄑ】 
遠ㄧㄦ 

ㅈ35km 

ㅈ45km 

被害のヸきい釜石ㄦ、ヸ船渡ㄦなどの沿岸ㄗ域復興を支援するため、遠ㄧㄦ
の協ㄯを得て、同市所有の建物を臨時実習場として借り受け訓練をㄾ施。 

 

 
《例〆岩ㄏ県における震災復興訓練》  

主な取組ㄢ容 

 
 ◆ 雇用促進住宅関係 ◆ 

ㅆㄙ居戸数のうち、 
岩手、宮城、福島に約5割がㄙ居 

 ㄙ居戸数 ２〃４４０戸 

（平成27ヹ3ㄌ末現在） 

（参考）ㄙ居ㄮㄠ戸数８,２５８戸 
    （ㄙ居受ㄙㄹ始からの累計） 

○ 地方公共団体からの要請に基づく個別対応 

 【参考】都道府県別被災ㄉㄙ居状況 

○ 東日本大震災に係る支援 

      0 
  １～ ９９ 
１００～１４９ 

１５０～１９９ 
２００～２９９ 
３００～  
 

ㄎ 布 図 単位〆(戸) 

○その他災害に係る新たな個別支援  
 平成26ヹㄶについては８ㄌ豪雨非常災害（広島ㄦ及び丹波ㄦ）及び
ㄧ県北ㄤㄗ震による被災ㄉにㄚする支援として住宅を活ㅅ 

①釜石ㄦ…被災ㄉのㄜㄙ居先としてㅆ棟空戸住宅をㄦに貸与、及び 
      復興ㄫㅂㄇ（水産加工、介護々医療、ㅃ売等）に従ㄇ

するため、ㄘㄦに転居したㄉに貸与 
②南ㅊ馬ㄦ…原ㄓ避難ㄉのㄜ帰宅先として住宅のㄤをㄦに貸与 
③いわきㄦ…震災により住居の建て替えを要するㄉにㄚし、ㄠ期ㄟ 
      貸与 



＜評ㄠと根拠＞ ： 
 ㄵヽ統ㄊによるシナジーの層のㄓ揮に向けて、ポリテクカレッジの現ㄑのㄇ例に基づき、職能ㄯㄹㄓ
ㄤ門と障害ㄉ雇ㅅ支援ㄤ門がㄺとなった取組の成果として、「訓練･ㅌ習の進捗等に特別な配慮が必要な
ㅌㄕへの支援･ㄚ応ガド(ㄾ践編)」をとりまとめた。障害ㄉ雇ㅅ支援ㄤ門の永ヹの蓄積を活かし、ポリテ
クカレッジ等の現ㄑでの支援のヒントとなるㄇ例を数多く掲載した画期ㄡな成果であり、ㄴㄝにおける効果
ㄡな支援につながるものである。 
 情報提供･広報については、ㄘ都道府県ㄢに所在する各施設の広報をㄺㄡかつ効果ㄡにㄾ施するた
め、各施設等による都道府県ㄊㄘ広報委ㄷ・をㄥたに設置し、都道府県ㄢの各施設でㄾ施しているㄖ齢々
障害々求職ㄉ支援の三ㄎㄧの務をコンパクトにまとめたリーフレットを作成して、機構が様々なサービス
を総ㄊㄡに提供していることを効果ㄡに周知できるよう努めるなど、各施設がㄺとなった広報の充ㄾ等の
強ㅀを図った。 
 ㄢㄤ統制の充ㄾ々強ㅀについては、平成26ヹㄶコンプラゕンス推進計画を策ㄠし、ㄘ計画に基づき、ー
ㄤ及び施設等において嘱託職ㄷを含むㅆ職ㄷをㄚ象としたコンプラゕンス研修等の取組をㄾ施して、ㄢㄤ
統制の更なる向ヿに着ㄾに取り組んだ。 
 これらを踏まえ、評ㄠを：とした。 

＜課題とㄚ応＞ 
  シナジーの層のㄓ揮に向け、｢訓練々ㅌ習の進捗等に特別な配慮が必要なㅌㄕへの支援･ㄚ応ガド(ㄾ践

編)｣を使ㅅした職ㄷ研修をㄾ施し、活ㅅ々普及を図る等、さらなる取組を進める必要がある。 
 ㄢㄤ統制の充ㄾ々強ㅀに向け、｢ㄅㅍ規範｣の浸透による統制環境の確ㅁ、リスク管ㅄ委ㄷ・をヾ心としたリス

クの評価とㄚ応、ㄢㄤ監査室によるモニタリングの充ㄾ等の取組を引き続きㄾ施する必要がある。 

【ㄋ己評価】 
1-17 ㄫ係ㄉのﾆｰｽﾞ等の把握、績評価のㄾ施及び公表、ㄢㄤ統制の充ㄾ々強

ㅀ、ㄇ主等とのﾈｯﾄﾜｰｸの構築、ｼﾅｼﾞｰの層のㄓ揮に向けた取組、情報提
供及び広報のㄾ施 等 



2-1 効果ㄡ々効率ㄡな務運営ㄺ制の確ㄭ、 
   務運営の効率ㅀに伴うㅋ費節減 等 

○概要 
 

 々効果的々効率的な業務運営体制の確立 
   組織ㄺ制については、務の効果ㄡ々効率ㄡなㄾ施の観点から、ーㄤの管ㅄㄤ門のヽㄷの削減等のㄒ直しをㄅっています。 
 
 々業務運営の効率化に伴う経費削減等 
   般管ㅄ費及び務ㅋ費の節減をㄅうとともに、冗費の節減に努めています。 
 
 々契約の適正化 
   原則として般競争ㄙ札等によることとし、随意契ㅈの適正ㅀを推進しています。 
   監ㄇ及び・計監査ヽによる監査や、契ㅈ監視委ㄷ・において、契ㅈ状況等のチェックを受けています。 
 
  



参考〆管ㅄㄤ門の職ㄷ数の削減 

○ 効果ㄡ々効率ㄡな務運営ㄺ制の確ㄭ 

◆ 地方組織の管理事務処理体制の一元化 ◆ 

❹ 

❸ㄗㄛ組織については、ㄖ齢々障害ㄉ雇ㅅ支援センター、職訓練支援センター等の管ㅄㄇ務処ㅄㄺ制の元ㅀを 
 進めているか。 

評価の視点 

ーㄤの務ㄤ門については、平成２７ヹㄶの務ㄾ施ㄺ制について、平成２６ヹㄶㄱ半期に総務ㄤ総務課において各ㄤ々室とのヒゕリングをㄾ施 
し、務の質及び量の点検をㄅったヿで、務量の変ㅀにㄒㄊった効率ㄡな務運営ㄺ制となるよう再構築をㄅった。 

❸ 

◆ 本部業務部門の業務運営体制の再構築 ◆ 

❹ㄗㄛ施設（職能ㄯㄹㄓ促進センター並びに職能ㄯㄹㄓヸㅌ校及び職能ㄯㄹㄓ短期ヸㅌ校を除く。）については、 
 第３期ヾ期ㄽ標期ㄟヾに、ㄘ都道府県ㄢ又はㄘㄦ村ㄢに複数の施設が設置されている状況を可能な限り解消する 
 ための取組を進めているか。 

評価の視点 

❷ーㄤの務ㄤ門については、務量の変ㅀにㄒㄊった効率ㄡなㄾ施ㄺ制となるよう点検をㄅうとともに、統ㄊによる 
 シナジー効果を層ㄓ揮できるよう務運営ㄺ制の再構築を進めているか。 

評価の視点 

◆ 地方施設の移設々集約化 ◆ 

主な取組ㄢ容  
 

主な取組ㄢ容  
 

主な取組ㄢ容  
 

➊ーㄤの管ㅄㄤ門については、旧雇ㅅ々能ㄯㄹㄓ機構との組織の統ㄊㄝ３ヹ以ㄢに▲１９名以ヿ(平成２6ヹㄶは11名削減)の 
 スリムㅀに取り組んだか。 

々借ヿげの解消を進めるため、可能な限りㄖ齢々障害ㄉ雇ㅅ支援センターを職訓練支援センター等に移設々集ㅈㅀ。 
々施設の移設･集ㅈㅀに必要なコスト等の把握々ㄎ析に係るㅇ査に基づき、平成26ヹㄶ計画に掲げた青森、広島の移設･集ㅈㅀをㄾ施するとともに、そ

の他20道県の施設についても移設･集ㅈㅀをㄾ施した。 

数値ㄽ標 

❷ 

数値ㄽ標の達成状況 ➊ 

ーㄤの管ㅄㄤ門の職ㄷ数 

 １１名削減 
 

統合後３年以内に 
１９名削減の目標達成 

（中期目標） 

(1)高障機構 ７３人 

(2)能開機構１３６人 １８９人 

Ｈ23.10.1 
▲２０名 

１８３人 

Ｈ24.4.1 

平成24ヹㄶ 

１７０人 

Ｈ26.4.1 

平成26ヹㄶ 

(1)＋(2) 
 

２０９人 

統ㄊㄞ 

１８１人 

Ｈ25.4.1 

平成25ヹㄶ 

▲２名 

ㄖ障求機構(統ㄊㄝ) 

 

▲６名 ▲１１名 

 
務のㄾ施ㄺ制の集ㅈㅀなどにより、管ㅄㄤ門の職ㄷを削減 

平成26ヹ2ㄌ4ヷに策ㄠした｢ㄗㄛ組織の元ㅀに係る基ーㄛ針｣に基づき、元ㅀすることによりㄕじる管ㅄㄇ務処ㅄに係る課題の検討を
ㄅったヿで、元ㅀに伴い集ㅈしてㄾ施するべき管ㅄㄇ務を整ㅄし、当該ㄇ務のㄾ施ㄛㄵを整備する等、平成27ヹ4ㄌ1ヷからのㄗㄛ組織
の元ㅀに向け、効率ㄡな支ㄤㄺ制の構築の準備をㄅった。 
 



般管ㅄ費については、 

最終ㄇヹㄶ(２９ヹㄶ)までに 

２４ヹㄶと比べて１５％以ヿ節減 

予算の節減 ▲１８〄２％ 

数値ㄽ標 

○ 務運営の効率ㅀに伴うㅋ費節減等 

予算額 

1,579 

予算額 

978 
予算額 

823 

予算額 

1,518 

予算額
2,932 予算額 

2,398 

◆ 一般管理費の節減（効率化対象経費）◆ 

ーㄤ移転に伴う借料のㄒ直し等により予算において平成24ヹㄶ比18.2％の節減 

予算額
2,932 予算額 

2,398 

務ㅋ費については、 

最終ㄇヹㄶ(２９ヹㄶ)までに 

２４ヹㄶと比べて５％以ヿ節減 

予算の節減  ▲ ３〄9％ 

数値ㄽ標 

数値ㄽ標の達成状況 

◆ 業務経費の節減（効率化対象経費）◆ 

ㄖヹ齢ㄉ等助成ㄆ支給ㅋ費のㄒ直し等により予算において平成24ヹㄶ比3.9％の節減 

❺ 

❺ 

❻ 

❻ 

数値ㄽ標の達成状況 

達成ㄶ121.3％ 

予算額 

1,579 

予算額 

978 
予算額 

823 

予算額 

1,518 

予算額
2,932 予算額 

2,398 

予算額
2,932 予算額 

2,398 

▲18.2％ 

（単位〆百万ㄬ） 
参考〆般管ㅄ費（効率ㅀㄚ象ㅋ費） 

予算額  

2,932 
予算額 

2,398 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

平成24ヹㄶ 平成26ヹㄶ 

予算額 

27,510 
予算額 

26,685 

参考〆務ㅋ費（効率ㅀㄚ象ㅋ費） 
（単位〆百万ㄬ） 

▲3.9％ 

予算額 

38,204 

予算額 

36,697 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

平成24ヹㄶ 平成26ヹㄶ 



予算額 

27,510 
予算額 

8,063 
予算額 

7,875 

予算額 

26,685 

 ❼競争性のない随意契ㅈを継続しているものについて、随意契ㅈㄇ由が妥当であるか、ㄉ応札々応募となった 
    契ㅈの改善ㄛ策が適当であるか。 
 ❽契ㅈの締結に当たって、競争性々透ㄳ性等が確ㅁされているか。 
 ❾監ㄇ監査、契ㅈ監視委ㄷ・等において、ㄙ札々契ㅈの適正なㄾ施について徹底ㄡなチェックを受けているか。 

  

81 82 

82 

533 

440 
395 

409 

27.8% 
24.6% 27.6% 

19.2% 19.5% 
0% 

20% 

40% 

60% 

80% 

100% 

120% 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

上半期能開機構分 

高障求機構分 

高障機構分 

随意契約件数割合 

（単位〆件） 

参考〆競争性のない随意契ㅈ件数の推移 

（単位〆％） 

  

129 118 

153 252 346 
244 

207 
61.4% 

27.2% 

18.0% 18.6% 15.0% 
0% 

20% 

40% 

60% 

80% 

100% 

120% 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

上半期能開機構分 

高障求機構分 

高障機構分 

一者応札等件数割合 

参考〆ㄉ応札々ㄉ応募件数の推移 

（単位〆件） （単位〆％） 

ヿ半期 
能ㄹ機構ㄎ 

○ 契ㅈの適正ㅀ 

評価の視点 

◆ 競争性々透明性の確保 ◆ 

◆ 監事、契約監視委員会のチェック ◆ 

○監事による監査 
 随意契約の適正化が着実に図られているとの評価 
 を受けた。 

○契約監視委員会によるチェック 
 競争性のない随意契ㅈ、ㄉ応札々応募となった 
 契ㅈの妥当性等についての審ㄼの結果、全ての案 
 件について｢機構の取組は適切であると認められ 
 る｣との評価を得た。 ㅇ達ㄏ続をㄹ始するㄞに、競争性が確ㅁされているかㄋ主点検をㄅったうえで、

ㄙ札々契ㅈㄏ続運営委ㄷ・による審ㄼをㅋてㅇ達をㄾ施することにより、 
競争性及び透ㄳ性の確ㅁに努めている。 

○競争性のない随意契ㅈによるものについては、ㄇㄞに随意契ㅈによるㅄ由及び 
 妥当性をーㄤにおいて確認し、ーㄤによる承認をㅋてㅇ達をㄾ施している。 
○ㄉ応札々応募となった契ㅈについては、要因の把握、ㄎ析をㄅい、改善ㄛ策 
 が適当であるか、ㄙ札々契ㅈㄏ続運営委ㄷ・による審ㄼをㅋるとともに、ーㄤ 
 によるチェックをㄅうことにより、ㄉ応札々応募の改善に努めている。 

 

◆ 随意契約事由の妥当性確認、一者応札々応募の改善 ◆ ❾ 

ヿ半期 
能ㄹ機構ㄎ 

❽ 

❼ 

主な取組ㄢ容 

 
 



【ㄋ己評価】 
2-1 効果ㄡ々効率ㄡな務運営ㄺ制の確ㄭ、務運営の効率ㅀに伴うㅋ費節減等 

＜評ㄠと根拠＞ ； 
  ーㄤ管ㅄㄤ門の職ㄷ数を平成26ヹㄶに11名削減し、統ㄊㄝ３ヹ以ㄢに19名以ヿのスリムㅀに取り組むとい

うヾ期ㄽ標を達成するとともに、平成27ヹ４ㄌからのㄗㄛ組織の管ㅄㄇ務処ㅄㄺ制の元ㅀをㄅうための作
をㄾ施したほか、ㄗㄛ施設の移設･集ㅈㅀを推進した。 

  契ㅈの適正ㅀについては、随意契ㅈㄇ由の妥当性確認やㄉ応札･応募の改善等の取組を着ㄾにㄅい、競争
性のない随意契ㅈの件数･ㄆ額及びㄉ応札等となった件数･ㄆ額ともに減少した。 

  これらを踏まえ、評ㄠを；とした。 

＜課題とㄚ応＞ 
 効果ㄡ･効率ㄡな務運営ㄺ制の確ㄭに向け、引き続き、ーㄤの務ㄤ門について、務量の変ㅀにㄒㄊっ
たㄾ施ㄺ制となるよう努めるとともに、ㄗㄛ施設の集ㅈㅀについては、利ㅅㄉのニーズ及び利便性等を考慮の
ヿ、検討していく必要がある。 
 また、務ㅋ費について、第３期ヾ期ㄽ標期ㄟの最終ㄇヹㄶにおいて、平成24ヹㄶ予算と比べて５％以ヿ
の額を節減するㄽ標の達成に向けて、層の削減をㄅう必要がある。 



3-1 財務ㄢ容の改善にㄫするㄇ項 

○概要 
 

 々予算、収支計画及び資金計画 
   運営費交付ㄆを充当してㄅうㄇについては、ヾ期ㄽ標に基づく予算を作成し、予算の範囲ㄢで執ㄅしています。 
 

 々財産の処分等 
   不要財産を処ㄎし、譲渡収ㄙをヺ庫納付しています。 
  

 々雇用促進住宅 
   平成３３ヹㄶまでに譲渡々廃止を完了するため、譲渡等を着ㄾに推進しています。また、震災による被災ㄉ等にㄚする支援策と 
  して、平成２０ヹㄶまでに廃止ㄮㄠした住居を含め、雇ㅅ促進住宅の最ヸ限の活ㅅを図っています。 



職能ㄯㄹㄓ総ㄊヸㅌ校の敷ㄗ等 売却、ヺ庫納付に向け、ㄗㄛ公共団ㄺ等とのㅇ整等をㄅった。 

職ㄷ宿舎 

｢独ㄭㄅㄔㄵヽの職ㄷ宿舎のㄒ直しにㄫするㄾ施計画｣(平成24ヹ12ㄌ14ヷㄅㄔ改革担当ヸ臣ㄮㄠ)等に基づき、
ㄥたに５４件の職ㄷ宿舎についてㅅ途廃止措置を講じ、平成25ヹㄶの１５件に比べ、倍増の３０件の処ㄎを
ㄅった。 
なお、ㄘ計画等に記載された職ㄷ宿舎以外にも、さらに４１件のㅅ途廃止を講じ、１２件の処ㄎをㄅった。 

職能ㄯㄹㄓ施設の敷ㄗ ８施設に係るㄙ札公告またはㄗㄛ公共団ㄺとの譲渡協ㄼをㄅい、３件の処ㄎをㄅった。 

予算額 

2,932 

予算額 

2,398 
0 

1,000 

2,000 

3,000 

平成24ヹㄶ 平成26ヹㄶ 

予算額 

38,204 

予算額 

36,697 
0 

10,000 
20,000 
30,000 
40,000 

平成24ヹㄶ 平成26ヹㄶ 

○予算、収支計画及びㄿㄆ計画 

○財産の処ㄎ等にㄫする計画 

❸不要財産等の処ㄎにㄫする計画のㄾ施状況はどのようなものであったか。 評価の視点 

➊収益ㅀ基準にしたがって適切に執ㄅしているか。 
❷ㅆ額収益ㅀされず債務として残されたㄑㄊには、ㄓㄕㅄ由がㄳらかになっているか。 

評価の視点 

 務のㄾ施と運営費交付ㄆ財源が期ㄟㄡにㄚ応していると判断できるㅋ費

（般管ㅄ費における光熱水料及び信運搬費）に期ㄟ進ㄅ基準を採ㅅし、 

 その他のㅋ費に費ㅅ進ㄅ基準を採ㅅしたヿで、独ㄭㄅㄔㄵヽ・計基準にㄠめ 

 る運営費交付ㄆの収益ㅀ基準に従い適正に執ㄅした。 

◆ 収益化基準に基づく適正な執行 ◆ 

◆収益化されなかった運営費交付金債務の分析◆ 

❸ 

➊ 

❷ 

不要財産等の処ㄎについては、以ㄱのとおりㄾ施した。 

  
  

主な取組ㄢ容  
 

主な取組ㄢ容  
 

参考〆般管ㅄ費及び務ㅋ費（効率ㅀㄚ象ㅋ費）の節減 

▲18.2％ 

（単位〆百万ㄬ） 

（単位〆百万ㄬ） 

業務経費 

一般管理費 

▲3.9％ 
運営費交付ㄆを充当してㄅうㄇ等について着ㄾにㄾ施するとともに、収益ㅀ

されなかった運営費交付ㄆ債務の要因をㄎ析することにより不要な支を抑制

し、効率ㄡな予算執ㄅを図った。 



１〄住宅数等（平成27年3月末現在） 

 ○ 住 宅 数          １,２３３住宅 （うち廃止ㄮㄠ住宅    556住宅） 

 ○ 運営戸数   １１７,８９１戸宅 （うち廃止ㄮㄠ住宅  49,529戸） 

 ○ ㄙ居戸数    ４９,７９３戸宅 （うち廃止ㄮㄠ住宅     8,059戸） 

２ 〄譲渡実績（平成27年3月末現在） 

 ○ 平成26ヹㄶ〆  ４３住宅（ㄗㄛ公共団ㄺ等〆111住宅、ㄪㄟㄇㄉ〆32住宅） 

 ○ ㄾ績累計  〆２４６住宅（ㄗㄛ公共団ㄺ等〆199住宅、ㄪㄟㄇㄉ〆47住宅） 

 

 ○ ヺ庫納付額  〆３８.１億ㄬ（現ㄆ納付） 

  
３ 〄譲渡の促進 

  ○平成２６ヹㄶは、ㄗㄛ公共団ㄺが取得意向を示さなかった廃止ㄮㄠ住宅   
のうち、ㄪㄟ売却に係るㄙ居ㄉの意向ㅇ査の結果、ㄪㄟ売却のㄘ意を得
た住宅について、所在ㄗごとに区ㄎけし買受希望ㄉの募集等の売却務
を不ㅍ産ㄉへ委託し、ㄙ居ㄉ付きでのㄪㄟㄇㄉへの売却促進を図っ
た。 

  ○売却が難しい物件については、売却がㄒ込まれる物件とのバルク販売
（複数の物件をまとめて販売すること）を初めてㄾ施し、効果ㄡな売却
に努めた。 

４ 〄住宅の管理等業務 
  住宅管ㅄに係る委託務については、譲渡々廃止務の進捗状況を勘案  
 したヿで、住宅数の少ない区域の統ㄊにより委託区ㄎを変更するなどし、  
 ㄊㅄㄡなㄾ施に努めた。 

○ 雇ㅅ促進住宅 

ㅆㄙ居戸数のうち、 
岩手、宮城、福島に約5割がㄙ居 

◆ 東日本大震災等に係る支援 ◆ 

 ㄙ居戸数 ２〃４４０戸 

（平成27ヹ3ㄌ末現在） 

（参考）ㄙ居ㄮㄠ戸数８,２５８戸 
    （ㄙ居受ㄙㄹ始からの累計） 

○ 地方公共団体からの要請に基づく個別対応 

 【参考】都道府県別被災ㄉㄙ居状況 

◆ 現状及び譲渡等の進捗 ◆ 

❹平成３３ヹㄶまでに譲渡々廃止を完了するため、譲渡等を着ㄾに推進したか。 
❺震災による被災ㄉ等にㄚする支援策として、現にㄙ居しているㄉへの配慮をしつつ、雇ㅅ促進住宅を活ㅅしたか。 
❻譲渡々廃止が完了するまでのㄟは、独ㄭ採算によるㄊㅄㄡなㅋ営に努めたか。 
❼譲渡が完了した雇ㅅ促進住宅については、ㄇヹㄶ毎にヺ庫納付したか。 

評価の視点 

※ㄾ績累計は、平成１３ヹㄶからのㄾ績。 

❺ ❹ ❻ ❼  

主な取組ㄢ容  
 

○ 東日本大震災に係る支援 

      0 
  １～ ９９ 
１００～１４９ 

１５０～１９９ 
２００～２９９ 
３００～  
 

ㄎ 布 図 単位〆(戸) 

○その他災害に係る新たな個別支援  
 平成26ヹㄶについては８ㄌ豪雨非常災害（広島ㄦ及び丹波ㄦ）及び
ㄧ県北ㄤㄗ震による被災ㄉにㄚする支援として住宅を活ㅅ 

①釜石ㄦ…被災ㄉのㄜㄙ居先としてㅆ棟空戸住宅をㄦに貸与、及び 
      復興ㄫㅂㄇ（水産加工、介護々医療、ㅃ売等）に従ㄇ

するため、ㄘㄦに転居したㄉに貸与 
②南ㅊ馬ㄦ…原ㄓ避難ㄉのㄜ帰宅先として住宅のㄤをㄦに貸与 
③いわきㄦ…震災により住居の建て替えを要するㄉにㄚし、ㄠ期ㄟ 
      貸与 

 ＜p87再掲＞ 



【ㄋ己評価】 
3-1 財務ㄢ容の改善にㄫするㄇ項 

＜評ㄠと根拠＞ ； 
 職ㄷ宿舎については、処ㄎ計画に基づき、売却ㄏ続きを積極ㄡに推進し、平成26ヹㄶにおいては、平成25
ヹㄶの15件に比べ、倍増の30件の処ㄎをㄅった。また、ㄘ計画等以外にも、その必要性の精査を推し進め、 
さらに12件の職ㄷ宿舎の処ㄎをㄅった。 
 雇ㅅ促進住宅については、ㄗㄛ公共団ㄺが取得意向を示さなかった廃止ㄮㄠ住宅のうち、ㄪㄟ売却に係るㄙ
居ㄉの意向ㅇ査の結果、ㄪㄟ売却のㄘ意を得た住宅について、所在ㄗごとに区ㄎけし買取希望ㄉの募集等の売
却務を不ㅍ産ㄉへ委託し、ㄙ居ㄉ付きでㄪㄟㄇㄉへの売却促進を図った。また、売却が難しい物件につ
いては、売却がㄒ込まれる物件とのバルク販売（複数の物件をまとめて販売すること）を初めてㄾ施し、効果
ㄡな売却に努めた。 
 これらを踏まえ、評ㄠを；とした。 

＜課題とㄚ応＞ 
 不要財産について、ㄴㄝも層の処ㄎの促進に努める必要がある。 
 雇ㅅ促進住宅について、平成３３ヹㄶまでに住宅の譲渡々廃止を完了するため、より効果ㄡな住宅の売却ㄛ
ㄵを検討する必要がある。 



4-1 その他務運営にㄫする重要ㄇ項 

○概要 
 

 々人事に関する計画 

   効果ㄡかつ効率ㄡな務運営のため、必要なヽ材の確ㅁ、ヽㄷの適正配置、研修の充ㄾによる専門性及び意識の向ヿを図って 

  います。 

   また、ヽ件費の節減に努めるほか、給与水準について検証をㄅい、ㄊㅄㄡなㅄ由がないㄑㄊには必要な措置を講じることにより、 

  給与水準の適正ㅀに速やかに取り組むとともに、検証結果や取組状況について公表しています。 



○ヽㄇにㄫする計画 

❸必要なヽ材の確ㅁ、ヽㄷの適正配置並びに研修の充ㄾによる専門性及び意識の向ヿを図っているか。 評価の視点 

❷給与水準について検証をㄅい、検証結果や取組状況については公表しているか。 評価の視点 

々説明会の開催地域を増やしたほか、新たに大学 
 内の説明会に参加するとともに、カウンセラー  
 職と事務職の併願を可とするなどの取組を実施 
々ㄠ期の募集（春季々秋季）に加えて、職能ㄯ 
 ㄹㄓ職については、施設職ㄷの広報活ㅍと併せ 
 て冬季における募集をㄾ施 

々職訓練指導ㄷㄺ制についてㄪㄟ企から任期 

 付き雇ㅅを積極ㄡにㄾ施 

◆ 検証結果 ◆ 

❷ ラスパレス指数 
   （ヹ齢勘案） 

◆ 人材の確保 ◆ 

々管ㅄ職ㄷにㄚし、嘱託職ㄷの管ㅄマネジメ 
 ントにㄫする研修をㄾ施 

々職能ㄯㄹㄓ職のヽ材育成システムに基づ 

 いた技能々技術研修及びＨＣＴ等のㄾ施 

々特別な配慮が必要な訓練ㄕへのㄚ応研修を 

 広域センターの協ㄯにより職能ㄯㄹㄓ職 
 をㄚ象にㄾ施 
 

◆ 職員研修の充実 ◆ 

適正なヽㄷ配置により利ㅅㄉのニーズにㄡ確にㄚ応 

々精神障害ㄉの雇ㅅ促進支援々雇ㅅ継続支援モデルㄇ 

 のㄾ施に際し、必要な支援モデル構築のため、ヸ都ㄦ 
 圏の３ㄗ域センターにヽㄷを配置 

々「震災復興訓練」ㄾ施のためㅆヺから職訓練指導 

 ㄷの応援派遣等スケールメリットを活かした弾ㄯㄡ 
 なヽㄷ配置 

◆ 人員の適正配置 ◆ 

❷ 主な取組ㄢ容  
 

主な取組ㄢ容  
 

❸ 

＜ヺに比べて給与水準がㄖくなっているㄠ量ㄡなㅄ由＞ 

々ヸ卒以ヿのㄉの占める割ㄊがㄖい 

 →年齢･学歴勘案のラスパレス指数は98.6と国の水準以下 

々職ㄷ宿舎の廃止を進めていること及びㅆヺ規模の異ㅍが多い  

 ことから住居ㄏ当を支給されるㄉの占める割ㄊがㄖい 

 →受給者割合による差であり、住居手当の額は国に準拠 

 
 

102.2，101.３－ 
（0.9ポント増） 

※ [ ]ㄢはㄞヹㄶㄾ績 

○国に準じた給与制度の運用により適正な水準を維持 

（ヺに準じた給与制ㄶの概要） 

々ㄇ務職ㄷについて、ヺとㄘじ俸給表(ㄅㄔ職俸給表())を適ㅅ   

々諸ㄏ当について、職訓練指導ㄷㄏ当を廃止する等、ヺとㄘ様 
 の制ㄶを適ㅅ 

々55歳を超える職ㄷについて昇給停止 
 
 
 

ヽ件費については、 

最終ㄇヹㄶ(２９ヹㄶ)までに 
２４ヹㄶと比べて５％以ヿ節減 

予算の節減 ▲3.6％ 

数値ㄽ標 数値ㄽ標の達成状況 

予算において平成24ㄶ比3.6％のヽ件費の節減 

➊ ➊ 

予算額 
33,454 

予算額 
33,119 

参考〆ヽ件費（効率ㅀㄚ象ㅋ費） 

▲3.6％ 

（単位〆百万ㄬ） 

予算額 
33,454 

予算額 
32,255 

予算額 

33,454 

予算額 

32,255 
20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

平成24ヹㄶ 平成26ヹㄶ 



【ㄋ己評価】 
 4-1 その他務運営にㄫする重要ㄇ項 

＜評ㄠと根拠＞ ； 
 ヽ件費について、ヺに準じた給与制ㄶの運ㅅにより適正な給与水準の維持に努めた。 
 ヽ材の確ㅁについては、採ㅅ説ㄳ・のㄹ催ㄗ域を増やしたほか、ㄥたに四ヹ制ヸㅌㄢの就職説ㄳ・に参加す
るとともに、障害ㄉ職カウンセラー職とㄇ務職の併願を可能とするなど、応募ㄉの確ㅁに努めた。 
 これらを踏まえ、評ㄠを；とした。 

＜課題とㄚ応＞  

 ヽ件費について、第３期ヾ期ㄽ標期ㄟの最終ㄇヹㄶにおいて、平成24ヹㄶ予算と比べて５％以ヿの額を節
減するㄽ標の達成に向けて、引き続き取り組む必要がある。 
 ヽ材の確ㅁについては、ㄪㄟが運営する就職情報サト等をじて機構のㄈ・ㄡ意義を周知すること等によ
り応募ㄉの確ㅁを図る必要がある。 


